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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 2,450,679 2,763,668 3,327,403 3,394,738 3,864,263

経常利益（百万円） 56,599 79,594 70,829 107,536 60,695

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
3,737 △5,894 27,391 41,591 4,837

純資産額（百万円） 310,257 294,272 368,715 561,376 527,689

総資産額（百万円） 2,273,895 2,228,574 2,280,359 2,333,129 2,420,057

１株当たり純資産額（円） 14,800.03 15,242.32 13,495.43 13,322.56 12,404.45

1株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
135.90 △427.05 1,289.85 1,268.61 120.98

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） 13.6 13.2 16.2 22.8 20.5

自己資本利益率（％） 0.9 △2.7 8.8 9.2 0.9

株価収益率（倍） ― ― ― 10.8 63.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
189,728 86,533 56,337 86,322 59,934

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△53,237 △4,298 △54,298 △63,094 △78,448

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△86,170 △135,664 △74,947 △37,252 8,953

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
256,752 203,484 132,747 122,564 113,685

従業員数（人）

〔外、平均臨時雇用者数〕

8,242

[2,897]

8,034

[2,632]

7,737

[2,614]

7,474

[3,562]

7,503

[3,596]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．純資産額の算定にあたり、第92期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

４．株価収益率は第91期までは当社株式が非上場であるため、第91期以前は記載していません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

売上高（百万円） 2,025,993 2,321,786 2,864,791 3,107,842 3,593,193

経常利益（百万円） 19,133 30,598 27,859 53,981 17,323

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
1,014 △5,884 30,184 22,811 6,923

資本金（百万円） 38,800 38,800 51,388 108,606 108,606

発行済株式総数（千株） 23,780 23,780 27,321 40,000 40,000

純資産額（百万円） 285,351 243,839 315,578 452,423 413,738

総資産額（百万円） 1,762,041 2,038,901 2,059,602 2,110,475 2,177,453

1株当たり純資産額（円） 12,315.18 12,230.43 11,550.55 11,313.05 10,345.99

1株当たり配当額（円）

（うち１株当たり中間配当

額）

7.5

（―）

7.5

（―）

55.0

 （―）

150.0

 （―）

150.0

(75.0)

1株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
△11.65 △406.44 1,421.39 695.80 173.14

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益（円）
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） 16.2 12.0 15.3 21.4 19.0

自己資本利益率（％） △0.1 △3.2 11.6 5.9 1.6

株価収益率（倍） ― ― ― 19.7 44.5

配当性向（％） ― ― 5.0 21.6 86.6

従業員数（人）

〔外、平均臨時雇用者数〕

3,499

[287]

4,796

[137]

4,447

[162]

4,582

[993]

4,654

[979]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．第89期及び第90期の配当性向は、１株当たり当期純損失のため記載していません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

４．第90期において、当社は平成16年８月１日を合併期日として、出光石油化学㈱を吸収合併しています。

５．純資産額の算定にあたり、第92期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

６．株価収益率は第91期までは当社株式が非上場であるため、第91期以前は記載していません。
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２【沿革】

明治44年６月 創業者出光佐三の個人経営により、福岡県門司市(現・北九州市門司区)に出光商会を創設し、関門

地区を中心として石油販売業を開始

その後、中国大陸等の海外へ進出

昭和15年３月 東京に出光興産㈱を設立(昭和22年11月出光商会と合併)

昭和20年８月 終戦とともに、海外財産を喪失、引き揚げ者全員を受け入れ

昭和22年10月 石油配給公団の発足とともに、石油業界に復帰

昭和24年４月 元売業者に指定され(３月)、民間として石油供給業務開始

昭和28年５月 石油の国有化をめぐり、国際紛争の渦中にあったイランから石油輸入を断行

昭和32年３月 徳山製油所竣工

昭和36年10月 アポロサービス㈱を設立(現・連結子会社)

昭和37年５月 内航部門として宗像海運㈱を設立

昭和37年８月 船舶部を分離して、外航部門として出光タンカー㈱を設立(現・連結子会社)

昭和38年１月 千葉製油所竣工

昭和39年９月 石油化学部門を分離し、出光石油化学㈱を設立

昭和39年10月 出光石油化学㈱徳山工場竣工

昭和45年10月 兵庫製油所竣工

昭和46年１月 開発部を分離し、出光日本海石油開発㈱を設立(昭和51年７月、出光石油開発㈱に商号変更、昭和51

年９月、新潟阿賀沖で海洋油・ガス田の生産を開始)

昭和47年６月 沖縄石油精製㈱(現・沖縄石油㈱)に45％出資(昭和55年７月100％取得)

昭和48年９月 北海道製油所竣工

昭和50年２月 出光石油化学㈱千葉工場竣工

昭和50年10月 愛知製油所竣工

昭和58年10月 出光エンジニアリング㈱を設立(現・連結子会社)

昭和61年４月 出光クレジット㈱を設立(現・持分法適用関連会社)

昭和63年６月 エベネザ石炭鉱山(オーストラリア)の権益取得・輸入開始

平成４年８月 Idemitsu Petroleum Norge AS(現・連結子会社)がノルウェー領北海スノーレ油田の生産を開始

平成４年10月 米国に潤滑油製造工場(Idemitsu Lubricants America Corporation現・連結子会社)を建設

平成６年10月 エンシャム石炭鉱山(オーストラリア)開山

平成８年11月 出光大分地熱㈱(現・連結子会社)の滝上地熱発電所が営業運転を開始

平成12年６月 優先株式を2,900千株発行し、290億円増資

(平成13年３月末までに更に880千株追加発行し、合計378億円増資)

平成13年10月 ＬＰガス部門を分社化した出光ガスアンドライフ㈱が営業開始

平成15年４月 兵庫製油所の製油所機能(８万Ｂ／Ｄ)の停止(平成16年３月閉鎖)

平成15年10月 ㈱クレディセゾンとの包括提携により、出光クレジット㈱を合弁会社化

平成15年11月 沖縄石油精製㈱(現・沖縄石油㈱)の製油所機能(11万Ｂ／Ｄ)の停止

平成16年８月 当社を存続会社として出光石油化学㈱を吸収合併

平成17年３月 宗像海運㈱を解散

平成17年４月 三井化学㈱とポリオレフィン事業を統合し、合弁会社㈱プライムポリマー(現・持分法適用関

連会社)を設立

平成17年10月 386億円減資し、優先株式3,780千株を消却

第三者割当増資により普通株式7,321千株を発行し、512億円増資

平成18年４月 三菱商事㈱グループとＬＰガス事業（出光ガスアンドライフ㈱）を統合したアストモスエネル

ギー㈱（現・持分法適用関連会社）が営業開始

平成18年10月 東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場
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３【事業の内容】

　当社及び当社の関係会社（当社、子会社94社及び関連会社31社）が営む主な事業の内容と主要な関係会社の当該事

業における位置付けは、次のとおりです。

セグメント 主な事業内容 主要な会社

石油製品

石油製品の輸入、精製、販売（元売） 当社

原油・石油製品の輸送及び貯蔵

出光タンカー㈱

Apollo Tanker Corp.

北海道石油共同備蓄㈱

ＬＰガスの輸入及び販売 アストモスエネルギー㈱

石油製品の販売

㈱光神

京葉アポロ㈱

東海アポロ㈱

関西アポロ㈱

海外における原油・石油製品の売買

Idemitsu International (Asia) Pte.Ltd.

Idemitsu International (Europe) PLC

出光中華有限公司

海外における潤滑油の製造及び販売

Idemitsu Lubricants America Corporation

Idemitsu Lube (Singapore) Pte.Ltd.

Apollo (Thailand) Co.,Ltd.

石油化学製品 石油化学製品の製造及び販売

当社

出光ユニテック㈱

Idemitsu SM (Malaysia) Sdn.Bhd.

Petrochemicals (Malaysia) Sdn.Bhd.

㈱プライムポリマー

ＰＳジャパン㈱

台化出光石油化学股?有限公司

石油開発 石油資源の調査、探鉱、開発及び販売

出光オイルアンドガス開発㈱

出光スノーレ石油開発㈱

出光クーロン石油開発㈱

Idemitsu Petroleum Norge AS

その他

石炭の調査、探鉱、開発及び販売 Idemitsu Australia Resources Pty Ltd

石炭の国内販売 当社

ウランの調査、探鉱、開発 Idemitsu Canada Resources Ltd.

地熱資源の調査、探鉱、開発及び販売 出光大分地熱㈱

電子材料の製造及び販売 当社

ＳＳ関連商品の販売、リース業等 アポロサービス㈱

石油関連設備の設計、建設及び管理 出光エンジニアリング㈱

保険代理店業 出光保険サービス㈱

不動産の売買、賃貸借及び管理 城山エステート㈱

クレジットカード業 出光クレジット㈱

［事業系統図］

　以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

  5/144



EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

  6/144



４【関係会社の状況】

(1）親会社

　　該当事項はありません。

(2）連結子会社

区分 名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容 注

石油製品（20社） 　 　 　 　 　 　

　 出光タンカー㈱ 東京都新宿区 1,000 海運業 100.0

当社の原油及び石油製品

の輸送を行っている。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

　

　

 

Apollo Tanker Corp.

 

Monrovia,

Liberia

米ドル

1,000
海運業

100.0

(100.0)

貸付金…無

設備の賃貸借…無
３

　 ㈱光神
横浜市保土ヶ

谷区
64

石油製品等の

販売
100.0

当社から石油製品等を仕

入れている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　 京葉アポロ㈱ 千葉市中央区 30
石油製品等の

販売
100.0

当社から石油製品等を仕

入れている。

貸付金…69百万円

設備の賃貸借…有

　

　 東海アポロ㈱
名古屋市中川

区
30

石油製品等の

販売
100.0

当社から石油製品等を仕

入れている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　 関西アポロ㈱ 大阪市中央区 30
石油製品等の

販売
100.0

当社から石油製品等を仕

入れている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有
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区分 名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容 注

　

Idemitsu 

International

 (Asia) Pte.Ltd.

Singapore

千シンガ

ポールドル

5,000

原油、石油製

品等の購入・

販売

100.0

当社に原油、石油製品を

販売している。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

　

　

Idemitsu 

International

 (Europe) PLC

London,U.K.

千米ドル

16,000

千英ポンド

100

原油、石油製

品等の購入・

販売

100.0

当社に原油、石油製品を

販売している。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

　

　 出光中華有限公司 Hong Kong
千香港ドル

1,000

原油、石油製

品等の購入・

販売

100.0

当社から石油製品を仕入

れている。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

　

　
Idemitsu Lubricants

America Corporation

Indiana, 

U.S.A.

千米ドル

10,000

潤滑油の製造

・販売

100.0

(100.0)

当社から潤滑油を仕入れ

ている。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

３

　

Idemitsu Lube

 (Singapore) 

Pte.Ltd.

Singapore

千シンガ

ポールドル

2,400

潤滑油の製造

・販売

100.0

(100.0)

当社から潤滑油を仕入れ

ている。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

３

石油化学製品（11社） 　     　

　 出光ユニテック㈱ 東京都中央区 1,600
合成樹脂製品

の製造・販売
100.0

貸付金…11,905百万円

設備の賃貸借…有
　

　

Idemitsu SM

 (Malaysia) 

Sdn.Bhd.

Johor, 

Malaysia

千マレーシア

リンギット

135,700

スチレンモノ

マーの製造・

販売

70.0

当社に化成品を販売して

いる。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

　

　

Petrochemicals

 (Malaysia) 

Sdn.Bhd.

Johor, 

Malaysia

千マレーシア

リンギット

64,667

ポリスチレン

の製造・販売
70.0

貸付金…無

設備の賃貸借…無

 役員の兼任等…１名

　

石油開発（５社） 　      

　
出光オイルアンドガ

ス開発㈱
東京都港区 8,275

石油資源の調

査・探鉱・開

発

100.0

貸付金…無

設備の賃貸借…有

役員の兼任等…１名

　

　
出光スノーレ石油開

発㈱
東京都港区 15,120

石油資源の調

査・探鉱・開

発

50.5

(50.5)

貸付金…無

設備の賃貸借…無

２

３

　
出光クーロン石油開

発㈱
東京都港区 3,537

石油資源の調

査・探鉱・開

発

82.9

(60.0)

貸付金…無

設備の賃貸借…無
３

　

Idemitsu 

Petroleum

Norge AS

Oslo,Norway
千Ｎクローネ

727,900

石油資源の調

査・探鉱・開

発・販売

50.5

(50.5)

当社に原油を販売してい

る。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

２

３
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区分 名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容 注

その他（19社） 　     　

　

Idemitsu 

Australia

Resources Pty Ltd

Brisbane, 

Australia

千豪ドル

106,698

石炭の探鉱・

開発・販売
100.0

当社に石炭を販売してい

る。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

　

　
Idemitsu Canada 

Resources Ltd.

Alberta, 

Canada

千カナダドル

45,168

ウラン、その

他鉱山資源の

調査・探鉱・

開発

100.0
貸付金…無

設備の賃貸借…無
　

　 出光大分地熱㈱
東京都千代田

区
450

蒸気、熱水等

地熱エネル

ギー資源、そ

の他鉱物資源

の調査・探鉱

・開発・販売

100.0
貸付金…無

設備の賃貸借…無
　

　 アポロサービス㈱ 東京都港区 400

ＳＳ関連商品

に関する輸出

入・販売・代

理、リース業

100.0

当社に販売業務を委託す

るとともにリースを行っ

ている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　
出光エンジニアリン

グ㈱
千葉市美浜区 200

石油等に関す

る装置及び設

備の設計・管

理・建設・売

買

100.0

当社の設備、施設の設計

施工・施工管理・保全を

請負っている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　 出光保険サービス㈱ 東京都中央区 10

損害保険代理

店業務、生命

保険募集業務

100.0

当社が付保する損害保険

の代理店業務を行ってい

る。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　 城山エステート㈱ 東京都目黒区 80

不動産の売

買、賃貸借及

びそれらの仲

介・管理業務

の請負

100.0

当社から不動産を賃借す

るとともに管理業務を請

負っている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　（注）１．上記のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．特定子会社に該当しています。（２社）

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数となっています。

　

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

  9/144



(3) 持分法適用会社

区分 名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容 注

石油製品（３社） 　     　

　
アストモスエネル

ギー㈱

東京都千代田

区
10,000

ＬＰガス等の

輸入・販売
51.0

当社からＬＰガス等を仕

入れている。

貸付金…12,508百万円

設備の賃貸借…有

 役員の兼任等…１名

　

　
北海道石油共同備

蓄㈱
東京都新宿区 20,580

備蓄基地の運

営・管理
25.0

貸付金…無

設備の賃貸借…有
　

　

Apollo

 (Thailand) 

Co.,Ltd.

Chonburi, 

Thailand

千タイバーツ

80,000

潤滑油の製造

・販売

49.0

(16.0)

当社から潤滑油を仕入れ

ている。

貸付金…無

設備の賃貸借…無

２

石油化学製品（６社） 　     　

　
㈱プライムポリ

マー
東京都港区 20,000

ポリプロピレ

ン及びポリエ

チレンの製造

・販売

35.0

当社から原料を仕入れて

いる。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　 ＰＳジャパン㈱ 東京都文京区 5,000
ポリスチレン

の製造・販売
27.5

当社から化成品を仕入れ

ている。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　
台化出光石油化学

股?有限公司

中華民国台湾

省台北市

千新台湾ドル

1,200,000

ポリカーボ

ネートの販売
50.0

貸付金…無

設備の賃貸借…無

役員の兼任等…２名

　

その他（６社） 　     　

　 出光クレジット㈱ 東京都墨田区 1,950

クレジット

カード業務・

信用保証業務

50.0

当社から法人向給油カー

ドの発券管理業務を受託

している。

貸付金…無

設備の賃貸借…有

　

　（注）１．上記のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数となっています。

(4）その他の関係会社

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

石油製品
4,841

[3,100]

石油化学製品
1,749

[238]

石油開発
62

[8]

その他
851

[250]

合計
7,503

[3,596]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に外数で記載しています。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

 4,654[979]  　44歳３ヶ月 24年０ヶ月 9,160,579

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に外数で記載しています。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

　

(3) 労働組合の状況

　当社及び当社の国内連結子会社は、労働組合は結成されておらず、特記すべき事項はありません。

　ただし、出光タンカー㈱の海上勤務者は、全日本海員組合に属しており、組合員は82人です。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績概要

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の拡大、外需、設備投資の増加などにより景気は概ね堅調に推

移しましたが、夏場以降、米国のサブプライムローン問題に端を発する欧米の金融・資本市場の動揺を背景とし

た世界経済の減速感から、景気の先行き懸念が強まり始めました。

 原油価格は、ナイジェリアでの供給懸念、イランの核問題等の地政学リスクに加え、米国のサブプライムローン

問題を契機とした信用収縮や世界同時株安の影響で、投機資金が原油市場へ流入したことなどにより、当期は上

昇の一途を辿りました。ドバイ原油は期初の1.5倍まで高騰し、年度平均では、前年度を16.6ドル／バレル上回る

77.4ドル／バレルとなりました。

  また為替レートは、米国の経済指標が概ね好調で景気の底堅さを示したことから米国の利下げ観測が後退した

こと、また国内個人投資家の外貨建て資産への投資の流れが加速したこともあって、６月には平成14年以来の水

準となる124円／ドル台まで円安が進行しました。その後夏場から年度末にかけて、米国のサブプライムローン問

題による米景気後退懸念を背景としたリスク回避の流れから、ドル売り円買い戻しの動きが活発化し、平成７年

以来の水準となる95円／ドル台まで急激に円高が進行しました。年度平均では115.3円／ドルと、前年同期に比べ

2.7円／ドルの円高となりました。

　石油業界においては、急激な原油価格高騰や環境意識の高まりを背景として、石油製品の需要は前年同期比98％

程度となりました。産業分野では原油高の影響を受けて石油系燃料からの転換が進み、特に灯油とＡ重油の需要

が大きく減少しました。

  石油化学業界においては、原油価格の高騰により、石油化学原料であるナフサ価格が過去最高の水準で推移し

ました。石油化学製品の需要は、内需が軟調な一方で、アジア需要は堅調に推移しました。

【原油価格、ナフサ価格、為替レートの状況】 　

　 前連結会計年度 当連結会計年度 増減

 ドバイ原油  60.8ドル／バレル  77.4ドル／バレル  16.6ドル／バレル ＋27.3%

 ナフサ価格 591ドル／トン 748ドル／トン 157ドル／トン ＋26.5%

 為替レート  118.0円／ドル 115.3円／ドル △2.7円／ドル   △2.3% 

　

　当社グループの業績は原油・ナフサ価格の上昇などにより、連結売上高は前年同期比13.8％増の３兆8,643億円

となりました。連結営業利益は前年同期比45.6％減の559億円、連結経常利益は前年同期比43.6％減の607億円、連

結当期純利益は豪州エンシャム石炭鉱山の災害復旧費用127億円を特別損失に引当計上したこと等により、前年

同期比88.4％減の48億円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。

①石油製品部門

　当連結会計年度の石油製品部門では、原油価格が高騰する中、コスト上昇分を販売価格へ反映するべく努めまし

たが、産業用燃料を始め十分に反映できませんでした。また、一方で精製用燃料費が大幅に上昇するなどの影響を

受けました。

　販売面では、石油製品販売合計で前年同期比99.6％の30,047千KLと販売量はほぼ前年並みとなりました。ＳＳリ

テールにおいては、「出光カードまいどプラス」の発券を継続強化した結果、当年度はクレジットカード全体で

25万件の増加となり会員数は263万件に達しました。また、セルフＳＳ強化に注力した結果、揮発油は前年度対比

101.0％の販売となりました。産業用燃料販売においては、特にＡ重油の需要が大幅に減少しました。また、国内外

のマーケット状況を見ながら、軽油を中心とした輸出を積極的に実施しました。

　供給面では、ベネズエラ産の高品質原油であるサンタバーバラ原油を当社として初めて調達しました。当社は、

引き続き中東産油国との関係強化に努める一方、地政学的リスクを考慮し、購入先の多様化も図っていきます。

　安全面では、製油所・工場にて、安全対策の強化に注力しています。想定される地震動の大きさや油種の危険性

を考慮し、対象タンクの安全性を確保するため、ダブルデッキ化（二重構造屋根）を推進しています。

　環境面では、㈱トーマツ審査評価機構の環境格付において、当社はＡＡを取得しました。

　わが国が京都議定書で世界に対して公約した温室効果ガスの削減目標に向けて、政府の設定した目標に石油業

界として協力するために、バイオガソリン（植物生まれのバイオエタノールと石油系ガスのひとつであるイソブ

テンを合成した「バイオＥＴＢＥ」という物質を配合したレギュラーガソリン）の販売を平成19年４月から首

都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）50ＳＳ（内、当社分７ＳＳ）において開始しました。

　潤滑油事業では、国内外合計の販売数量は、需要が拡大するアジアを中心にグローバル展開を進めた結果、ライ

センス先の販売を含め100万KL達成となりました。国内販売では、潤滑油需要が減退する中、省資源、省エネル

ギー、環境対応型潤滑油の開発・販売を積極的に推進し、前年を上回る販売となりました。平成19年４月にゼプロ
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ＡＴＦ－ＥＣＯを発売し、また10月に排ガス規制対応型のディーゼル・エンジンオイルを発売しました。海外で

は、中国の拡大する自動車市場に対応するため、平成20年７月までに出光潤滑油（中国）有限公司の生産能力を

現状の２倍の年産5.6万KLに増強することを決定しました。

　当連結会計年度における石油製品部門の売上高は、前年同期比13.8％増の２兆8,862億円となり、営業損益は前年

同期比256億円減の78億円の営業損失となりました。

②石油化学製品部門

　石油化学製品部門では、原油価格高騰によりナフサの市況が過去最高を更新し、原料コストの上昇が各製品の

マージンを圧縮しました。

　基礎化学品事業では、オレフィンの需要はほぼ前年並みで、前年度対比99.7%の販売数量となりました。スチレン

モノマーは、上期は中国を中心に需要が堅調に推移しましたが、下期は年末から中国需要の鈍化と米国品の流入

などにより、需給環境は軟化しました。パラキシレンについても、上期は誘導品の底堅い需要を背景に市況は高水

準を保ちましたが、下期はＰＴＡ（高純度テレフタル酸）の生産設備余剰などの影響で需給は軟化しました。

　機能化学品事業では、前年度に引続きフル生産を継続しました。前年が定期補修であったため生産が増加し、販

売数量は前年度対比104.7％となりました。また、ＡｒＦ（アルゴンフッ素）フォトレジストの原料であるアダマ

ンタン製造装置（年産３百トン）が平成19年９月末に徳山工場にて完工しました。製造法として、当社が独自に

開発した新規触媒を用いる環境負荷の少ないプロセスを世界で初めて導入しました。原料アダマンタンの供給体

制が確立したことにより、当社は原料から誘導体までの一貫体制を確立し、今後の需要増に向け体制が整いまし

た。

　機能性樹脂事業では、ポリカーボネート樹脂はアジア需要が堅調に推移し、高付加価値分野の液晶ディスプレイ

向けなど電子分野を中心に販売は増加しましたが、中国・韓国を中心とした設備増強による需給緩和、原料高騰

により、原料と製品の利益幅が縮小しました。シンジオタクチックポリスチレン（ＳＰＳ）樹脂は自動車コネク

ター向けを中心に、販売が好調に推移しました。

　当連結会計年度における石油化学製品事業の売上高は前年同期比13.9％増の7,091億円となり、営業利益は前年

同期比57.8％減の187億円となりました。

③石油開発部門

　石油開発部門では、平成18年10月に生産を開始したフラム・イースト油田が寄与し、原油生産量が前年度対比

121万バレル増の1,138万バレルとなったことに加え、原油価格の高止まりが収益に貢献しました。

　５月に当社子会社である英国現地法人、Idemitsu E&P UK Ltd.は英領シェトランド諸島西方沖合４鉱区の一部権

益を取得しました。６月にノルウェー現地法人、Idemitsu Petroleum Norge ASは15％の権益を保有するフラム鉱区

（PL090「H-North」構造）で試掘をした結果、原油の集積を確認しました。同じく６月に、15％の権益を保有する

フラム鉱区内のベガサウス（Vega South）ガス田の開発計画についてノルウェー政府の承認を取得し、また、ノル

ウェー領北部北海の探鉱鉱区（PL293）の権益15％を取得しました。平成20年１月にはフラム鉱区（PL090

「C-East」構造）でも、原油の集積を確認しました。12月に当社子会社である出光クーロン石油開発㈱は、15％の

権益を保有するベトナム南部沖合09－3鉱区について、生産開始に向けた開発を開始しました。

　当連結会計年度における石油開発部門は原油価格の上昇等により売上高は前年同期比21.3％増の1,058億円、営

業利益は前年同期比17.4％増の433億円となりました。

④その他部門

　石炭事業では、平成18年11月から生産開始したボガブライ鉱山・タラウォンガ鉱山が寄与し、オーストラリア自

社炭の生産数量は994万トンと前年度対比で184万トンの増産となりました。輸出価格が上昇する一方で、豪ドル

高が進み、営業利益はマイナスの影響を受けました。なお、石炭出荷港での滞船によるコスト負担増は継続してい

ますが、足元の状況は好転し始めています。また、本年１月中旬にエンシャム鉱山が集中豪雨による洪水の被害を

受け、操業を停止しました。現在、一部で出荷を再開し足元の出荷量は被災前の４割程度となっています。引き続

き全面操業再開に向けて復旧活動に取り組みます。

　電子材料事業については、有機ＥＬ分野において携帯メインディスプレイや小型テレビの発売開始等、需要が立

ち上がりつつあります。開発では、オール蛍光素子での白色材料開発で、世界最高性能を達成しました。次世代を

見据えた燐光型発光材料開発においては、米国のユニバーサルディスプレイコーポレーション（

Universal Display Corporation）との共同開発を強化しました。また、供給体制の整備として、有機ＥＬディスプレイ

市場の拡大に備え、有機ＥＬ材料の自社生産工場として御前崎製造所（静岡県御前崎市・年産２トン）を平成19

年４月に完工し生産を開始しました。

　当連結会計年度におけるその他部門の売上高は、石炭生産の増加等により前年同期比9.6％増の1,631億円とな

り、営業利益は前年同期比54.6％減の18億円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,137億円となり、前連結会計年度末に比

べ、89億円減少しました。その主な要因は以下のとおりです。　

  　営業活動におけるキャッシュ・フローは、599億円の収入（前年同期比264億円減）となりました。これは、税金

等調整前当期純利益や現金等の支出を伴わない減価償却費などの資金増加要因が、たな卸資産の増加や前連結
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会計年度末が休日だったことによる未払税金の減少などの資金減少要因を上回ったことによります。

  投資活動におけるキャッシュ・フローは、784億円の支出（前年同期比154億円減）となりました。これは、主

に設備投資による有形固定資産の取得に係る支出が増加したことによります。

　　財務活動におけるキャッシュ・フローは、90億円の収入（前年同期比462億円増）となりました。これは、原油価

格高騰により、運転資金が増加したことなどによります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

石油製品 2,098,659 122.3

石油化学製品 700,478 125.4

石油開発 96,337 121.9

その他 68,496 117.5

　（注）１．上記の金額は、製造会社は製品生産額、石油開発部門、その他部門は販売金額によって記載をしています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2) 受注状況

　当連結会計年度の受注状況は、次のとおりです。

事業の種類別セグメント
の名称

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

その他 13,424 113.6 4,201 158.9

(3) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

石油製品 2,886,212 113.8

石油化学製品 709,132 113.9

石油開発 105,801 121.3

その他 163,116 109.6

合計 3,864,263 113.8

　（注）１．「主な相手先別の販売実績」に該当する販売相手先はないため、記載を省略しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３．各部門の販売実績は、外部顧客への売上高を記載しています。
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３【対処すべき課題】

 

(1) 経営環境

　わが国経済は、米国を中心とした世界経済の減速に加え、エネルギー・原材料価格の高騰等から企業の収益環境

が悪化し、平成20年度の前半は、低調に推移すると見込まれます。米国景気は年後半には復調すると予想されてお

り、景気に持ち直し感が出始めるのは年度後半以降になると考えられます。原油価格は、米国・アジアを中心に世

界需要が堅調に推移することが見込まれることに加え、ナイジェリアでの供給懸念、イランの核問題等の地政学

リスクの懸念等から、当面は変わらず高水準を維持すると思われます。

　国内の石油製品需要は、環境意識の高まりによる省エネ・効率化の進展や他エネルギーへの転換の影響などか

ら減少傾向となっています。環境規制の強化や石油代替エネルギーの更なる台頭などの影響が加わり、今後もこ

の傾向が続くことが考えられます。

　石油化学製品については、アジアでの堅調な需要は継続すると思われますが、中東・中国の大型プラントの新増

設が進行中であり、今後需給緩和による市況軟化の可能性があります。

　また、石油などの資源価格の高騰は、資材等の価格上昇を招き、資源開発や環境・安全への投資コスト負担を増

加させる要因となっています。

(2) 対処すべき課題

　当社グループは、平成17年５月に「安定的かつ持続的成長を通して、社会に貢献する企業」をめざして、平成17

～20年度を対象とする第２次連結中期経営計画を策定しました。

　後半２年に相当する平成19～20年度におきましては、平成19年５月に計画策定後の環境変化を織り込み、前提条

件及び収益計画を見直しました。

　事業戦略策定に当たり、当社グループは事業を３つの戦略区分に分けており、セグメント別の内容は以下のとお

りです。

　 　 事業の種類別セグメント

 　  石油製品  石油化学製品  石油開発  その他

戦略区

分別

 基盤事業

・燃料油

・ＬＰガス

・外航海運

・基礎化学品  －

・保険販売

・ＳＳ関連商品

・クレジットカード

 高付加価値事業 ・潤滑油

・機能化学品

・機能性樹脂

・樹脂加工製品

－

・電子材料

・アグリバイオ

・エンジニアリング

 資源事業  －  － ・石油開発

・石炭

・ウラン

・地熱

　

　平成20年３月期は、原油価格及び石油化学原料であるナフサ価格の急騰が更に進み、販売価格への反映に努めま

したが、当社はたな卸評価に後入先出法を採用していることもあり、各製品マージンが縮小すると同時に、精製用

燃料費等のコスト負担が増加し、大幅な減益となりました。　

　平成21年３月期の連結営業利益は、原油や原料ナフサ価格は高値圏で推移することを前提とし、石油及び石油化

学製品のマージンの回復と、資源事業の収益貢献により、960億円（持分法投資損益を含め1,020億円）を見込みま

す。

　また、これまで有利子負債の削減・資本増強により財務体質の改善を進めてきましたが、原油価格高騰による運

転資金の増加や冠水被害を受けたエンシャム石炭鉱山の復旧費等の影響を受け、平成21年３月期の自己資本比率

は21.0％、ネットＤ／Ｅレシオで1.6倍に止まる見込みです。

　なお、上記の見込は策定時点で入手可能な情報に基づくもので、実際の業績は今後の様々な要因によって、目標

と異なる場合があります。

①基盤事業の競争力強化と需要構造変化への更なる対応

　原油価格高騰の影響により、燃料油や石油化学事業では大幅なコストアップとなるため、販売価格への反映に取

り組んでいます。一方で、今後燃料油需要の減少を更に加速させることが予想され、更に徹底的な合理化・効率化

を追求して収益の確保に努めていくと同時に、需要構造の変化に対応できる体制整備を進めます。

　供給部門では、千葉及び徳山の生産拠点において、コンビナートの中核となり、周辺企業と協働して競争力強化

に取り組んでいますが、更に中京地区においても、㈱ジャパンエナジーと製油所間の連携強化に向けた取り組み

を開始しました。また、国内石油製品の需要減少に対し、石油製品の輸出能力増強を行い、国内外の需要動向に柔
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軟に対応できる供給体制を拡充します。また、東京工業品取引所（ＴＯＣＯＭ）への参加を決めましたが、市場原

理に基づいた透明で公正な石油製品の価格指標の形成に向け、積極的に取り組んでいきます。

　ＳＳリテール部門では、創業以来の「消費者本位」の方針のもとで簡素な流通構造による地域密着型の販売

ネットワークを構築しています。今後もセルフＳＳ化を推進し、販売ネットワークの効率化・収益力の強化を進

めていきます。クレジットカードの会員数は当期末で263万件に達しており、今後もお客さまの利便性、ＳＳの利

用頻度と収益性などの向上を図るため、積極的な発券活動を実施します。また、平成20年３月に全国で石油製品販

売を手掛ける住商石油㈱の全株式を住友商事㈱から譲り受けることを決定し、平成20年６月末から当社子会社と

します。同社が有するサービスステーション網及び産業用燃料の営業体制・販売網を活用し、国内流通網の一層

の強化を図っていきます。上記の施策の推進により、当社ブランドＳＳでの販売を強化して国内燃料油のブラン

ドシェア拡大を図っていきます。

　海外での事業展開としては、中東産油国やエネルギー需要が拡大しているアジアなどで、これまでの石油・石油

化学事業で培ってきた保有技術やノウハウを活かせる分野において新たな事業展開を進めていきます。その一つ

として、急速に経済成長しているベトナムに、クウェート国際石油・ペトロベトナム・三井化学㈱と共同で「ベ

トナム　ニソン製油所・石油化学コンプレックス」の建設に向けて合弁会社を設立し、詳細検討に入ることを決

定しました。

②高付加価値事業における差別化商品群の育成、強化　

  当社グループでは、これまで石油精製及び石油化学などで培ってきた技術を更に発展・組み合わせ、お客さま

のニーズに対応した、付加価値の高い独自性のある製品とソリューションを提供していきます。今後も需要の拡

大が見込める分野に積極的に経営資源を投入し、差別化商品群を育成、強化して、高付加価値事業を、基盤事業、資

源事業と並ぶ当社グループ事業の柱の一つとすべく、事業を展開していきます。

　潤滑油事業では、当社の独自技術を活かした省資源・省エネルギー・環境対応型潤滑油の開発・販売を更に強

化します。また、国内と同一品質の高機能潤滑油のグローバルな供給体制を強化し、今後需要の拡大する中国・イ

ンドを始めとした新興市場での事業の拡大を推進しています。中国では拡大する自動車市場に対応するため、平

成20年７月までに出光潤滑油（中国）有限公司の生産能力を現状の２倍の年産5.6万KLに増強することを決定し

ました。

　機能性樹脂事業では、台湾のFormosa Chemicals & Fibre Corporationとポリカーボネート樹脂の合弁事業を台湾に

おいて行っていますが、需要増加の見込まれる光ディスク向けに同社の生産能力を年産10万トン増強し、平成20

年に年産20万トン体制を構築しました。また、当社が開発したシンジオタクチックポリスチレン（ＳＰＳ）樹脂

では、平成18年10月に千葉工場において自社製造装置（年産５千トン）を再稼働させましたが、更に好調な需要

に対応するため、能力増強を検討しています。

　機能化学品事業では、ＡｒＦ（アルゴンフッ素）フォトレジストの原料であるアダマンタン及び誘導体は、高機

能・高容量半導体製造向けに需要が拡大しています。これに対応し、徳山工場内においてアダマンタンの製造装

置が平成19年９月末に完工しました。この装置では当社が独自に開発し特許を保有する、廃棄物による環境負荷

が低く省力化に優れた製造プロセスを採用しています。これにより、アダマンタン事業については原料から誘導

品までの総合事業化を図っていきます。

　電子材料事業では、次世代の表示材料として需要の拡大が見込まれる有機ＥＬにおいて当社は商業化に必要な

デバイス特許を多数保有しており、発光材料の主要メーカーとなっています。現在、ソニー㈱を始め三井化学㈱、

米国のユニバーサルディスプレイコーポレーション（Universal Display Corporation）とそれぞれ、高性能材料開発

に向けて共同開発を推進しています。平成19年は携帯メインディスプレイや小型テレビの発売開始等、需要が立

ち上がる中、それぞれに当社材料が採用されました。今後、中・大型テレビ向けディスプレイを始め、照明向けな

どの新規分野も含め、高性能材料の開発を強化します。透明電極材料（IZOfi）においては、国内外の大手ターゲッ

トメーカーにIZOfi関連特許をライセンス供与することで、変化の激しいフラットパネルディスプレイ市場での

IZOfiの更なる普及を図ります。
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③資源事業の埋蔵量・生産量の拡大

　世界規模のエネルギー獲得競争が強まる中、当社は石油とともに、石炭、ウランなどの資源開発を進め、エネル

ギー安定供給をめざすとともに、収益基盤の強化を図ります。資源価格や開発コストが高騰する中でリスクと採

算性のバランスをとりつつ、中長期的視点での埋蔵量の確保と生産量の拡大に努めていきます。

　石油開発では、今後もノルウェー、英国、ベトナムを中心に新規探鉱鉱区の獲得活動を積極的に継続して石油及

びガスの埋蔵量の確保に努めます。また、採掘コストが上昇していますが、コスト削減の取り組みを強化し、既存

事業を効率的に運営することで収益向上に努めます。

　石炭事業では、オーストラリアの４鉱山では年産1,000万トン規模となりましたが、今後未開発エリアの開発を進

め、生産の拡大と効率化を推進していきます。

　平成20年１月中旬に集中豪雨により洪水の被害を受けていたエンシャム石炭鉱山は、冠水被害を受けていない

４箇所の採掘エリアの生産量を順次引き上げるとともに、冠水した採掘エリアの排水、砂泥除去、大型重機の補修

及び堤防などインフラ関係の補修・増強工事を進めます。これにより、平成21年第１四半期（平成21年１～３

月）の全面復旧をめざします。

　ウラン事業では、カナダのシガーレーク鉱山（当社が7.875％の権益を保有）において生産開始に向けた準備を

進めていましたが、平成18年度に出水事故が発生したため、現在復旧対応に取り組んでいます。

  ④環境分野への長期的な取り組み強化

　環境問題に対する社会的な要請の高まりを踏まえて、当社グループでは今後とも環境負荷の低い再生可能エネ

ルギーの供給に向けた技術開発と事業開発を推進します。特にバイオ燃料、風力発電を始めとしたグリーンエネ

ルギー発電、地熱事業に取り組むとともに、燃料電池の実用化や長期的には水素エネルギーの活用に向けて、事業

化を検討します。

　また、アグリバイオ部門では微生物の製造及び活用に関する技術をもとに、これまで農業資材や畜産資材分野で

の事業展開を行ってきました。今後、食の安全・安心のニーズは一層高まることが予想され、将来的には循環型農

業や緑化等のアグリビジネスの事業化を進めます。

  ⑤研究開発部門の強化・拡充

　基盤事業を将来にわたって成長させるとともに、技術立脚型の新たな高付加価値事業創出に向け、長年にわたり

培ってきた独自技術を更に高度化、融合させることにより、環境にも貢献する魅力ある新製品、新技術の開発を進

めます。また、長期的な視点から新たな事業を継続的に創出することを目的に、機能材料、エネルギー貯蔵・変換

材料、環境・バイオを重点分野とした研究開発を推進していきます。更に、研究の初期段階から特許網の構築を図

るなど、事業・研究が一体となった知的財産戦略を強化し、技術優位性を築くことをめざします。また、重点分野

において人材の増強・育成を進め、一層充実した研究開発体制を構築します。なお、平成20年４月１日に「先進技

術研究所」と「機能材料研究所」を設置しました。「先進技術研究所」は、電子材料を始めとした機能材料、合成

潤滑油、環境・バイオ、燃料電池といった高付加価値事業を中心に基礎研究を担当し、「機能材料研究所」は、機

能化学品、機能性樹脂といった分野の研究開発を担当します。これにより、研究所における研究開発の権限と責任

を明確にし、研究開発の効率的推進と生産性の向上を図り、成果を早期に創出します。

⑥ＣＳＲの取り組み

　「人間尊重」の経営理念に則り、人材の育成及びステークホルダーとの誠実な対話を引き続き推進することで、

事業を通じた社会への貢献度をより高めていきます。また、地球温暖化防止に向け、省エネルギーの推進や効率的

なエネルギーの利用促進など、環境保全活動にも積極的に取り組んでいきます。これらを通じ、持続可能な社会の

実現に貢献するとともに、社会からの信頼と期待を高め企業価値を向上させていきます。

  平成20年度は第２次連結中期経営計画の最終年度にあたります。以上述べました経営戦略に基づく諸施策を実

行し、計画の達成に向け取り組んでいきます。

　これまで第１次、第２次の中期経営計画で事業構造改革を進めてきましたが、資源価格の大幅な高騰により事業

環境が様変わりしました。また、世界的な人口増加と新興国の経済成長を背景に、食糧を含めた資源と環境の確保

が地球規模で課題となりつつあります。このような環境認識のもと、現在第３次中期経営計画を検討しています。

環境への貢献を基本に置きながら、「石油・石炭等、既存エネルギーの確保と新エネルギー分野の事業化」、「潤

滑油、石油化学製品、電子材料等の高機能製品・材料事業の強化拡充」、「バイオ技術開発とアグリビジネスへの

事業領域の拡大」の３点を長期のビジョンとして重点施策を推進し、各事業領域のポテンシャルを最大限に引き

出し、長期的な成長をめざします。

(3) 会社法施行規則第127条に定める基本方針

　当社は、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上のため、安定的かつ持続的成長の実現に努めて

います。

　したがって、当社株式を大量に取得しようとする者の出現等により、当社グループの企業価値・株主共同の利益

が毀損されるおそれがある場合には、法令・定款で許容される範囲内において適切な措置を講じることを基本方

針とします。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する部分は、当社が有価証券報告書提出日現在におい

て判断したものです。

（セグメント上のリスク）

石油製品部門

(1) 原油価格の変動について

当社グループは、石油製品の生産に必要な原油の殆どを輸入していますが、原油価格は過去においても大きく

変動しており、アジアにおける原油需要の増加、中東やアフリカの産油国の政情不安、南米産油国における資源の

国有化の動き、米国を始め石油消費国における環境規制・税制の動向、投機的な石油取引等により、今後も変動す

ることが懸念されます。

　また当社グループは、原油輸入を全て米ドル建てで行っているため、原油の調達コストは円の米ドルに対する為

替相場の影響を受けます。

　当社グループは、調達する原油価格の変動を石油製品価格に連動させることによりマージンを確保することに

努めていますが、国内石油市場の激しい競争等により原油価格の変動を速やかに石油製品価格に転嫁できない場

合、当社グループの財政状態及び経営成績は重大な影響を受ける可能性があります。

　なお当社グループは、たな卸資産を後入先出法により評価しているため、同業他社の多くが採用している総平均

法による評価に比べると、原油価格の変動がより早く売上原価に反映されます。このため原油価格が上昇する局

面では、後入先出法による売上原価の押し上げ影響により損益の悪化要因となります。一方、原油価格が下落する

局面では、売上原価の押し下げ影響により損益の改善要因となります。 

 (2) 市場の競争について

当社グループの石油製品事業は、複数の石油会社と競合しており、これらの中には当社グループよりも事業規

模や市場シェアの大きい会社があります。また日本の石油市場は精製設備やＳＳ数の過剰により激しい競争状態

にあります。当社グループがこのような競争下において効率的な事業運営ができない場合、当社グループの財政

状態及び経営成績は重大な影響を受ける可能性があります。

(3) 原油輸入先について

当社グループは、原油輸入のほぼ全量を中東地域に依存していますが、原油の安定調達を目的として主要な中

東産油国と長期の原油輸入契約を締結し、同地域内におけるリスクの分散を図っています。しかしながら、これら

の地域における政情不安、原油の生産調整、石油関連施設の事故等により、長期にわたって原油の輸入に制約が生

じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績は重大な影響を受ける可能性があります。

 (4) 石油製品の需要について

日本の石油市場は成熟しており、石油製品需要は徐々に減少すると見込まれています。更に、原油価格の高騰

や、京都議定書に基づく地球温暖化に関する政府の対策等が、将来の石油製品の需要動向に影響を与える可能性

があります。これらの要因により石油製品需要が減少した場合、当社グループの財政状態及び経営成績は影響を

受ける可能性があります。

石油化学製品部門

(1) 原料コストの変動について

当社グループは、石油化学製品の原料であるナフサを自社製油所で生産するとともに市場から調達していま

す。ナフサ価格は、原油価格や、中国等において計画されている石油化学設備の新設による需要増加の影響を受け

ることがあります。ナフサ価格の変動を市場における激しい競争等の要因により石油化学製品の価格に適切に転

嫁できない場合、当社グループの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。

(2) 需要の変動について

日本を含むアジアの石油化学市場は激しい競争状況にあり、需要の変動や供給の増加の影響を受けます。当社

グループが石油化学事業を行うに際しては、日本やアジアの市場において、より事業規模が大きく経営基盤の確

立した、あるいはより競争力を有する企業との競合にさらされます。また、最近において中国を始めとするアジア

の国々における石油化学製品の需要は増加してきましたが、これらの国々における経済の低迷や他の要因により

今後の需要は減少する可能性もあります。このような市場における競争の激化や需要の低迷により、当社グルー

プの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。

石油開発部門
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(1) 資源確保について

当社グループは、商業生産につながる資源の権益の取得、発見に努めています。しかし、当社グループによる権

益の取得や探鉱が成功しない場合や確認済みの資源を予定どおり効率的に開発することができない場合、将来の

原油生産は減少することになります。更に、当社グループが保有する確認済みの資源はノルウェーに集中してお

り、探鉱活動についてはノルウェー、英国、ベトナムの３地域で行っています。これらの地域における政治経済情

勢等により当社グループの探鉱開発が中断され、確認済みの資源の開発や追加的な資源の発見ができない場合、

当社グループの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。

(2) 原油価格について

石油開発事業の近年の営業利益は、主に高い原油価格に支えられていますが、原油価格は過去においても変動

しており、政治経済情勢あるいはその他の要因により将来的に原油価格が下落した場合、当社グループの財政状

態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。

その他部門

(1) 石炭事業について

当社グループはオーストラリアの自社鉱山で石炭を生産し、主に日本及びその他のアジア市場で販売してお

り、これら地域における今後の石炭需要の伸びに対応して、生産能力を拡大しています。しかしながら、他のエネ

ルギーへの需要の移動、環境及びその他の規制等により、需要が伸びない可能性があります。また、需要が増加し

た場合でも当社グループよりも事業規模が大きく、経営基盤が確立している他の企業との競争にさらされる可能

性もあります。更に、当社グループの石炭鉱山は気候の変動、事故やその他の不確定要因の影響を受けるかもしれ

ません。石炭需要の期待された伸びが実現しない場合や他の企業との競争等により、当社グループの財政状態及

び経営成績は影響を受ける可能性があります。

(2) 電子材料、アグリバイオ事業について 

当社グループは将来の成長に向けて、電子材料分野やアグリバイオ分野において、付加価値の高い製品の開発

を行っています。しかしながら、これらの製品の開発や生産あるいは市場の開拓で成果を挙げられるとは限りま

せん。もし、当社グループが採算のとれる規模でこれらの製品の販売ができない場合、当社グループは開発コスト

を回収し、利益を確保することができない可能性があります。

（その他のリスク）

(1) 投資について

当社グループは事業資産の規模が大きく、既存の製油所・工場や販売設備等の維持更新、油田の権益取得や探

鉱開発等の事業活動に多額の投資を必要とします。当社グループは当連結会計年度には、815億円の投資を行いま

した。今後も石油、石油化学を始めとする既存事業の競争力強化や石油開発や石炭事業の収益確保、新規事業育成

のための投資を継続する予定ですが、投資に必要なキャッシュ・フローを生み出すことができない場合や外部調

達ができない場合、予定した投資ができず期待された収益機会を失う可能性があります。更に経済情勢や市場環

境の変化等によりこれらの投資が計画どおりの収益をあげられない可能性もあります。このような場合、当社グ

ループの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。

(2) 有利子負債について

当社グループは、これまで有利子負債の削減を図ってきましたが、依然として多額の負債を負っています。当連

結会計年度末における有利子負債残高は8,583億円で、当連結会計年度の支払利息は160億円です。

　当社グループは、今後も有利子負債の削減に取り組んでいきますが、事業の継続、拡大に向けた投資を行うため

追加的な資金調達が必要となるかもしれません。しかしながら、金融情勢の変化等により、資金調達に制約が生じ

た場合や金利上昇により金利負担が増加する場合、当社グループの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性

があります。

(3) 事業提携について

当社グループは競争力強化の一環として、他社との事業提携を進めてきました。このような提携は当社の事業

遂行において重要な役割を果たしています。しかしながら、戦略的な提携においては当社グループが出資先の経

営、事業、資産に対して、十分なコントロールができない可能性があります。また、提携先企業の事情等によっても

影響を受ける可能性があります。このような場合、当社グループの事業、財政状態及び経営成績は重大な影響を受

ける可能性があります。
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(4) 事故、災害について

当社グループの事業は、自然災害や事故、これらに起因する操業停止等のリスクを有しています。自然災害には

地震、津波、台風に加えて、日本という地震の多い地域に立地する製油所・工場における火災や爆発のリスクを含

みます。当社グループの設備は人的、機械的なエラーによる事故の影響を受けることもあります。当社グループが

保有する大型タンカーを含む原油や石油製品の輸送は、海賊や悪天候による転覆、衝突等の危険にさらされてい

ます。また、当社グループは労働紛争によるリスクにもさらされます。このようなリスクの発生により当社グルー

プの事業は、長期間にわたって中断される可能性があります。

　当社グループは事故や災害で想定される損失に対し、損害保険等を付保していますがこのような保険が損失を

填補するために必ずしも十分ではない可能性があります。

(5) 環境に関する規制について

当社グループの事業は、当社グループが事業を行い、あるいは権益を有する日本やその他の国における広範な

環境保全やその他の法的規制の下にあります。例えば、当社グループは、製油所や工場からの汚染物質の排出、廃

棄物の処理等について規制を受け、基準を超える環境汚染発生に伴う罰則を受ける可能性もあります。また、日本

や他の国の当局が新たな規制を行ったり、あるいは現在や将来の環境規制を遵守することにより多額の支出を伴

う可能性があります。特に京都議定書やその他の地球温暖化に関する提言に基づき、日本や他の国が温室効果ガ

スの排出の制限や新たな炭素課税を導入することにより、当社グループは多額の費用負担や投資が必要となる可

能性があります。このような環境やその他の規制の遵守に伴う債務や義務の負担により、当社グループの財政状

態及び経営成績は重大な影響を受ける可能性があります。

(6) 知的財産権について

当社グループは、事業の遂行のために知的財産権やライセンスを活用しており、特に石油精製技術や潤滑油、機

能性樹脂、機能化学品、電子材料、アグリバイオ等の付加価値の高い製品分野において特許や企業秘密の位置づけ

は重要です。また、当社グループはブランドを商標登録しています。しかしながら、当社グループが保有する特許、

企業秘密、商標が当社の知的財産権を保護するために十分であるとは限りません。

　また、当社グループの企業秘密が従業員、取引先、その他の関係者によって不適切に取り扱われる可能性があり

ます。

　当社グループが、第三者から供与されている技術ライセンスが更新されない可能性や、第三者から知的財産権の

侵害についてクレームを受けて、その技術を利用できなくなる可能性があります。

　当社グループが事業遂行に必要な知的財産権を保護できない、あるいは全面的に活用できない場合、当社グルー

プの事業や経営成績は影響を受ける可能性があります。

(7) 為替相場の変動について

当社グループは、多額の外貨建取引を行い、また外貨建の資産及び負債を有しています。このため、為替相場の

変動は外貨建取引の収益や財務諸表の円貨換算額に影響を与えます。

　また、為替相場の変動は、海外の連結子会社及び持分法適用会社の収益や財務諸表を円貨換算する場合にも影響

を与えることになります。

(8) 資産価格の下落について

当社グループは、当期に固定資産の減損損失20億円を計上しました。今後も当社グループが保有する資産の価

値が経済情勢等の変化により下落した場合には評価損が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績は影響を

受ける可能性があります。

(9) 個人情報の管理について

当社グループは、石油製品販売やクレジットカード事業等に関して顧客の個人情報や資産データを直接、間接

に取り扱っています。当社グループは、これらの情報の管理不徹底やそれによってもたらされる問題への対処の

ために、多額の費用を負担する可能性があります。更に、顧客の個人情報が不適切に取り扱われ、あるいは管理上

の問題が発生した場合、当社グループがその情報を直接管理していたかどうかにかかわらず、当社グループへの

信頼の低下、クレーム、訴訟等につながり、当社の事業、経営成績は影響を受ける可能性があります。

　　(10)株主との取引について

当社は、日章興産㈱、(財)出光文化福祉財団と不動産賃貸借取引を行っており、取引条件は、近隣の相場をもとに

決定しています。また、(財)出光美術館に寄付を行っていますが、寄付金は当該財団法人の運営費及び当社の事業

規模、宣伝効果などを勘案して決定しています。
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　　(11)たな卸資産の評価に関する会計基準変更の可能性について

当社グループでは、たな卸資産の評価方法として主として後入先出法を採用しています。現在企業会計基準委

員会において、たな卸資産評価基準の変更が検討されており、その公開草案によれば、国際的な会計基準のコン

バージェンスを主な理由として、後入先出法を廃止するとされています。当社グループとしては、原油価格等が高

騰している現在のような環境下、石油製品・石油化学製品事業において後入先出法の有用性は一層高まっている

と考え、後入先出法の存続を強く主張しています。

　しかしながら、今後公開草案どおり後入先出法が廃止され、またその時点の原油価格が現状の水準より大きく低

下していない場合は、たな卸資産の評価方法を変更することにより、短期間に多額の特別利益が発生し、当社グ

ループの財政状態が影響を受ける可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

  当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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６【研究開発活動】

当社グループは、石油製品、石油化学製品、さらには新規事業創出のための研究開発に取り組んでいます。現在、図

に示した研究開発体制の下、それぞれの部署が密接な連携のもとに研究開発活動を推進しています。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は前年同期比16億円増加の155億円です。

 （当社グループの研究開発体制）

　

 

(1) 石油製品部門

石油製品部門では、環境に配慮した石油製品、潤滑油製品、及び燃料電池の開発を推進しています。当部門に係る

研究開発費は46億円です。
①燃料油事業では、原油価格の高騰による国内需要構造の変化や、地球環境問題の深刻化などの大きな環境変化が
進行する中、触媒技術を駆使した重質油処理技術の高度化、製品の高付加価値化、プロセス技術を活かした燃料油
事業競争力の強化、製油所・工場の高効率化及び省エネルギーなどに向けた研究開発を精力的に推進していま
す。当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・重質油を効率的に分解してガソリンを製造しながら、かつ硫黄も取り除くことのできる触媒について実用化を

検討中です。

・重質油から高品質のガソリン及び灯油・軽油を増産する複数の触媒の開発を開始しました。

・製油所のゼロエミッション化をめざして、再生利用しやすい「重油直接脱硫触媒」を開発し、当連結会計年度

は商業装置での再生を実現しました。

②潤滑油事業では、環境対応として潤滑油による省エネルギー・地球温暖化対策及び海外市場への世界同一品質の

供給を推進しています。

当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・自動車の排出ガス規制に寄与する、エンジン油用新規添加剤の実用化に目処をつけました。

・自動車の燃費向上や厳しい排ガス規制に対応するために、ガソリンエンジンオイル、ディーゼルエンジンオイ

ル、ＡＴＦ（オートマチック変速機用オイル）、ＣＶＴ（無段変速機用）油、ギヤ油の開発を推進し、「出光ゼ

プロエコオイル」シリーズを完成させました。

・タイヤ用に配合するプロセス油として、平成22年ＥＵ二次規制をクリアーする環境対応アロマ油の開発を推進

しました。

・ＣＯ２排出量削減に貢献する各種省エネタイプ産業用機械油の開発を推進し、商品化しました。

・合成油ベースの付加価値の高い特殊用途産業機械油の開発を推進しています。
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③地球環境負荷低減への期待が大きい燃料電池システムについては、一次エネルギー及びＣＯ２削減などの効果の
実証を進めています。更に独自の触媒技術を活かし、従来にないタイプの燃料電池向け改質器の開発を行ってい
ます。
当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。
・ＬＰＧ型燃料電池システム50台（累計125台）を全国各地の一般家庭に設置し、一次エネルギー削減量や
ＣＯ２削減量などを評価するとともに、普及のための課題の把握を行っています。

・㈱コロナと共同開発した灯油型改質器を、東芝燃料電池システム㈱の燃料電池システムに搭載するため、同社

への技術協力を開始しました。

・㈱コロナと共同で、都市ガス、ＬＰガス、灯油のいずれの燃料も使用できる家庭用燃料電池向け「マルチ燃料型

改質器」を開発しました。

(2) 石油化学製品部門

石油化学製品部門では、機能化学品事業、機能性樹脂事業、樹脂加工製品事業において、競争力強化に向けた保有

技術の改良や新規材料の開発を推進しています。当部門に係る研究開発経費は56億円です。

①機能化学品事業では、半導体製造技術に必須であるフォトレジスト用材料、電子材料の製造工程で必要な機能性

溶剤、新機能を有した粘接着基材及び潤滑油・可塑剤原料の開発などを行っています。

当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・ＡｒＦ（アルゴンフッ素）フォトレジスト材料では、微細加工幅32ｎｍ（ナノメートル）向け化合物の開発に

着手し、いくつかの有用な化合物を見出しました。また、フォトレジスト材料以外の分野でもアダマンタン化合

物の耐熱性や透明性などの特性を活かすべく新規化合物の開発を推進しており、液晶テレビ向け材料として有

用な化合物を見出しました。更に自社開発の触媒を用いたアダマンタン製造装置の稼働を開始する一方で、前

述の分野拡大に伴うアダマンタン需要量の更なる増加に対応すべく、新たな触媒開発にも取り組んでおり、生

産能力を倍増できる新規触媒系を見出しています。

・機能性溶剤では、独自の分子設計、配合設計技術により、多くの物質に対し高い溶解力を持ち、かつ金属腐食性

が低い高機能な溶剤を開発し、次世代の電子部品製造分野での採用に向けた実用性の評価を進めています。

・潤滑油・可塑剤原料の開発では、低粘度でかつ低揮発性を有する化合物を開発しました。シックハウス症候群

等で知られる揮発性有機物質規制への対応が求められる建材分野での新規採用が拡大するとともに、更に建材

分野以外の市場展開に向けた性能評価を進めています。また、潤滑油分野では、従来の製造技術を更に発展さ

せ、より環境性能に優れた新規材料の開発に目処をつけるとともに、顧客による性能評価に着手しました。

・機能性ワックス材料では、前年度に開発した低融点かつ高硬度、高結晶性を有する材料の更なる高性能化を達

成しました。また、ユーザーの使用環境に合わせ、粉体や水分散体の形態での提供も可能とし、トナー、樹脂・金

属成型用のバインダー、各種改質剤等の用途で顧客による性能評価を進めています。

②機能性樹脂事業では、透明性に優れ高強度であるポリカーボネート樹脂、自社技術による新しい高機能素材であ

るＳＰＳ樹脂、独自の複合化技術によって高寸法精度を実現したＰＰＳ樹脂、以上３種類のエンジニアリングプ

ラスチックによる高付加価値商品の開発に取り組んでいます。

当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・ポリカーボネート樹脂では、世界的に大きな需要の伸長を見せる液晶ディスプレイの分野で、導光板・反射板

（フレーム）向けの新規材料開発を進めています。導光板については、液晶ディスプレイの急速な薄型化に伴

い、これまでにない優れた流動性を持ち加工がしやすい新規材料の市場投入を開始しました。反射板向け材料

についても開発を完了し、順次市場に投入していきます。また、当年度から本格開発に取り組んでいる光透過性

や意匠性に優れた複合材料については、液晶ＴＶ前面パネルなどの大型需要を視野に入れた取り組みを進めて

います。更に、環境負荷低減に向けて植物由来のバイオポリマーである「ポリ乳酸」を組み合わせたアロイ材

料や、精密分野向けに新規の複合化技術を活用した高寸法ポリカーボネート繊維強化材料の市場展開を進めて

います。

・ＳＰＳ樹脂では、その電気特性と耐熱性能が評価され、引き続き自動車電装部品での採用が拡大しています。環

境に優しいとされる「ハイブリッド車」の高電圧対応部品や、「鉛フリーはんだ」に対応可能な高耐熱材料と

して、グローバルに採用が拡大しています。また、従来の自動車分野や家電分野での採用に加え、優れた耐薬品

性と耐久性により、樹脂製箸など日用品向け材料としての採用も拡大しており、高まる環境対応ニーズに応え

ています。

・ＰＰＳ樹脂については、これまで金属が主流であった薄型記録系光ピックアップにおいて、高い熱伝導性を付

与した新規開発材料が採用され、市場展開を加速させています。また、各種モーター絶縁板やＬＥＤを始めとす

る特殊照明用途などの新規分野開拓を狙いとして、電気絶縁性を維持しつつ高い熱伝導性を達成した新規材料

の市場投入を開始しました。
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③樹脂加工製品事業では、基盤商品であるプロテインレザー・合皮、各種コート剤、高機能繊維製品の市場拡大と、

開発商品である抗菌・防カビ・防藻剤「コーキンマスター」、ＶＯＣキャッチャー剤「エアウォッシュ」などの

用途開発に注力しています。また、複数組み合わせた樹脂に独自の加工技術を施した高機能加工製品は、これまで

包装材料分野を中心に開発・用途展開を行ってきましたが、今般液晶テレビ用部材にも進出を果たし、今後はエ

レクトロニクス分野をターゲットに非包装材料分野の開発も加速させていきます。

　当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・抗菌・防カビ・防藻剤「コーキンマスター」はその優れた性能と安全性が評価され、既に多くの分野の製品に

採用されていますが、当年度は家電分野では洗濯機や空気清浄機に、衣類分野ではスーツのメッシュ裏地に、生

活資材分野では各種靴製品や靴用消臭スプレー、防カビスプレーに、農業畜産分野では農業用水路や飼料用サ

イロにと、更に幅広い分野での新規採用が決まりました。

・肌活性効果に優れる卵殻膜パウダーを活用した快適素材「アミノファイン」は、その特徴から女性用の下着、

ストッキング、ゴルフウェア等に採用されていますが、当年度は自動車シート用ファブリックやゴルフ用手袋、

枕カバーに新規採用が決まりました。

・ＶＯＣキャッチャー剤「エアウォッシュ」はホルムアルデヒドに対する優れた吸着無害化効果が評価され、建

材合板用スプレー剤として新規採用が決まりました。

・液晶テレビバックライト用の拡散板としてポリスチレン製「ユニプラス」を市場に投入しました。長年培って

きた食品包装資材の成形技術とその知見を活かし、押出成形法で製造しています。より一般的である射出成形

法に比べ薄肉化が可能である点が特徴であり、液晶テレビの薄型化に貢献できるためユーザーから好評を得て

おります。

・伸縮性を持った不織布「ストラフレックス」に、独自の積層技術を組み合わせ、フィット感の高いフェイスマ

スク用素材として採用されました。

・チャック袋用チャックテープ「プラロック」では、チャックテープ自体に開封機能を持たせる形状を開発しま

した。各分野のユーザーより好評を得ており、今後幅広い分野での採用が期待されています。

・食品包装用フィルム「ユニラックス」では、各種パン用の包装向けに従来の強度を保持しつつ従来よりも薄い

グレードを開発し、ゴミの減容化から環境対応型の製品としてお客さまのニーズにお応えしています。

(3) 石油開発部門

　該当事項はありません。

(4) その他部門

 その他部門では、電子材料分野での新素材開発、アグリバイオ分野での農業・畜産用の微生物資材などの製造・

販売を行っています。当部門に係る研究開発経費は53億円です。

①電子材料事業では、有機ＥＬ材料、透明電極材料に代表される電子材料分野での新素材の研究開発、及び製造販売

を行っています。特に有機ＥＬ材料においては、当社の分子設計、精密合成技術のみならず、素子評価技術を活か

し、お客さまのニーズをいち早く取り込み、高性能有機ＥＬ材料を提供するとともに、次世代の材料開発指針にも

反映させています。

　当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・有機ＥＬ材料において、開発に成功した長寿命・高効率な３波長白色技術に更に改良を重ね、オール蛍光型素

子での白色材料開発で世界最高水準の性能を達成しました。

・一方で、次世代を見据えたより高い発光効率が期待される燐光型発光材料の開発では、米国ユニバーサルディ

スプレイコーポレーション（Universal Display Corporation）との共同開発を強化しました。

・また、国家プロジェクトである「有機発光機構を用いた高効率照明技術の開発」を、ＮＥＤＯ（新エネルギー

・産業技術総合開発機構）から受託し、有機ＥＬの照明用途への開発を推進しています。

 ②アグリバイオ事業では、微生物活用技術をコア技術として、農業や畜産、ヘルスケアや緑化の各分野において、環

境に優しい商品のラインナップを充実させています。

当連結会計年度の主な実績は以下のとおりです。

・農業分野では微生物防除剤「ボトキラー」が、従来の野菜類（約200種類）やぶどう、柑橘、梨に加えて、花弁・

観葉植物類（約200種類）の灰色かび病、イチゴのうどんこ病にも適用が拡大されました。またハウス栽培で用

いられる暖房機の温風を活用して、「ボトキラー」を容易に散布することができる自動投入機「きつつき君」

を開発し、平成19年10月より販売を開始しました。

・平成19年３月に農薬登録を取得した水稲種子消毒剤「タフブロック」は、水稲の褐条病に加え、ばか苗病、苗立

枯細菌病、いもち病、もみ枯細菌病への適用が拡大しました。これにより稲の５大種子病害に対する登録が整っ

たため、平成20年１月より販売を開始しました。
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・畜産分野では、牛や羊などの反芻動物が餌を消化する際に発生するメタンガスを減らしたり、抗生物質の使用

量を減らす効果のある天然物「ルーメン機能改善物質（ルーメン＝反芻動物の第１胃）」を見出し、北海道大

学とともに日本畜産学会にて発表しました。市場投入に向けて、使用方法の確立、製剤の開発、及び飼料登録な

どの販売に必要な諸手続きに着手しました。

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

 27/144



７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

①売上高

売上高は３兆8,643億円と前年同期比4,695億円の増収となりました。セグメント別には、石油製品部門が原油

価格の上昇等により、２兆8,862億円と前年同期比3,503億円の増収となりました。石油化学製品部門は原料ナフ

サ価格の上昇や製品市況の上昇等により、7,091億円と前年同期比863億円の増収となりました。石油開発部門は

原油価格の上昇及び増産等により、1,058億円と前年同期比186億円の増収となりました。その他部門は石炭事業

での生産増加等により、1,631億円と前年同期比143億円の増収となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は３兆5,587億円と前年同期比4,969億円の増加となりました。これは原油価格高騰に伴う原材料コ

スト上昇や、税制改正に伴う減価償却費の増加が主な要因です。

　販売費及び一般管理費は2,496億円と前年同期比195億円の増加となりました。これは、作業費、減価償却費の増

加などによります。

③営業利益

上記の結果を受け、原油・ナフサ価格の上昇により石油製品、石油化学製品のマージンが縮小したことや、税

制改正に伴う減価償却費の増加等により、営業利益は559億円と前年同期に比べ469億円の減益となりました。

セグメント別での分析は次のとおりです。

セグメント別営業利益

　 金額(億円) 前年同期比増減(億円)

石油製品　　　　 △78 △256

石油化学製品　　 187 △256

石油開発　　　　 433 64

その他　　　　　 18 △22

合計　　　 559 △469

石油製品部門では78億円の営業損失となり、256億円の減益となりました。これは、原油価格が高騰する中、コ

スト上昇分の価格反映が産業用燃料を中心に不足したこと、精製用燃料費の大幅な上昇等によるものです。

石油化学製品部門は187億円の営業利益で、前年同期と比べて256億円の減益となりました。これは、原油価格

高騰によりナフサ価格が過去最高を更新し、原料コストの上昇が各製品のマージンを圧縮したことによりま

す。

　石油開発部門では433億円の営業利益で、前年同期と比べて64億円の増益となりました。これは、原油生産量が

前年同期比で増加したことに加え、原油価格が高止まりしたことによります。

　その他部門の営業利益は18億円で、前年同期に比べて22億円の減益となりました。これは石炭事業で、米ドル

建て販売価格は上昇したものの、米ドルに対する豪ドル高が進んだことにより減益影響を受けたことが主な要

因です。

④営業外損益及び経常利益

営業外収益251億円から営業外費用203億円を差引いた営業外損益は48億円の利益で、ほぼ前年同期並みとな

りました。持分法投資損益が40億円の利益（前年同期比43億円減）となったものの、支払利息から受取利息を

差引いた金融費用が128億円（前年同期比14億円減）となったことや、匿名組合出資利益が26億円（前年同期

比24億円増）となったことによります。

　以上の結果、経常利益は607億円で前年同期に比べて468億円の減益となりました。

⑤特別損益及び税金等調整前当期純利益

特別利益119億円から特別損失278億円を差引いた特別損益は159億円の損失で前年同期に比べて72億円の損

失増加となりました。これは当期に、豪州エンシャム石炭鉱山の災害復旧費用127億円を引当計上したことが主

な要因です。当連結会計年度の特別利益は固定資産売却益104億円（内、タンカー売船益87億円）、特別損失は、

豪州石炭鉱山災害復旧費用127億円、固定資産除却損101億円、減損損失20億円が主なものです。

　以上の結果、税金等調整前当期純利益は448億円で前年同期に比べ540億円の減益となりました。
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 ⑥法人税等、少数株主利益及び当期純利益

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を合わせた税金費用合計は347億円で、税金等調整前当期純利益

に対する負担率は77.6%です。この比率は、主としてIdemitsu Petroleum Norge AS(ノルウェーの石油開発子会社)

の税率が78.0%(法人税28.0％、石油特別税50.0％)と国内の法定実効税率を上回っていることによります。

　少数株主利益の控除額は、52億円で前年同期に比べ21億円増加しました。

以上の結果、連結当期純利益は、48億円で前年同期に比べ368億円の減益となりました。

(2) 財政状態の分析

①資産の部

当連結会計年度末の連結総資産は２兆4,201億円となり、前連結会計年度末に比べ869億円増加しました。これ

は前年度末日が休日であったため、売掛債権は減少しましたが、原油価格の高騰によりたな卸資産が増加した

ことが主な要因です。

②負債の部

当連結会計年度末の負債合計は１兆8,924億円となり、前連結会計年度末に比べ1,206億円増加しました。これ

は、前年度末日が休日であったため未払い揮発油税などの減少がありましたが、原油価格の高騰により仕入債

務及び短期運転資金が増加したことが主な要因です。

③純資産の部

当連結会計年度末の純資産合計は5,277億円となり、前連結会計年度末に比べ337億円減少しました。これは、

その他有価証券評価差額金、土地再評価差額金が減少したことによります。また、当連結会計年度末の少数株主

持分は、前連結会計年度末に比べ30億円増加の316億円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度末の自己資本比率は前連結会計年度末の22.8%から20.5%となりました。
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(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,137億円となり、前連結会計年度末に

比べ、89億円減少しました。その主な要因は次のとおりです。

  営業活動におけるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ264億円収入減少の599億円の収入となりました。

これは、税金等調整前当期純利益の減少や原油価格高騰に伴うたな卸資産の増加などの資金減少要因が減価償

却費の増加などの資金増加要因を上回ったことによります。

  投資活動におけるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ154億円支出増加の784億円の支出となりました。

これは、設備投資による有形固定資産の取得に係る支出が増加したことによります。

財務活動におけるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ462億円収入増加の90億円の収入となりました。こ

れは、有利子負債が原油価格の高騰などで増加したことによります。

なお、当社グループの財務状況に関する主要な指標のトレンドは次のとおりです。

　
平成16年
３月期  

平成17年
３月期

平成18年
３月期

平成19年
３月期

平成20年
３月期

自己資本比率（％） 13.6 13.2 16.2 22.8 20.5

時価ベースの自己資本

比率（％）
－ － － 23.6 12.7

ネットＤ／Ｅレシオ（倍） 3.3 3.2 2.3 1.3 1.5

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
6.9 3.8 2.9 4.6 3.7

投下資本営業利益率（％） 5.3 7.1 5.5 8.0 4.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー（億円）
1,897 865 563 863 599

　（注）１．各指標は、以下の計算式によって計算しています。

自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

ネットＤ／Ｅレシオ：平成18年３月期以前は(有利子負債－現預金)／自己資本

　　　　　　　　　　平成19年３月期より(有利子負債－現預金及び短期運用有価証券)

　　　　　　　　　　／ （純資産－少数株主持分）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

投下資本営業利益率：(営業損益＋持分法投資損益)／(純資産＋有利子負債)

２．有利子負債は、短期借入金、コマーシャルペーパー、社債及び長期借入金として連結貸借対照表に計上

されている金額を、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の支払利息額を使用していま

す。

②資金需要

当社グループの主な運転資金需要は、製品製造のための原材料の購入のほか、製造費、販売費及び一般管理費

等の営業費用及び税金の支払い等によるものです。営業費用の主なものは、人件費、物流費、作業費、研究開発費

等です。また設備資金需要には、ア．当社グループ基盤事業の競争力強化と需要構造の変化への対応を目的と

した合理化、省エネルギー、安全対策強化や環境保全のための投資、 イ．高付加価値事業における差別化商品

群の育成・強化や商業化の加速のための投資(高機能潤滑油の供給体制強化、機能性樹脂の生産設備増強他)、　

ウ．資源事業では中長期的視点での埋蔵量や生産量の拡大にむけた投資(石油開発、石炭、ウラン)等がありま

す。近年の資材価格高騰などの影響により、設備投資や資源開発に要する資金は高いレベルで推移する傾向に

あります。
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③財務政策

当社グループは、運転資金及び設備投資資金については、主に自己資金、借入、コマーシャルペーパー及び社

債の発行などにより調達しています。当連結会計年度末の短期借入金の残高は1,956億円、コマーシャルペー

パーの残高は500億円、長期借入金(１年以内返済分を含む)の残高は5,398億円、社債(１年以内償還分を含む）の

残高は730億円です。

　国内子会社の運転資金及び設備投資資金は、当社が一括調達し子会社に融通するグループ金融によりまか

なっています。海外子会社の運転資金及び設備投資資金については、各々の子会社が使用する現地通貨にて調

達しています。この際、当社が子会社の借入に対し債務保証を実施することがあります。

　当社グループは、設備投資資金の効率的な配分、遊休資産の売却などにより、有利子負債の削減を実行し、また

株式上場等によって財務状態の改善に努めてきました。平成19年６月には㈱日本格付研究所より、コマーシャ

ルペーパー及び長期優先債務の新規格付けを取得し、2,000億円を限度とするコマーシャルペーパーの発行を決

議しました。当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金については、営業活

動によるキャッシュ・フロー、借入、コマーシャルペーパーや社債の発行及び特定融資枠契約(コミットメント

ライン契約)の活用、更に資本増強等を効果的に組み合わせることにより、調達を行っていきます。

（債務）

　当連結会計年度末の債務の概要は次のとおりです。

　 返済期限

　 合計 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金（億円） 1,956 1,956 － － － － －

コマーシャルペー

パー（億円）
500 500 － － － － －

長期借入金（億円） 5,398 1,012 1,187 1,246 543 791 619

社　　　債（億円） 730 184 480 66 － － －

 (特定融資枠契約)

 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引先銀行７行で作られるシンジケート団と特定融

資枠契約(コミットメントライン契約)を締結しています。なお、当連結会計年度末において同契約にかかる借

入残高はありません。

　　　　　　　特定融資枠契約の極度額　1,300億円
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは安定的かつ持続的成長のため、リスク、経済性等を検討し厳選した投資を行っています。当連結会

計年度の設備投資（無形固定資産を含む、金額には消費税等を含まない）の内訳は次のとおりです。

　 　金額（百万円） 　

石油製品 49,003　

石油化学製品 10,842　

石油開発 17,492　

その他 4,122　

計 81,460 

(1) 石油製品部門では、総額49,003百万円の設備投資を行いました。主なものとしては、製油所における設備の維持・更

新等に関する設備投資で26,871百万円、省エネルギー・合理化のための投資に4,421百万円、ＳＳ等販売施設の増

強・改善のための設備投資で9,846百万円、油槽所設備の更新投資で1,361百万円等があります。

(2) 石油化学製品部門では、総額10,842百万円の設備投資を行いました。主なものとしては、工場における設備の維持・

更新に対する設備投資で6,495百万円、能力増強・合理化のための投資で4,347百万円があります。

(3) 石油開発部門では、総額17,492百万円の投資を行いました。主なものとしては、スノーレ油田及びフラム油田の開発

費として17,122百万円等の投資があります。

(4) その他部門では、総額4,122百万円の投資を行いました。主なものとしては、オーストラリアでの石炭鉱山事業で

3,328百万円等の投資があります。

　所要資金は、自己資金及び借入金によっています。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は以下のとおりです。

(1) 提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（人）

建物及び
構築物

油槽
機械装置
及び運搬
具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

本社

（東京都千代田区）

石油製品

石油化学製品

その他

貯油設備、総

務厚生設備他
18,182 2,403 4,333

124,850

(4,949)
1,737 151,507 1,693

北海道製油所

（北海道苫小牧市）
石油製品

石油精製・貯

油設備
6,835 4,599 19,278

16,711

(1,493)
871 48,296 278

千葉製油所

（千葉県市原市）
石油製品

石油精製・貯

油設備
15,252 4,918 27,574

134,401

(2,861)
2,840 184,986 506

愛知製油所

（愛知県知多市）
石油製品

石油精製・貯

油設備
11,571 2,839 28,837

65,331

(2,103)
623 109,203 322

徳山製油所

（山口県周南市）
石油製品

石油精製・貯

油設備
9,205 2,051 9,651

31,953

(1,777)
708 53,569 327

関東第一支店

（東京都港区）

他全国９統轄支店

石油製品
販売・貯油設

備
44,873 79 5,226

131,933

(1,074)
650 182,763 637

中央研究所

（千葉県袖ヶ浦市）

他１研究所

石油製品 研究設備 3,936 8 116
6,541

(432)
1,414 12,017 299

千葉工場

（千葉県市原市）
石油化学製品

石油化学製品

製造設備
10,548 318 21,678

112,075

(1,101)
3,914 148,536 330

徳山工場

（山口県周南市）
石油化学製品

石油化学製品

製造設備
4,258 735 27,780

927

(433)
451 34,154 262

(2) 国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
（主な所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（人）

建物及び
構築物

油槽
機械装置
及び運搬
具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

出光ユニテック㈱

兵庫工場

（兵庫県姫路市）

石油化学製品
合成樹脂加工

製品製造装置
1,163 ― 924 ― 46 2,134 91

出光ユニテック㈱

千葉工場

（千葉県山武郡）

石油化学製品
合成樹脂加工

製品製造装置
1,674 ― 1,263

478

(45)
35 3,451 157

出光ユニテック㈱

機能部材工場

（三重県亀山市）

石油化学製品
合成樹脂加工

製品製造装置
508 ― 720

140

(4)
62 1,431 17

出光大分地熱㈱

（大分県玖珠郡）
その他

発電用蒸気の

生産井及び還

元井

813 ― 207
394

(278)
1 1,416 6
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(3) 在外子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
（主な所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（人）

建物及び
構築物

油槽
機械装置
及び運搬
具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

Idemitsu Lubricants 

America Corporation

（U.S.A.）

石油製品
潤滑油製造装

置
383 ― 517

54

(121)
117 1,071 50

Idemitsu SM

（Malaysia）Sdn.Bhd.

（Malaysia）

石油化学製品
スチレンモノ

マー製造装置
941 ― 4,384 ― 13 5,339 123

Petrochemicals

（Malaysia）Sdn.Bhd.

（Malaysia）

石油化学製品
ポリスチレン

製造装置
218 ― 1,190

8

(10)
189 1,607 183

Idemitsu Chemicals(M）

Sdn.Bhd.

（Malaysia）

石油化学製品
化成品入出荷

設備 ※４
1,275 ― 141 ― 9 1,426 11

Idemitsu Petroleum 

Norge AS

（Norway）

石油開発
原油・天然ガ

ス採取設備
― ― 62,197 ― 1,175 63,372 24

Idemitsu Australia

Resources Pty Ltd

（Australia）

その他
石炭採取設備

 ※５
11,850 ― 18,106

1,879

(200,122)
209 32,047 314

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品と建設仮勘定の合計額です。なお、金額には消費税等は含ま

れていません。

２．提出会社の「本社」における油槽所（12ケ所）の土地賃借面積は86千㎡です。

３．提出会社の「関東第一支店、他全国９統轄支店」における給油所の土地賃借面積は918千㎡です。

※４．同社には賃借土地1,107千㎡があります。

※５．同社の「機械装置及び運搬具」には、連結会社以外からのリース資産202百万円を含んでいます。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 新設、改修

　　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充計画は以下のとおりです。

会社名
事業所名

所在地
事業の種
類別セグ
メント名

 設備の内容
　

 総　額 　
(百万円)

　
既支払額
(百万円)

資金調
達方法

　
 着手

　
完了

完成後の
増加能力

出光興産㈱　千

葉製油所他 

千葉県市原市

他
石油製品 石油精製設備 61,076 1,473

自己資金及び

借入資金
平成16年10月平成23年7月 　

出光興産㈱　千

葉工場他

千葉県市原市

他

石油化学製

品

石油化学製品製造

設備
22,844 191

自己資金及び

借入資金
平成18年4月 平成22年11月 　

出光興産㈱関

東第一支店他 
― 石油製品 給油所設備 13,106 ―

自己資金及び

借入資金
― ― 　

　（注）上記の金額には消費税等は含まれていません。

(2) 除却等

　記載すべき重要な除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 109,000,000

計 109,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,000,000 40,000,000
東京証券取引所

　市場第一部
－

計 40,000,000 40,000,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成17年10月25日

 （注１）
△3,780 20,000 △38,661 138 － 40

 平成17年10月28日 

 （注２）
7,321 27,321 51,250 51,388 － 40

 平成18年10月23日

 （注３）
11,521 38,842 51,994 103,383 51,982 52,022

 平成18年11月21日 

 （注４）
1,157 40,000 5,223 108,606 5,222 57,245

（注）１．減資による優先株式の有償消却

消却価格   10,227円95銭

減資額　   38,661百万円　　

２．有償第三者割当　　

発行価格　　7,000円

資本組入額　7,000円

割　当　先　取引先679社

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　9,500円

資本組入額　4,513円

払込金総額　103,977百万円

４．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　9,025円

資本組入額　4,513円

割　当　先　大和証券エスエムビーシー㈱
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
 （株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 116 38 759 280 3 8,891 10,087 －

所有株式数

（単元）
－ 125,717 3,001 150,669 59,177 5 61,224 399,793 20,700

所有株数の割

合（％）
－ 31.45 0.75 37.69 14.80 0.00 15.31 100.00 －

　（注）１．自己株式9,760株は、「個人その他」に97単元及び「単元未満株式の状況」に60株を含めて記載しています。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれています。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済普通株式総
数に対する所有株
式数の割合（％）

日章興産株式会社 東京都港区北青山一丁目３番６号 6,780,000 16.95

財団法人出光文化福祉財団 東京都目黒区青葉台三丁目４番15号 3,098,100 7.75

出光興産社員持株会 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 2,276,860 5.69

財団法人出光美術館 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 2,000,000 5.00

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,285,700 3.21

 株式会社三井住友銀行  東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,285,700 3.21

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,285,700 3.21

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,258,700 3.15

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,200,200 3.00

出光　昭介 東京都港区 932,000 2.33

計 ── 21,402,960 53.51
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 9,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  39,969,600 399,696 －

単元未満株式  普通株式      20,700 － －

発行済株式総数 40,000,000 － －

総株主の議決権 － 399,696 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株含まれています。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれています。

　

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

出光興産株式会社
東京都千代田区丸の

内三丁目１番１号
9,700 － 9,700 0.02

計 － 9,700 － 9,700 0.02

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,173 30,268,400

当期間における取得自己株式 155 1,390,510

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式     

消却の処分を行った取得自己株式     

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
    

その他

（単元未満株式の買増請求）
1,110 11,684,200 60 498,600

保有自己株式数 9,760 － 9,855 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡

による株式は含めていません。

　２．当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と考えています。既存事業の強化と将来の事業展開に向けた戦

略投資に充当するための内部留保の充実、財務体質の改善及び業績のバランスを勘案し、安定的な配当を実施して

いきます。平成20年３月期の期末配当については、１株当たり75円とすることとしました。年間では１株当たり150

円の配当となります。また、次期の配当についても１株当たり150円を予定しています。

　内部留保については、財務体質にも配慮しつつ、既存事業の強化と将来の成長に向けた戦略投資に充当していき

ます。

　当社は会社法第459条第１項の規定に基づき取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨を定

款に定めています。平成20年３月期より毎事業年度における配当については中間配当及び期末配当の２回として

います。

 なお、第93期の剰余金の配当は以下のとおりです。 　

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成19年11月６日　取締役会決議 2,999 75.00

 平成20年５月２日　取締役会決議 2,999 75.00

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） － － － 14,300 15,940

最低（円） － － － 10,000 7,280

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

なお、平成18年10月24日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 　11月 12月 平成20年１月 　２月 　３月

最高（円） 13,780 13,640 12,660 11,840 9,290 9,680

最低（円） 12,660 11,920 11,520 8,510 7,920 7,280

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締役）
── 天　坊　昭　彦 昭和14年11月16日生

昭和39年４月 当社入社

昭和63年７月 出光ヨーロッパ社長

平成３年６月 取締役経理部長

平成10年６月 常務取締役

平成12年６月 専務取締役

平成14年６月 取締役社長（現）

(注)1 2,700

取締役副社長

（代表取締役）
── 田　中　雅　克 昭和22年１月３日生

昭和44年４月 当社入社

平成10年６月 出光石油化学㈱取締役

平成13年６月 出光石油化学㈱常務取締役

平成16年８月 常務執行役員

平成17年４月 副社長付

平成17年６月 常務取締役

平成19年６月 取締役副社長（現）

(注)1 2,100

取締役副社長

（代表取締役）
── 中　野　和　久 昭和23年１月４日生

昭和46年４月 当社入社

平成14年６月 出光オイルアンドガス開発㈱社長

平成15年４月 執行役員人事部長

平成16年６月 取締役人事部長

平成17年６月 常務取締役人事部長

平成18年６月 常務取締役

平成19年６月 取締役副社長（現）

(注)1 2,730

取締役副社長

 （代表取締役）
── 大　宮　秀　一 昭和21年９月６日生

昭和47年４月 当社入社

平成13年６月 出光石油化学㈱取締役

平成15年４月 執行役員研究開発部長

平成16年６月 取締役研究開発部長

平成16年12月 取締役電子材料室長（兼）研究開

発部長

平成17年４月 取締役

平成17年６月 常務取締役

平成20年６月 取締役副社長（現）

(注)1 2,200

常務取締役 ── 松　井　憲　一 昭和24年７月５日生

昭和47年４月 当社入社

平成13年６月 経理部長

平成15年４月 執行役員経理部長

平成16年６月 常務執行役員経理部長

平成17年６月 常務取締役（現）

(注)1 2,140

常務取締役 ── 橋　本　敦　男 昭和22年２月５日生

昭和44年４月 当社入社

平成10年６月 福岡支店長

平成13年６月 取締役総務部長

平成15年４月 執行役員総務部長

平成16年６月 取締役総務部長

平成18年６月 常務取締役（現）

(注)1 2,200

常務取締役 ── 比留間　孝　壽 昭和25年１月19日生

昭和48年４月 当社入社

平成11年６月 北陸支店長

平成13年６月 徳山製油所長（兼）出光石油化学

㈱取締役徳山工場長

平成15年４月 執行役員需給部長

平成16年６月 常務執行役員需給部長

平成17年６月 取締役経営企画室長

平成18年６月 常務取締役経営企画室長

平成19年４月 常務取締役（現）

(注)1 1,780

取締役 技術部長 川　本　佳　典 昭和23年１月１日生

昭和45年４月 当社入社

平成13年６月 出光石油化学㈱取締役

平成15年６月 出光石油化学㈱執行役員

平成17年４月 執行役員技術部長

平成19年６月 取締役技術部長（現）

(注)1 1,500

取締役 ── 坂　本　安　央 昭和23年９月26日生

昭和47年４月 当社入社

平成13年６月 潤滑油部長

平成15年４月 執行役員潤滑油部長

平成17年４月 常務執行役員機能化学品部長

平成19年６月 取締役（現）

(注)1 2,600
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 海外部長 須　田　善　一 昭和25年２月４日生

昭和48年４月 当社入社

平成８年７月 出光アジア社長

平成11年７月 海外部次長

平成14年７月 兵庫製油所副所長

平成15年11月 兵庫製油所長

平成16年４月 執行役員海外部長

平成19年６月 取締役海外部長（現）

(注)1 2,500

取締役 販売部長 福　永　青　磁 昭和25年１月25日生 

昭和48年４月 当社入社

平成９年６月 西東京支店長

平成11年７月 販売部次長

平成13年６月 東北支店長

平成17年４月 執行役員販売部長

平成17年７月 常務執行役員販売部長

平成18年６月 常務執行役員販売部長兼小売統括

部長

平成20年４月 常務執行役員販売部長

平成20年６月 取締役販売部長（現）

(注)1 －

取締役
基礎化学

品部長
曽根田　　満 昭和25年10月16日生 

昭和48年４月 当社入社

平成17年４月 人事部次長

平成18年６月 執行役員人事部長

平成20年６月 取締役基礎化学品部長（現）

(注)1 －

取締役 製造部長 倉　持　順治郎 昭和27年７月31日生 

昭和50年４月 当社入社

平成15年７月 経理部次長

平成17年４月 執行役員製造部長

平成20年６月 取締役製造部長（現）

(注)1 －

常勤監査役 ── 伊　豆　安　生 昭和24年11月24日生

昭和47年４月 当社入社

平成15年６月 出光石油化学㈱執行役員

平成16年８月 執行役員事業管理部長

平成17年４月 執行役員化学総括部長

平成18年４月 執行役員化学管理部長

平成19年４月 監査役付

平成19年６月 監査役（現）

(注)3 1,300

常勤監査役 ── 遠　藤　孝　行 昭和24年11月28日生 

昭和47年４月 当社入社

平成13年４月 ＩＲ準備室長

平成18年９月 ＩＲ室長

平成20年６月 監査役（現）

(注)4 －

監査役　(注)5 ── 熊　﨑　皓　一 昭和11年８月５日生

昭和36年４月 ㈱東海銀行入行

平成２年６月 同行取締役

平成５年６月 同行常務取締役

平成７年６月 ミリオン信用保証㈱取締役社長

平成12年４月 同社取締役会長

平成12年６月 ㈱ミリオンカード・サービス代表

取締役社長

平成14年１月 ㈱ユーエフジェイカード代表取締

役社長

平成14年６月 同社退任

平成17年６月 当社監査役（現）

(注)2 300

監査役　(注)5  ──  小　野　道　久 昭和８年８月26日生

昭和38年４月 弁護士登録 

昭和56年４月 最高裁判所司法研修所教官 

平成６年４月 第二東京弁護士会会長・日本弁護

士連合会副会長 

平成14年４月 最高裁判所司法修習生考試委員会

委員

平成18年６月 当社監査役（現） 

(注)2 100
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役　(注)5 ──  太　田　資　暁  昭和18年２月27日生

昭和40年４月 東京海上火災保険㈱（現・東京海

上日動火災保険㈱）入社

平成５年６月 同社取締役営業企画部長

平成７年６月 同社常務取締役営業企画部長兼東

京本部長

平成９年６月 同社常務取締役

平成10年６月 同社専務取締役

平成10年７月 同社専務取締役東京企業第二本部

長

平成12年６月 同社退任

東京海上あんしん生命保険㈱（現

・東京海上日動あんしん生命保険

㈱）取締役社長

平成16年６月 ㈱ミレアホールディングス取締役

平成18年６月 東京海上日動あんしん生命保険㈱

取締役社長退任

㈱ミレアホールディングス取締役

退任

医療法人財団医親会理事

平成18年８月 同法人理事長

平成20年６月 当社監査役（現）

(注)4 －

　 　 　 　 計 　 24,150

　（注）１．任期は、平成20年６月26日開催の定時株主総会における選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結の時までとなっています。

 ２．任期は、平成18年６月27日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までとなっています。

 ３．任期は、平成19年６月28日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までとなっています。

  ４．任期は、平成20年６月26日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までとなっています。

 ５．監査役熊﨑皓一、小野道久及び太田資暁は、社外監査役です。
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  （注）６．執行役員

  当社は、平成15年４月より、取締役会を当社グループの最高意思決定機関と位置付け、業務執行を担う執行

部門の機能と原則分離し、責任と権限を明確にしました。取締役は原則として執行部門長を兼務しないこと

とし、執行部門長である本社部長、製油所長及び工場長を執行役員としました。

執行役員は、次の22名です。

役職名 氏名

 常務執行役員（電子材料担当） 岡　田　志　郎 

 常務執行役員　総務部長  細　川　良　久

常務執行役員　機能性樹脂部長 川　崎　正　昭

常務執行役員　需給部長 月　岡　　隆

常務執行役員　千葉製油所長 北　山　　明

執行役員　環境安全部長 長谷川　　彰

執行役員　人事部長 岡　村　博　人

執行役員　経理部長 若　原　寛　己

執行役員　情報システム部長 櫛　橋　保　雄

執行役員　研究開発部長 伊　藤　　譲

執行役員　知的財産部長 山　本　文　忠

執行役員　小売統括部長 川　崎　武　彦

執行役員　潤滑油部長 　関　　　洋

執行役員　アグリバイオ事業部長 四　位　敏　章

執行役員　電子材料部長 松　本　佳　久

執行役員　化学管理部長 小　林　清　宣

執行役員　機能化学品部長 鈴　木　徹　雄

執行役員　資源部長

 （兼）出光オイルアンドガス開発㈱社長
上　前　　修

執行役員　北海道製油所長 水　田　清　継

執行役員　千葉工場長 　原　　恵　三

執行役員　愛知製油所長 新　村　和　利

執行役員　徳山製油所長（兼）徳山工場長 中　島　茂　樹

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

 45/144



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

 (1)　基本的な考え方

　当社は、創業以来「人間尊重」という考えを事業を通じて実践し、広く社会で期待され信頼される企業とな

ることをめざしています。そのために、企業としての社会的責任を果たし、経営の透明性を向上し、健全で持続

的な成長を図ることにより、お客さまを始め、株主、ビジネスパートナー、地域社会、社員等のステークホル

ダーとの良好な関係を構築していくことを重視しています。こうした考え方に基づき、監査役会設置会社とし

てコーポレート・ガバナンス体制を構築し、継続した改善に取り組んでいます。

　なお、以上の基本的な考え方は、当社グループ全体に共通するものです。また、次の記載内容については、時期

等の記載がある場合を除き、有価証券報告書提出日現在の状況に基づいています。

(2)　その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情　

　該当事項はありません。

 (3)　コーポレート・ガバナンス体制に関する模式図

　

（経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況）

機関構成・組織運営等に係る事項

①組織形態 　　　　　　　　　　　監査役会設置会社

 ②取締役関係

 取締役会の議長  社長

 取締役の人数  13名

 社外取締役の選任状況  選任していません。

 現状の体制を採用している理由

 当社は、法改正等を通じて機能強化された監査役により十分な監査機能が

発揮されることに鑑み、監査役制度を採用し、経営の効率性の観点から、事

業に精通した取締役で取締役会を構成しています。

 ③監査役関係

 監査役会の設置の有無  設置しています。

 監査役の人数 ５名であり、うち、常勤監査役が２名です。

 監査役、会計監査人、内部監査部

門の連携状況

 監査スケジュールの調整、監査結果の連絡、往査への同行など、相互に連携

を持ち、効率的で効果的な監査を実施するように努めています。

 ④社外監査役関係

 社外監査役の選任状況  選任しています。
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 社外監査役の人数  ３名

 社外監査役のサポート体制
 平成18年４月より監査役スタッフ（現在３名）を設置しています（後記

「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」参照）。

 ア．社外監査役と会社との関係

氏　名 属　性 補足説明 選任理由

 熊﨑　皓一  他の会社出身

 かつて旧㈱東海銀行（現㈱三菱

東京ＵＦＪ銀行）に勤務してい

ました。旧㈱東海銀行（現㈱三

菱東京ＵＦＪ銀行）は、当社の

取引銀行の一つです。

 銀行での業務経験を通じた専門

性、人格、見識等を総合的に判断

して選任しています。

 小野　道久
 弁護士

 (他の会社の監査役）

 弁護士ですが、当社との取引関

係は存在しません。なお、同氏は

㈱美術出版社及び㈱美術出版デ

ザインセンターの監査役です。

 弁護士としての経験及び専門

性、人格、見識等を総合的に判断

して選任しています。

 太田　資暁  他の会社出身

 かつて旧東京海上火災保険㈱

（現東京海上日動火災保険㈱）

に勤務していました。旧東京海

上火災保険㈱（現東京海上日動

火災保険㈱）は当社の取引先の

一つです。

 保険会社での業務経験を通じた

専門性、人格、見識等を総合的に

判断して選任しています。

 イ．その他社外監査役の主な活動に関する事項

 当事業年度に24回開催された取締役会のうち、監査役熊﨑皓一氏は23回に、監査役小野道久氏は全てに

出席し、監査役熊﨑皓一氏は、主に金融機関役員としての経験を活かし会社経営実務家としての見地から、

監査役小野道久氏は、主に弁護士として法務等の見地から、それぞれ意見を述べ、取締役会の意思決定の適

正性を確保するための助言・提言を行っています。監査役太田資暁氏は、平成20年６月26日開催の第93回

定時株主総会で選任され就任しました。

 ウ．責任限定契約の内容の概要

 当社と各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額となります。

 エ．取締役の定数

 当社の取締役は20名以内とする旨を定款に定めています。

 オ．取締役の選任の決議要件

 取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めています。

 カ．株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

 会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる取締役及び監査役の損害賠償責任を、法令

の限度において、総株主の同意によらず取締役会の決議により免除することができる旨を定款に定めてい

ます。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的とする

ものです。

 剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めています。これは、剰余金の配当等を取締役会

の権限とすることにより、機動的な資本政策及び配当政策を図ることを目的とするものです。
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 キ．株主総会の特別決議要件

 会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めています。これは、株主総会

における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

す。

 ⑤インセンティブ関係

 取締役へのインセンティブ付与

に関する施策の実施状況
該当事項はありません。

 ストックオプション付与対象者  該当事項はありません。

⑥取締役報酬関係

 開示手段  有価証券報告書、事業報告

 開示状況

社内取締役及び社外取締役の別に各々総額を開示（後記「業務執行、監査

・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(4)指名、報酬決定の機能に係る

事項」参照）

 （業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項）

 　(1) 業務執行・経営の監視の仕組み

 当社は、業務執行の効率化のため、執行役員を設置しています。取締役会は、執行役員を選任するとともに、原

則として月に２回開催（当事業年度、24回開催）し、法令、定款及び「取締役会規程」に基づき、重要事項の決

定及び業務執行の監督にあたっています。取締役会には社外の諮問委員からなる２つの諮問委員会を設置し、

取締役会の機能強化に努めています。経営の監視の仕組みとしては、取締役会による監督、監査役監査、会計監

査のほか、専属スタッフからなる各執行部門から独立した社長直轄の「内部監査室」を設置し、「内部監査規

程」に基づく内部監査及び「財務報告に係る内部統制規程」に基づく内部統制を行っています。また、グルー

プ全体及び各執行部門の経営戦略及び経営課題の協議・検討の場として「経営委員会」を設置し、その下部組

織として各委員会（諮問委員会を除く）を設置しています。

 (2) 内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

 内部監査の状況

　当社の業務監査は、各執行部門で行う「自己管理規程」に基づく自己管理を基本に、

内部監査室の業務監査グループが定期的に各執行部門における業務の適法性、リスク

管理状況、社内規程に基づく業務執行の状況等について確認するための監査をしてい

ます。監査結果は社長、副社長、対象執行部門の管掌取締役及び監査役に報告し、必要

に応じ社長等は当該執行部門へ指示等を行っています。内部監査により改善点の助言

・提案を受けた執行部門は、改善計画書を作成し、内部監査室長へ提出します。また、

内部監査室は、定期的にフォロー監査を実施しています。

　2008年４月から適用された金融商品取引法による内部統制報告制度に対応するた

め、2008年４月１日付で、内部監査室に「内部統制グループ」を設置しました。グルー

プ全体の財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制規程」に基づ

き実施体制を定め内部統制の適切な整備・運用を図っています。

 監査役監査の状況

  監査役(５名）は、取締役会への出席と定時株主総会に提出する事業報告、計算書類

及び連結計算書類の監査を実施するほか、日常的に取締役等の業務執行状況の監査を

実施しています。常勤監査役は、経営委員会等の社内の重要会議に出席するとともに、

部店長、海外店長及び子会社社長との面談を通じて、非常勤監査役は、主要部店の往査

を通じて、監査の充実を図っています。代表取締役とは、四半期に１回ミーティングを

開催し、課題の討議の場としています。

　監査役会は、原則月に２回開催し、監査役相互の課題及び情報の共有化を図るととも

に、必要に応じ取締役及び各執行部門に対し、情報の提供を求め、監査レベルの向上を

図っています。
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 会計監査の状況

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、新日本監査法人所属の黒田　裕氏、大

黒英史氏、原山精一氏の３名です。

　また、会計監査業務に係る補助者の人数は、公認会計士18名、会計士補５名、その他29

名となっています。

　上記監査法人及びその業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありませ

ん。また、当社と上記監査法人との間では、会社法監査と金融商品取引法監査につい

て、監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っています。

(3) 各種委員会の概要

 ①諮問委員会

 当社は、経営の透明性・健全性を維持するため、取締役会の諮問機関として、社外の有識者を委員とする次の

２つの委員会を設置しています。両委員会では、当社に対する第三者の視点からの忌憚のない意見を傾聴し、経

営の改善に反映しています。

「経営諮問委員会」

 この委員会は、平成15年12月に発足し、企業倫理を主とした諮問機関でしたが、その後ＣＳＲ(企業の社会的

責任)を始めとする幅広いテーマについての諮問機関に衣替えし、原則として３ヶ月に１回開催し、６名の社

外の諮問委員を招き、提言をいただいています。

「安全保安諮問委員会」

 この委員会は、平成15年12月に発足し、安全と保安の在り方に関し社外有識者の意見を取り入れ、体質改善

・強化に繋げることを目的としています。原則として年に２回開催し、４名の社外の諮問委員を招き、製油所

・工場の大規模災害防止に向けた安全・保安の在り方に関して、第三者の視点で幅広い指導・助言をいただ

きながら、本質問題を深く掘り下げた実効の上がる対策を講じる取り組みを推進しています。

②経営委員会及び各委員会

 当社は、平成18年４月に委員会の見直しを行い、「リスクマネジメント委員会」、「コンプライアンス委員

会」及び「品質保証委員会」をグループ経営全般について幅広く議論する場である「経営委員会」を補佐す

る下部組織として位置づけ、再編成しています。各下部組織の委員会の委員長は、原則として社長以外の取締役

とし、内部統制の一環として部門横断的な機能を担い、実効性ある委員会運営を行うこととしています。各委員

会の概要については、次のとおりです。

委員会名 委員長・委員 開催 役　割

 経営委員会

 委員長：社長

委  員：委員長が任命

する委員

 原則として

２回／月

 グループ全体並びに各執行部門の経

営戦略及び経営課題の協議・検討

 リスクマネジメント

委員会

 委員長：常務取締役

 委  員：関係部門長

 原則として

２回／年
 リスクマネジメントの推進

 コンプライアンス

 委員会

 委員長：常務取締役

委  員：関係部門長

 原則として

４回／年

 コンプライアンス徹底のための重要

方針の審議、立案及びコンプライアン

ス活動の推進

 品質保証委員会
 委員長：副社長

 委  員：関係部門長

 原則として

２回／年

 品質保証、製品安全に関する基本方針

の作成及び品質保証レベルの確認、課

題の審議等

 ③環境、安全に関する体制

当社は、環境経営及び操業に伴なう環境保全については「地球環境基本要綱」を定め、安全・保安の確保に

ついては「安全基本要綱」を定めています。各基本要綱に基づき、当社及び当社グループの環境経営、操業に伴

う環境保全及び安全と保安の確保に係る基本方針及び重要事項を立案し、諸活動を推進する「安全環境本部」

を設置しています。

　また、保安強化課題について「安全保安諮問委員会」における社外委員の意見も参考にしながら継続的に検

討・審議する場として、社内委員で構成する「安全専門部会」を「安全環境本部」の下位組織として設置し、

原則として半期に１回開催しています。

 (4) 指名、報酬決定の機能に係る事項

①指名、報酬決定

 取締役候補者指名については、取締役会決議によります。監査役候補者指名については、監査役会の同意を得

た上で取締役会決議によります。役員報酬については、株主総会決議に基づき決定されます。
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②会社役員の報酬等の総額

 区分 人数 報酬等の額

 取　締　役 11 名 722 百万円

 （うち社外取締役） (0) 　 (-)

 監　査　役 5  81 百万円

 （うち社外監査役） (3)  (28)  

 合　　　計 16  804 百万円

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。

２．平成19年6月28日開催の第92回定時株主総会の終結の時をもって退任した役員に対して、平成18年6月

27日開催の第91回定時株主総会の退職慰労金制度廃止に伴う退職金支給決議に基づき、下記の退職慰

労金を支給しています。なお、下記の額は会社役員の報酬等の額には含まれていません。

退任取締役          4 名     628  百万円

（うち社外取締役） (0)        (-) 

退任監査役　　　　　1 名　  　10　百万円

（うち社外監査役）（0）       (-)

３．平成18年6月27日開催の第91回定時株主総会の退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金支給決議に基づ

く退職慰労金の内、平成20年3月末現在の取締役及び監査役への未支給額は次のとおりです。なお、下

記の額は会社役員の報酬等には含まれていません。

取締役              8 名     604　百万円

（うち社外取締役） (0)     　 (-) 

監査役              1 名      28　百万円

（うち社外監査役） (0)     　 (-) 

③当事業年度の監査報酬の内容

　        当社の新日本監査法人に対する公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額は、90百万円

です。

　上記以外の業務に基づく新日本監査法人に対する報酬の金額は、35百万円です。　 

 （株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況）　

(1) 株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取り組み状況

 株主総会招集通知の早期送達

状況

平成18年6月27日開催の第91回定時株主総会より招集通知の発送は３週間前

としています。また、平成19年6月28日開催の第92回定時株主総会から電磁的

方法による議決権の行使を採用し、平成20年６月26日開催の第93回定時株主

総会から㈱ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラット

フォームを利用できるようにしています。

 (2) ＩＲに関する活動状況

ＩＲに関する部署（担当者）

の設置状況など

ＩＲ・広報室を設置しています。また、アナリスト、機関投資家及び海外機関

投資家向けに定期的説明会を開催しています。

 (3) ステークホルダーの立場の尊重に係る取り組み状況

社内規程でのステークホル

ダーの立場尊重についての規

定状況

明文化した経営理念の中に、各ステークホルダーとの約束を大切にし実行す

ることで、ステークホルダーからの信頼に応えることを規定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の

実施状況

平成17年度から経営企画室にＣＳＲグループを設置し活動を推進していま

す。平成18年度からは地球環境保全に係る取り組みの充実強化のため、地球

環境室を設置し、平成19年度に環境への一貫した取り組みを強化するため、

地球環境室と安全環境室を統合し、環境安全部を設置しています。

ステークホルダーに対する情

報提供に係る方針等の策定状

況

公正・適時・公平な情報開示に努めることにより当社グループのステーク

ホルダーが当社グループに対する理解を深め、株主・投資家の適正な投資判

断に資することを目的に、「情報開示規程」を制定しています。また、ステー

クホルダーとの関わりについての記述を含む「出光グループＣＳＲレポー

ト」を年１回発行し、ステークホルダーとのコミュニケーションに活用して

います。

 （内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況）
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 内部統制システムについては、コンプライアンスの徹底による遵法経営、財務報告の信頼性の確保、業務の有効性

と効率性の追求等の観点から体制を整備するとともに、常に実効性あるものとすべく見直し・改善を加えていま

す。とりわけ、コンプライアンスについては、法令のみならず社会倫理・社内規程・契約を遵守する広義のものと位

置づけ、その遵守を最優先課題として取り組んでいます。こうした考え方に基づき、内部統制システムについて、環

境の変化等に鑑み、次のとおり見直し決議しました。

　取締役及び従業員の職務の執行

が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

① 取締役会は、「取締役会規程」に基づき、重要事項について決定するとと

もに、業務執行の監督にあたる。

② 「コンプライアンス規程」に基づき、「コンプライアンス委員会」を設置

し、コンプライアンス活動を推進する。

③ コンプライアンス行動指針等を定めた「コンプライアンスハンドブック」

を活用し、コンプライアンスを徹底する。

④ 社内・社外双方に受付窓口を開設した「コンプライアンス相談窓口」を活

用することにより、コンプライアンスに関する疑問点や問題点の解決の一助

とする。

⑤ 内部監査室は、各執行部門における業務の適法性、社内規程に基づく業務執

行の状況を確認するための監査をする。

　取締役の職務の執行に係る情報

の保存及び管理に関する体制

  職務の執行に係る情報については、「取締役会規程」、「文書取扱規程」、

「回議書取扱規程」その他社内規程に基づき、保存、管理する。

　損失の危険の管理に関する規程

その他の体制

① 「リスクマネジメント規程」に基づき、「リスクマネジメント委員会」を設

置し、リスクマネジメント活動を推進する。

② 「危機発生時の対応要綱」その他社内規程に基づき、万一重大な危機が発生

した場合にも迅速・的確に対応する。

③ 首都直下地震対策を手始めに新型インフルエンザ対策等の「事業継続計画

（BCP）」を策定し、全社を挙げてその実施及び維持管理に取り組む。

④ 各執行部門は、「自己管理規程」に基づき、業務上のリスクについて、自主点

検リスト等を活用した点検を行う。

⑤ 内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、各執行部門のリスク管理状況を

確認するための監査を行う。

　財務報告に係る内部統制

① 「財務報告に係る内部統制規程」に基づき、グループ全体の財務報告の信

頼性を確保するための体制を構築し、財務報告に係る内部統制の適切な整

備・運用を図る。

② 内部監査室は、定期的に、内部統制の有効性の評価及び必要な改善内容の評

価を行う。 
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　反社会勢力との関係遮断

① 暴力団、総会屋等の反社会的活動・暴力・不当な要求等をする人物及び団

体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

② 万一、反社会的勢力が攻撃してきた場合にも、これに屈せず断固として拒否

し、「反社会的勢力への対応要領」に従い、的確に対応する。 

　取締役の職務の執行が効率的に

行われることを確保するため

の体制

① 業務執行を効率的に行うため、執行役員を置く。

② 「職務権限規程」及び「業務執行規程」に基づき、取締役会、代表取締役及

び取締役の役割と権限を明確にする。 

③ グループ全体及び各執行部門の経営戦略及び経営課題の協議・検討を行う

機関として、社長を委員長とし、委員長が任命する委員からなる「経営委員

会」を設置し、原則月に２度開催する。

　会社並びにその親会社及び子会

社から成る企業集団における

業務の適正を確保するための

体制

① 「関係会社管理規程」に社長直轄の関係会社と主管部を定めた関係会社を

規定し、経営管理責任を明確にする。

② 「関係会社管理規程」に「関係会社との取引は原則として市場価格ベース

とする」旨の基本方針を規定し、利益相反の防止を図る。

③ 「関係会社管理規程」に関係会社取締役・監査役就任基準を規定し、当社の

取締役は原則として関係会社の取締役には就任しないものとする。

④ 内部監査室は、関係会社に対しても、「内部監査規程」に基づく監査を行う。

⑤ 関係会社の従業員にも、社内・社外双方に受付窓口を開設した「コンプライ

アンス相談窓口」の利用を認め、コンプライアンスに関する疑問点や問題点

の解決の一助とする。

　監査役がその職務を補助すべき

従業員を置くことを求めた場

合における当該従業員に関す

る体制

  監査役からの要請に基づき、監査役の職務を補助すべき従業員として、監査

役スタッフを配置する。

　前記の従業員の取締役からの独

立性に関する事項

① 監査役スタッフの人事異動・評価等の最終決定には監査役の同意を要する

こととし、それを人事部の内規として規定する。

② 「職務分掌規程」に監査役スタッフの職務を規定する。

　取締役及び従業員が監査役(監査

役会)に報告をするための体制

その他の監査役への報告に関

する体制

① 取締役、執行部門長及びコーポレートスタッフ部門長は、「業務執行規程」

に基づき、所定の事項を監査役に報告する。

② 内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、監査結果を監査役に報告する。

③ 「コンプライアンス委員会」は、「コンプライアンス相談窓口」の相談・対

応状況を定期的に監査役に報告する。

　その他監査役(監査役会)の監査

が実効的に行われることを確

保するための体制

① 代表取締役は、監査役と四半期に一度、定期的なミーティングを開催する。

② 内部監査室は、内部監査スケジュールや往査等に関して、監査役及び会計監

査人と緊密に調整、連携する。

 （その他）

 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会又は監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、必要があると判断したときは、会社法に基

づき、会計監査人の解任又は不再任の手続をとるものとします。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ています。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、みすず監査

法人及び監査法人不二会計事務所により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連

結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日か

ら平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けています。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しています。

　　前連結会計年度及び前事業年度　みすず監査法人及び監査法人不二会計事務所

　　当連結会計年度及び当事業年度　新日本監査法人
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　 前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  107,580   108,185  

２　受取手形及び売掛金 ※７  413,738   397,492  

３　有価証券 　  14,983   5,500  

４　たな卸資産 　  335,582   407,585  

５　繰延税金資産 　  14,663   16,362  

６　デリバティブ資産 　  1,720   613  

７　その他 　  126,960   159,263  

貸倒引当金 　  △1,318   △1,086  

流動資産合計 　  1,013,910 43.5  1,093,915 45.2

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物及び構築物 ※1,4  145,285   144,009  

(2) 油槽 ※1,4  16,610   17,953  

(3) 機械装置及び運搬具 ※1,4  233,036   236,427  

(4) 土地 ※1,5  622,355   621,905  

(5) 建設仮勘定 　  15,994   9,692  

(6) その他 ※４  10,413   11,748  

有形固定資産合計 　  1,043,697 44.7  1,041,736 43.1

２　無形固定資産 　       

(1) 鉱業権 　  12,839   12,791  

(2) のれん 　  6,697   6,067  

(3) その他 　  15,394   13,684  

無形固定資産合計 　  34,931 1.5  32,543 1.3

３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 ※1,2  156,667   149,023  

(2) 長期貸付金 　  8,063   7,422  

(3) 繰延税金資産 　  21,964   31,570  

(4) デリバティブ資産 　  4,256   5,307  

(5) その他 ※２  51,312   60,022  

貸倒引当金 　  △1,674   △1,484  

投資その他の資産合計 　  240,589 10.3  251,862 10.4

固定資産合計 　  1,319,218 56.5  1,326,142 54.8

資産合計 　  2,333,129 100.0  2,420,057 100.0
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　 　 前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 　  301,988   389,386  

２　短期借入金 ※１  329,813   296,786  

３　コマーシャル・ペーパー 　  －   49,982  

４　１年以内償還予定の社債 　  12,500   18,400  

５　未払金 　  291,621   254,172  

６　未払法人税等 　  28,919   26,438  

７　繰延税金負債 　  1,919   769  

８　賞与引当金 　  7,787   5,793  

９　デリバティブ負債 　  311   2,042  

10　その他 　  52,905   73,899  

流動負債合計 　  1,027,767 44.0  1,117,669 46.2

Ⅱ　固定負債 　       

１　社債 　  73,000   54,600  

２　長期借入金 ※１  418,982   438,546  

３　繰延税金負債 　  28,939   29,081  

４　再評価に係る繰延税金
負債 ※５  103,563   125,771  

５　退職給付引当金 　  58,715   49,200  

６　修繕引当金 　  26,983   26,378  

７  豪州石炭鉱山災害復旧
費用引当金 　  －   12,700  

８　その他 　  33,800   38,420  

固定負債合計 　  743,984 31.9  774,698 32.0

負債合計 　  1,771,752 75.9  1,892,368 78.2

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  108,606 4.7  108,606 4.5

２　資本剰余金 　  71,140 3.0  71,139 2.9

３　利益剰余金 　  185,379 8.0  182,686 7.6

４　自己株式 　  △101 △0.0  △118 △0.0

　　株主資本合計 　  365,025 15.7  362,313 15.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金 　  15,180 0.7  1,663 0.1

２　繰延ヘッジ損益 　  3,949 0.2  3,480 0.1

３　土地再評価差額金 ※５  146,734 6.2  121,848 5.0

４　為替換算調整勘定 　  1,896 0.1  6,750 0.3

　　評価・換算差額等合計 　  167,761 7.2  133,743 5.5

Ⅲ　少数株主持分 　  28,590 1.2  31,632 1.3

純資産合計 　  561,376 24.1  527,689 21.8

負債純資産合計 　  2,333,129 100.0  2,420,057 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  3,394,738 100.0  3,864,263 100.0

Ⅱ　売上原価 　  3,061,781 90.2  3,558,723 92.1

売上総利益 　  332,957 9.8  305,540 7.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　運賃 　 55,184   59,721   

２　人件費 　 38,764   40,451   

３　賞与引当金繰入額 　 5,716   4,131   

４　退職給付引当金繰入額 　 6,164   4,253   

５　賃借料 　 18,869   19,267   

６　減価償却費 　 10,148   11,477   

７　作業費 　 41,814   48,331   

８　その他 ※１ 53,482 230,144 6.8 62,014 249,649 6.5

営業利益 　  102,813 3.0  55,891 1.4

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 3,270   3,270   

２　受取配当金 　 4,820   5,636   

３　為替差益 　 8,333   6,051   

４　補助金収入 　 1,502   566   

５　持分法による投資利益 　 8,351   4,049   

６　匿名組合出資利益 　 125   2,551   

７　その他 　 2,087 28,491 0.9 2,980 25,105 0.7

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 17,399   16,026   

２　その他 　 6,368 23,767 0.7 4,275 20,301 0.5

経常利益 　  107,536 3.2  60,695 1.6
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※２ 5,250   10,411   

２　投資有価証券売却益 　 178   －   

３　関係会社株式売却益 　 119   222   

４　保険精算額 　 1,253   －   

５　事業移転利益 ※４ 219   －   

６　その他 　 634 7,656 0.2 1,284 11,919 0.3

Ⅶ　特別損失 　       

１　減損損失 ※５ 8,648   2,022   

２　固定資産売却損 ※３ 350   439   

３　固定資産除却損 　 5,360   10,109   

４　投資有価証券評価損 　 237   －   

５　関係会社整理損 　 874   －   

６　豪州石炭鉱山災害復旧費
用

　 －   12,700   

７　その他 　 920 16,390 0.5 2,544 27,816 0.7

税金等調整前当期純利
益

　  98,802 2.9  44,798 1.2

法人税、住民税及び事業
税

　 48,802   42,197   

法人税等調整額 　 5,333 54,136 1.6 △7,449 34,748 1.0

少数株主利益 　  3,074 0.1  5,212 0.1

当期純利益 　  41,591 1.2  4,837 0.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　 株主資本

　
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（百万円） 51,388 12,535 144,914 － 208,838

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 57,218 57,205   114,423

剰余金の配当（注）   △1,502  △1,502

当期純利益   41,591  41,591

連結範囲の変更   △457  △457

自己株式処分差益の増加  1,399   1,399

自己株式の取得    △108 △108

自己株式の処分  0  6 6

土地再評価差額金の取崩     833  833
株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）      

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

57,218 58,605 40,464 △101 156,186

平成19年３月31日　残高（百万円） 108,606 71,140 185,379 △101 365,025

　

　 評価・換算差額等

少数株主

持分
純資産合計

　

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日　残高（百万円） 16,599 － 147,799 △4,521 159,876 31,524 400,240

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       114,423

剰余金の配当（注）       △1,502

当期純利益       41,591

連結範囲の変更       △457

自己株式処分差益の増加       1,399

自己株式の取得       △108

自己株式の処分       6

土地再評価差額金の取崩   △833  △833  －

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△1,418 3,949 △231 6,417 8,717 △2,934 5,783

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△1,418 3,949 △1,064 6,417 7,884 △2,934 161,136

平成19年３月31日　残高（百万円） 15,180 3,949 146,734 1,896 167,761 28,590 561,376

 （注）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目です。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　 株主資本

　
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（百万円） 108,606 71,140 185,379 △101 365,025

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △8,997  △8,997

当期純利益   4,837  4,837

持分法の適用範囲の変更   513  513

自己株式の取得    △30 △30

自己株式の処分  △1  13 11

土地再評価差額金の取崩     953  953
株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）      

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ △1 △2,692 △16 △2,711

平成20年３月31日　残高（百万円） 108,606 71,139 182,686 △118 362,313
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　 評価・換算差額等

少数株主

持分
純資産合計

　

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日　残高（百万円） 15,180 3,949 146,734 1,896 167,761 28,590 561,376

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当       △8,997

当期純利益       4,837

持分法の適用範囲の変更       513

自己株式の取得       △30

自己株式の処分       11

土地再評価差額金の取崩   △953  △953  －

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△13,516 △469 △23,932 4,854 △33,064 3,042 △30,022

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△13,516 △469 △24,885 4,854 △34,018 3,042 △33,687

平成20年３月31日　残高（百万円） 1,663 3,480 121,848 6,750 133,743 31,632 527,689
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利
益

　 98,802 44,798

減価償却費 　 59,307 77,041

減損損失 　 8,648 2,022

のれん償却額 　 715 687

退職給付引当金の減少
額

　 △5,454 △9,422

修繕引当金の増減額 　 377 △605

受取利息及び受取配当
金

　 △8,091 △8,906

匿名組合出資利益 　 △125 △2,551

支払利息 　 17,399 16,026

保険精算額 　 △1,253 －

事業移転利益 　 △219 －

固定資産売却益 　 △5,250 △10,411

固定資産売却損 　 350 439

投資有価証券売却益 　 △178 －

投資有価証券評価損 　 237 －

関係会社株式売却益　 　 △119 △222

関係会社整理損 　 874 －

豪州石炭鉱山災害復旧
費用

　 － 12,700

売上債権の増減額 　 △79,719 16,407

たな卸資産の増加額 　 △15,791 △72,654

仕入債務の増加額 　 15,495 88,361

未払金の増減額 　 39,742 △35,428

その他 　 21,375 △9,805

小計 　 147,122 108,475

利息及び配当金の受取
額

　 8,373 13,865

利息の支払額 　 △18,851 △15,992

法人税等の支払額 　 △50,322 △46,414

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 86,322 59,934
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

有形固定資産の取得に
よる支出

　 △67,287 △76,066

有形固定資産の売却に
よる収入

　 7,867 16,054

無形固定資産の取得に
よる支出

　 △8,197 △7,734

投資有価証券の取得に
よる支出

　 △4,494 △12,994

投資有価証券の売却に
よる収入

　 272 64

貸付金の純増減額 　 13,448 △758

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の売却によ
る収入

　 － 204

その他 　 △4,703 2,782

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △63,094 △78,448

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入金の純増減額 　 △31,874 △22,638

コマーシャル・ペー
パーの純増減額

　 － 49,982

長期借入れによる収入 　 55,321 148,599

長期借入金の返済によ
る支出

　 △175,773 △139,717

社債の償還による支出 　 － △12,500

株式の発行による収入 　 113,563 －

自己株式の取得による
支出

　 △106 △29

自己株式の売却による
収入

　 6 11

配当金の支払額 　 △1,502 △8,997

少数株主への配当金支
払額

　 △8,111 △4,784

その他 　 11,225 △971

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △37,252 8,953
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 4,238 681

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少
額

　 △9,785 △8,879

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 132,747 122,564

Ⅶ　連結範囲の変更による現金
及び現金同等物の増減額

　 △397 －

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 122,564 113,685
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　　　55社

うち　国内会社　　　　　　26社

在外会社　　　　　　29社

(1) 連結子会社の数　　　　　　55社

うち　国内会社　　　　　　25社

在外会社　　　　　　30社
 　主要な連結子会社名は、「第１企業の

概況４．関係会社の状況」に記載して

いるため、省略しました。

　主要な連結子会社名は、「第１企業の

概況４．関係会社の状況」に記載して

いるため、省略しました。

 新規連結　１社

Idemitsu Lube(Singapore)  

Pte.Ltd.

新規連結　２社

Idemitsu E&P UK Ltd.

Boggabri Coal Pty Limited
 連結除外　９社

出光ガスアンドライフ㈱、　

アポロホームガス東北㈱、

アポロホームガス関東㈱、

アポロホームガス関西㈱、

アポロホームガス南九州㈱、

アポロホームガス中部㈱、

出光ホームガス機器㈱、

九州燃料㈱、㈱道東アポロ興発

  前連結会計年度まで持分法適用の非連

結子会社であった

Idemitsu Lube(Singapore)Pte.Ltd.は、重要性

の観点から当連結会計年度より連結の範

囲に含めました。

　また、出光ガスアンドライフ㈱は、平成

18年４月１日付で三菱商事㈱ＬＰガス部

門及び三菱液化ガス㈱と事業統合し、承

継会社としてアストモスエネルギー㈱を

設立しました。なお同社は共同支配企業

として関連会社となったため、連結の範

囲より除外しました。同社の子会社であ

る他８社は、関連会社の子会社となるた

め、連結の範囲から除外しました。

連結除外　２社

出光プラスチック㈱

高福化学工業股?有限公司

Idemitsu E&P UK Ltd. 、Boggabri Coal Pty

Limitedは当連結会計年度に設立したた

め、新規に連結の範囲に含めました。

　また、出光プラスチック㈱は清算したた

め、高福化学工業股?有限公司は当社の

保有株式を売却したため、連結の範囲か

ら除外しました。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　㈱アポロ２２、出光ファインオイル㈱、

沖縄アポロ㈱他

(2) 主要な非連結子会社の名称等

 　出光ファインオイル㈱、沖縄アポロ㈱

他

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社はいずれも小規模であ

り、合計の総資産・売上高・当期純損益

（持分相当額）・利益剰余金（持分相

当額）等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためです。

 （連結の範囲から除いた理由）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用会社の数　　　　15社

うち　非連結子会社　　　　４社

㈱出光プランテック北海道

㈱出光プランテック千葉

㈱出光プランテック愛知

㈱出光プランテック徳山

(1) 持分法適用会社の数　　　　15社

うち　非連結子会社　　　　４社

 同左

　

　

　

 うち　関連会社　　　　　　11社

出光クレジット㈱

北海道石油共同備蓄㈱

Apollo（Thailand）Co.,Ltd.

台化出光石油化学股?有限公司

㈱プライムポリマー

ＢＡＳＦ出光㈱

カルプ工業㈱

PIN Petroquimica S.A

ＰＳジャパン㈱

アストモスエネルギー㈱

Tarrawonga Coal Sales Pty Ltd

うち　関連会社　　　　　　11社

 同左

 ①新規持分法適用　２社

アストモスエネルギー㈱

Tarrawonga Coal Sales Pty Ltd

②持分法適用除外　１社

Idemitsu Lube（Singapore）

Pte.Ltd.

           ────────  

　

　

           ────────  

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社

（出光バルクターミナル㈱他）及び関

連会社（京葉シーバース㈱他）は、当期

純損益（持分相当額）及び利益剰余金

（持分相当額）等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外してい

ます。

(2)             同左

 (3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使用してい

ます。

(3) 　　　　　　同左

 (4)         ────────  (4) アストモスエネルギー㈱は、同社の子

会社に持分法を適用しているため、同子

会社の当期純損益（持分相当額）を同

社の損益に含めて計算しています。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

(1) 連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次の26社です。

　なお、これらの会社の決算日は全て12

月31日です。

(1) 連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次の27社です。

　なお、これらの会社の決算日は全て12

月31日です。
 Idemitsu International(Asia)

Pte.Ltd.・Idemitsu 

International(Europe)PLC

・Idemitsu Apollo Corporation

・Idemitsu Lubricants America 

Corporation・出光中華有限公司

・Asia Sunrise Co.Pte.Ltd.

・Idemitsu Australia Resources

Pty Ltd及びその子会社４社

・Apollo Resources Pty Ltd及びその子

会社２社・Idemitsu Boggabri 

Coal Pty Ltd・Idemitsu 

Chemicals Europe PLC

・Idemitsu Chemicals(M)Sdn.Bhd.

・Petrochemicals(Malaysia)Sdn.

Bhd.・Idemitsu SM(Malaysia)Sdn.

Bhd.・Idemitsu Chemicals 

Southeast Asia Pte.Ltd.

・Idemitsu Chemicals(HongKong)

Co.,Ltd.・高福化学工業股?有限公司

・Idemitsu Chemicals U.S.A.

Corporation・Idemitsu Petroleum 

Norge AS・Idemitsu Canada

Resources Ltd.・Idemitsu Lube

（Singapore）Pte.Ltd.

Idemitsu International(Asia)

Pte.Ltd.・Idemitsu 

International(Europe)PLC

・Idemitsu Apollo Corporation

・Idemitsu Lubricants America 

Corporation・出光中華有限公司

・Asia Sunrise Co.Pte.Ltd.

・Idemitsu Australia Resources

Pty Ltd及びその子会社７社

・Apollo Resources Pty Ltd

・Idemitsu Boggabri Coal Pty 

Ltd・Idemitsu Chemicals Europe 

PLC

・Idemitsu Chemicals(M)Sdn.Bhd.

・Petrochemicals(Malaysia)Sdn.

Bhd.・Idemitsu SM(Malaysia)Sdn.

Bhd.・Idemitsu Chemicals 

Southeast Asia Pte.Ltd.

・Idemitsu Chemicals(HongKong)

Co.,Ltd.・Idemitsu Chemicals 

U.S.A.Corporation・

Idemitsu Petroleum Norge AS・

Idemitsu E&P UK Ltd.・Idemitsu 

Canada Resources Ltd.・Idemitsu 

Lube（Singapore）Pte.Ltd.
 (2) 上記の会社については、連結子会社の

決算日現在の財務諸表を使用していま

す。

　ただし、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結財務諸表作成

上、必要な調整を行っています。

(2) 　　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

 満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用して

います。

満期保有目的の債券

同左

 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用し

ています。

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　時価法を採用しています。

　時価は、期末前1ヶ月の市場終値

の平均価額をもって算定し、評価

差額は全部純資産直入法により

処理しています。なお、時価と比

較する取得原価は主として移動

平均法により算定しています。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用

しています。

時価のないもの

同左

 匿名組合出資金

　組合の財産の持分相当額を計上

しています。

匿名組合出資金

同左

 ②　たな卸資産

　主として後入先出法による原価法

（一部低価法）を採用しています。

②　たな卸資産

同左

 ③　デリバティブ

　時価法を採用しています。

③　デリバティブ

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
 ①　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は、主とし

て定率法を採用しています。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用し、在外連結子会社は

主として定額法を採用しています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

①　有形固定資産

同左

 建物及び構築物　　　５～50年

油槽　　　　　　　　10～25年

機械装置及び運搬具　７～13年
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

      ────────  （会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、当連結

会計年度より、法人税法の改正（所得

税法等の一部を改正する法律（平成

19年３月30日　法律第６号）及び法人

税法施行令の一部を改正する政令

（平成19年３月30日　政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後

の法人税法に規定する減価償却方法

に変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合

と比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益はそれぞれ

1,228百万円減少しました。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しています。

      ────────  （追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、当連結

会計年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法

人税法に規定する減価償却方法の適

用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しています。

　この結果、従来の方法によった場合

と比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益はそれぞれ

8,742百万円減少しました。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しています。

 ②　無形固定資産

　定額法を採用しています。

　ただし、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

います。

②　無形固定資産

同左

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

　支出時に全額費用処理しています。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

 　　 ─────────
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については過去の貸倒実

績率を考慮して、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上して

います。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えて将来の支

給見込額のうち当期の負担額を計上

しています。

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職金支出に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上していま

す。

　なお、退職給付信託設定後の会計基

準変更時差異は、７年による均等額を

費用処理し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、発生の翌連結会計年度

より費用処理しています。

　過去勤務債務は、発生した連結会計

年度に一括費用処理しています。

③　退職給付引当金

　従業員の退職金支出に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上していま

す。

　なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により、発生の翌連結会計年度より費

用処理しています。

　過去勤務債務は、発生した連結会計

年度に一括費用処理しています。

 ④　修繕引当金

　将来の修繕費用の支出に備えるた

め、定期修繕を必要とする油槽及び機

械装置並びに船舶について将来発生

すると見積もられる点検修理費用の

うち、当連結会計年度の負担額を計上

しています。

④　修繕引当金

　　　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ⑤　役員退職慰労引当金

　当社において、将来の役員退職慰労

金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しています。

　なお、当社は、平成18年６月27日開催

の定時株主総会をもって役員退職慰

労金制度を廃止しました。これによ

り、同日以降、新たな役員退職慰労引

当金の繰入を行っていません。

⑤　役員退職慰労引当金

─────────

    （表示方法の変更）

　「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役

員退職慰労引当金等に関する監査上

の取扱い」（監査・保証実務委員会

報告42号　平成19年４月13日）の改正

で役員退職慰労金制度廃止の場合の

会計処理が新設されたことに伴い、当

連結会計年度より同取扱いを適用し

ています。

　当制度の廃止以前から在職している

役員に対する予定支給額1,271百万円

については「長期未払金」として固

定負債の「その他」に含めて計上し

ています。

 

 ⑥       ───────── ⑥　豪州石炭鉱山災害復旧費用引当金

　豪州石炭鉱山において平成20年１月

に発生した冠水被害に対する将来の

復旧費用の支出に備えるため、当連結

会計年度末における復旧費用負担見

込額を計上しています。

（追加情報）

　当社の連結子会社であるIdemitsu

Australia Resources Pty Ltdを通じて

85%の権益を保有する豪州エンシャ

ム石炭鉱山において、平成20年１月に

中央クイーンズランド地方で発生し

た集中豪雨による洪水のため、採掘場

が冠水する被害を受けました。このた

め、同鉱山の冠水被害に対する復旧工

事を実施しています。それを踏まえて

当該復旧に当たり、当社グループは当

連結会計年度末における復旧費用負

担見込額を豪州石炭鉱山災害復旧費

用引当金（12,700百万円）として計

上しています。

　なお、同鉱山には保険を付保してい

ますが、同冠水被害についての保険金

額は確定していません。

 

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

 69/144



項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (5) 重要なリース取引の処理方法

　当社及び国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっていま

す。

　在外連結子会社は、主として通常の売

買取引に準じた会計処理によっていま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　当社及び一部の連結子会社は主に金利

スワップ取引及び為替予約取引を対象

として、ヘッジ会計を採用しています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

同左

 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジを採用しています。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約、通貨オ

プション取引
外貨建債権債務

　 　

外貨建借入金
外貨建投資有価

証券
　 　
原油、石油製品ス

ワップ取引

先物取引 

原油及び石油

製品

　 　
金利スワップ、オ

プション取引
借入金

同左

 ③　ヘッジ方針

　当社及び一部の連結子会社は各社の

規程に基づきヘッジ対象に係る価格

変動リスク及び金利・為替変動リス

クをヘッジすることを目的として実

需の範囲でのみ実施しています。

　なお、金利スワップ取引及び為替予

約取引は取引数量を実需の範囲内に

限定しています。

③　ヘッジ方針

同左

　

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジの有効性評価は、ヘッジ手段

とヘッジ対象の対応関係を確認する

ことにより行っています。なお、ヘッ

ジ対象となる資産・負債又は予定取

引に関する重要な条件が同一であり、

ヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動又はキャッシュ・フロー変

動を相殺するものであることが事前

に想定される取引については、有効性

の判定を省略しています。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっています。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の処理の方法

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しています。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間又は20年間の均等償却を行って

います。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっています。

同左

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）　

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しています。

　従来の資本の部に相当する金額は528,836百万円です。

　なお、連結財務諸表規則の改正に伴い、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しています。

─────────

（企業結合に係る会計基準） 

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）を適用してい

ます。

─────────
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において「連結調整勘定」「営業権」と

して掲記していたものは、当連結会計年度より「のれん」

として表示しています。

（連結貸借対照表）

─────────

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の

「関係会社株式売却損」（当連結会計年度41百万円）は

金額的重要性が減ったため、特別損失の「その他」に含め

て表示しています。

（連結損益計算書）

　　前連結会計年度において区分掲記していた特別利益の

「投資有価証券売却益」（当連結会計年度28百万円）

及び特別損失の「投資有価証券評価損」（当連結会計

年度99百万円）は金額的重要性が減ったため、特別利益

及び特別損失の「その他」に含めて表示しています。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１．当連結会計年度より、「連結調整勘定」及び「営業

権」を「のれん」として表示したことに伴い、営業活動

によるキャッシュ・フローの「連結調整勘定償却額」

及び「営業権償却額」を「のれん償却額」として表示

しています。

　なお、前連結会計年度において、「営業権償却額」は営

業活動によるキャッシュ・フローの「減価償却費」に

519百万円含まれています。

２．前連結会計年度において区分掲記していた「営業活

動によるキャッシュ・フロー」の「関係会社株式売却

損」（当連結会計年度41百万円）は金額的重要性が

減ったため、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含めて表示しています。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前連結会計年度において区分掲記していた営業活動に

よるキャッシュ・フローの「投資有価証券売却益」

（当連結会計年度28百万円）及び「投資有価証券評価

損」（当連結会計年度99百万円）は金額的重要性が

減ったため、営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示しています。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。

(1) 工場財団抵当                       （百万円） (1) 工場財団抵当                        （百万円）

建物及び構築物 82,353

油槽 13,663

機械装置及び運搬具 139,253

土地 582,522

小計 817,791

建物及び構築物 68,630

油槽 15,646

機械装置及び運搬具 129,545

土地 472,113

小計 685,934

(2) その他担保                         （百万円）

投資有価証券 255

小計 255

合計 818,046

　担保付債務は次のとおりです。       （百万円）

長期借入金（含む１年以内返済） 408,206

(2) その他担保                          （百万円）

投資有価証券 247

小計 247

合計 686,181

　担保付債務は次のとおりです。        （百万円）

長期借入金（含む１年以内返済） 358,811

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりです。

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりです。

　   （百万円）

投資有価証券（株式） 77,521

出資金 959

 なお上記の内、共同支配企業に対するものは次のとお

 りです。

投資有価証券（株式） 5,188

　   （百万円）

投資有価証券（株式） 77,119

出資金 1,305

 なお上記の内、共同支配企業に対するものは次のとお

 りです。

投資有価証券（株式） 5,188

　３　偶発債務

　連結会社以外の下記会社等の金融機関等からの借入

等に対し、債務保証又は経営指導念書の差入れを行っ

ています。

　３　偶発債務

　連結会社以外の下記会社等の金融機関等からの借入

等に対し、債務保証又は経営指導念書の差入れを行っ

ています。

(1) 債務保証 (1) 債務保証

保証先 （百万円）

従業員 3,980

徳山ポリプロ㈱ 2,222

天津出光潤滑油有限公司 1,024

(4,600千US$,31,000

千人民元)　

九州液化瓦斯福島基地㈱ 925

PT.Idemitsu Lube 

Techno (Indonesia)

747

    (6,277千US$)

その他 261

(4,030千RM,800千US$,

     4,348千INRを含む)

合計 9,161

保証先 （百万円）

従業員 3,219

徳山ポリプロ㈱ 1,797

出光潤滑油(中国)有限公

司（旧天津出光潤滑油有

限公司)

967

(6,000千US$,25,000

千人民元)

PT.Idemitsu Lube 

Techno (Indonesia)

544

    (5,380千US$)

その他 789

(10,254千RM,17,000千人

民元,700千US$,18,500千

INRを含む)

合計 7,318
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(2) 経営指導念書 (2) 経営指導念書

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 1,839

ひびき灘開発㈱ 1,063

合計 2,903

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 954

ひびき灘開発㈱ 846

合計 1,801

※４　減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、1,753,554百万円

です。

※４　減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、1,808,814百万円

です。

※５　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　法

律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日　法律第19号）に基

づき、当社の事業用の土地の再評価を行い、当該再評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に、これを控除した額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

※５　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　法

律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日　法律第19号）に基

づき、当社の事業用の土地の再評価を行い、当該再評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に、これを控除した額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日　政令第119

号）第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、第４号に定める地

価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額に合理的な調整を

行って算定する方法、及び第５号に

定める不動産鑑定士の鑑定評価に

よって算出しています。

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日　政令第119

号）第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、第４号に定める地

価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額に合理的な調整を

行って算定する方法、及び第５号に

定める不動産鑑定士の鑑定評価に

よって算出しています。

再評価を行った年月日…平成14年３月31日 再評価を行った年月日…平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

       △135,776百万円

再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

       　       △128,648百万円

　６　特定融資枠契約

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、主要取引銀行７行で作られるシンジケート団と特

定融資枠契約を締結しています。当該契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

　６　特定融資枠契約

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、主要取引銀行７行で作られるシンジケート団と特

定融資枠契約を締結しています。当該契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

　 （百万円）

特定融資枠の総額 130,000

借入実行残高 －

差引 130,000

　 （百万円）

特定融資枠の総額 130,000

借入実行残高 －

差引 130,000
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※７　連結会計年度末日満期手形  

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしています。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれています。

　受取手形　　　　　　 　630百万円

※７　連結会計年度末日満期手形  

────────  
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　研究開発費の総額は、13,907百万円です。 ※１　研究開発費の総額は、15,492百万円です。

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

　 （百万円） 

土地（ＳＳ跡地等） 666

建物等

船舶

225

4,358

計 5,250

　 （百万円） 

土地（ＳＳ跡地等） 1,455

建物等

船舶

227

8,729

計 10,411

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりです。 ※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりです。

　 （百万円） 

土地（ＳＳ跡地等） 282

建物等 67

計 350

　 （百万円） 

土地（ＳＳ跡地等） 347

建物等 92

計 439

 ※４　在外連結子会社１社のポリオレフィン事業を移転し

　　 たことにより発生したものです。

 

 ※４　　　　　　　　──────── 
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※５　減損損失

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループと減損損

失の金額及び主な資産の種類ごとの当該金額

※５　減損損失

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループと減損損

失の金額及び主な資産の種類ごとの当該金額

用途 場所
減損損失額
（百万円）

（遊休資産）

製油所
兵庫製油所跡地
（兵庫県姫路市）

土地   
　　　

2,369

　  

計
      

2,369

ＳＳ
徳山ＳＳ
（山口県周南市）
他105件

土地
     

1,544

建物他
   

1,030

計
       

2,575

油槽所他
松山油槽所跡地他
（愛媛県伊予郡）

土地   2,474

建物他
   

1,227

計 3,702

用途 場所
減損損失額
（百万円）

（遊休資産）

製油所
兵庫製油所跡地他
（兵庫県姫路市）

土地   
　　　

502

建物他 2

計
      

505

ＳＳ
呉中央ＳＳ
（広島県呉市）
他30件

土地
     

162

建物他
   

475

計
       

637

油槽所他
八戸ＬＰガス施設跡
地他
（青森県八戸市）

土地   399

建物他
   

481

計 880

(2) 減損損失の認識に至った経緯について

　当社グループは、これまで収益力強化と資産効率向

上のために、供給面においては製油所の閉鎖、他社と

の物流協力による油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。

　これにより生じた遊休資産については、今後の使用

見込みがなく、土地の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を正味売却価額まで減額しました。

　以上の認識に基づく帳簿価額の減少額8,648百万円を

減損損失として特別損失に計上しました。

(2) 減損損失の認識に至った経緯について

　当社グループは、これまで収益力強化と資産効率向

上のために、供給面においては製油所の閉鎖、他社と

の物流協力による油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。

　これにより生じた遊休資産については、今後の使用

見込みがなく、土地の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を正味売却価額まで減額しました。

　以上の認識に基づく帳簿価額の減少額2,022百万円を

減損損失として特別損失に計上しました。

(3) 資産をグルーピングした方法

　遊休資産については、個別に取り扱いました。

　資産のグルーピングは、事業の種類別セグメントを

基本にして行い、賃貸ビル他については、継続的な収

支の把握単位である一棟もしくは一施設単位にてグ

ルーピングしました。

(3) 資産をグルーピングした方法

　　　　　　　　　　同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4) 回収可能価額の算定方法

　遊休資産の回収可能価額は、土地の正味売却価額に

より測定しており、重要性の高い資産（製油所等）に

ついては、不動産鑑定評価基準に基づいた評価額を基

準としました。その他の遊休土地については、路線価

及び固定資産税評価額を基準とした評価額により測

定しました。

(4) 回収可能価額の算定方法

　　　　　　　　　　同左
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注１、２） 27,321,500 12,678,500 － 40,000,000

合計 27,321,500 12,678,500 － 40,000,000

自己株式     

普通株式（注３） － 9,257 560 8,697

合計 － 9,257 560 8,697

（注）１．普通株式の発行済株式の増加のうち11,521千株は一般募集増資によるものです。

２．普通株式の発行済株式の増加のうち1,157千株は第三者割当増資によるものです。

３．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買増請

求による減少分です。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,502 55.00 平成18年３月31日 平成18年６月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月８日

取締役会
普通株式 5,998  利益剰余金 150.00 平成19年３月31日 平成19年６月７日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 40,000,000 － － 40,000,000

合計 40,000,000 － － 40,000,000

自己株式     

普通株式（注） 8,697 2,173 1,110 9,760

合計 8,697 2,173 1,110 9,760

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買　　　増請

求による減少分です。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月８日

取締役会
普通株式 5,998 150.00 平成19年３月31日 平成19年６月７日
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月６日

取締役会
普通株式 2,999 75.00 平成20年９月30日 平成19年12月７日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月２日

取締役会
普通株式 2,999  利益剰余金 75.00 平成20年３月31日 平成20年６月５日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 107,580

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
14,983

現金及び現金同等物 122,564

　 （百万円）

現金及び預金勘定 108,185

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
5,500

現金及び現金同等物 113,685
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側）

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

 額及び期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

 額及び期末残高相当額

　 　
取得価額

相当額
　

減価償却

累計額相

当額

　
期末残高

相当額

　 　 (百万円)　 (百万円)　 (百万円)

機械装置及び

運搬具
 10,934  6,257  4,676

工具器具備品  10,069  5,489  4,580

その他  954  329  625

合計  21,958  12,076  9,882

　 　
取得価額

相当額
　

減価償却

累計額相

当額

　
期末残高

相当額

　 　 (百万円)　 (百万円)　 (百万円)

機械装置及び

運搬具
 9,831  5,535  4,295

工具器具備品  10,285  4,934  5,350

その他  982  373  609

合計  21,099  10,843  10,255

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

　 (百万円)

１年内 7,347

１年超 14,023

合計 21,371

　 (百万円)

１年内 6,982

１年超 13,128

合計 20,110

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

 額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

 額

　 (百万円)

支払リース料 4,463

減価償却費相当額 4,156

支払利息相当額 286

　 (百万円)

支払リース料 4,417

減価償却費相当額 4,118

支払利息相当額 294

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっています。

(5)利息相当額の算定方法

同左

　 　

 （貸主側） （貸主側）

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

　 (百万円)

１年内 4,142

１年超 8,177

合計 12,320

　 (百万円)

１年内 3,727

１年超 6,690

合計 10,418

（注）  上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額です。

　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の条件

で第三者にリースしているので、ほぼ同額の残高が

上記の借主側の未経過リース料期末残高相当額に

含まれています。

（注）　　　　　　　　  同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

　───────────── 未経過リース料期末残高相当額

 　 (百万円)

１年内 6

１年超 70

合計 76
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 34,492 59,230 24,737

(2）債券 － － －

小計 34,492 59,230 24,737

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 7,173 6,588 △585

(2）債券 － － －

小計 7,173 6,588 △585

合計 41,665 65,818 24,152

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

272 178 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 14,983

国債・地方債 100

(2) その他有価証券  

非上場株式 5,807

投資事業有限責任組合出資金 7,420

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券     

コマーシャルペーパー 14,983 － － －

国債・地方債 22 63 15 －

合計 15,005 63 15 －

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 13,411 24,668 11,257

(2）債券 － － －

小計 13,411 24,668 11,257
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　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 25,936 18,314 △7,621

(2）債券 － － －

小計 25,936 18,314 △7,621

合計 39,347 42,982 3,635

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

64 28 259

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券  

国債・地方債 85

(2) その他有価証券  

譲渡性預金 5,500

非上場株式 18,863

投資事業有限責任組合出資金 9,971

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券     

譲渡性預金 5,500 － － －

国債・地方債 21 63 － －

合計 5,521 63 － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 取引の内容

　当社グループ（当社及び当社の子会社）の利用してい

るデリバティブ取引は、為替予約、通貨オプション、金利

スワップ、金利オプション、原油・石油製品スワップ及

び先物取引です。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

　当社グループが行うデリバティブ取引は、実需に伴う

取引に限定して実施しており、収益確保を目的とした投

機的取引は行っていません。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

　当社グループのデリバティブ取引は、業務上発生する

為替変動リスク・金利変動リスク・原油及び石油製品

価格変動リスクをヘッジする目的で利用しています。ま

た、当社及び連結子会社はヘッジ会計を採用していま

す。

(3) 取引の利用目的

同左

・ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジを採用しています。

・ヘッジ会計の方法

同左

・ヘッジ手段とヘッジ対象 ・ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

為替予約、通貨オプ

ション取引

　 外貨建債権債務

外貨建借入金 　 外貨建投資有価証券

原油、石油製品スワッ

プ取引

先物取引

　 原油及び石油製品

金利スワップ、オプ

ション取引

　 借入金

 

・ヘッジ方針

　ヘッジ対象に係る価格変動リスク及び金利変動リス

クをヘッジすることを目的として実需の範囲でのみ

実施しています。

・ヘッジ方針

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

　デリバティブ取引は、為替・金利・商品の市場リスク

を負っているが、これらの取引は貸借対照表上の資産及

び負債の市場リスクを効果的に相殺しており、全体とし

て市場リスク軽減に寄与しています。また、デリバティ

ブ取引の相手先は、信用力の高い大手金融機関、商社等

に限定しているため、信用リスクはほとんどありませ

ん。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5) 取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の利用目的、取組方針、取引に係る権

限及び手続、報告体制等を定めた社内規程を取締役会承

認のもとに定めています。取引の執行及び管理は、為替

・金利関連については経理部が、商品関連については海

外部・需給部等の担当部が、それぞれ執行と管理の部署

を分けて行っています。また、内部統制の観点から取引

及び管理の状況を定期的に取締役会に報告しています。

連結子会社についても、社内管理規程に基づいて取引の

執行と管理を行っています。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

　「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、

この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。デリバティブ取引における時

価又は評価損益は、期末日時点の市場から妥当と判断で

きるデリバティブの評価額であって、将来受払いする実

際の金額や損益を表わすものではありません。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

区分
対象物
の種類

取引の種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取

引以外

の取引

通貨 為替予約取引         

　 売建米ドル 20,260 － 20,171 88 23,507 － 23,218 288

　 買建米ドル 101,934 － 102,255 320 134,433 － 134,103 △330

　 オプション取引         

　
買建米ドル

プット
946 － 7 7 514 － 14 14

 
 

商品 

 

先物取引等
        

 　 　売建 3,002 － 3,192 △190 － － － －

 　 　買建 2,469 － 2,656 186 － － － －

 　 オプション取引         

 　
買建原油

プット
－ － － － 103 － 0 0

　１．時価の算定方法

先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。

　３．上記評価損益は連結損益計算書に計上されています。

　４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジする目的で実

需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として出光企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けて

います。

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1) 退職給付債務（百万円） △131,789 △125,093

(2) 年金資産(百万円） 71,919 67,246

(3) 未積立退職給付債務（(1)＋(2)）（百万円） △59,869 △57,847

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） 1,154 8,646

(5) 退職給付引当金（(3)＋(4)）（百万円） △58,715 △49,200

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在） 　

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

　（注）　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用しています。

　 　（注）　　　　　　　　同左

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 勤務費用（百万円） 3,446 3,080

(2) 利息費用（百万円） 3,323 3,171

(3) 期待運用収益（百万円） △1,794 △2,267

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 5,346 －

(5) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 1,532 1,530

(6) 退職金制度改定に伴う過去勤務債務の償却額（百

万円）
△2,470 966

(7) 退職給付費用（百万円）

（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)）
9,384 6,481

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在） 　

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「(1）勤務費用」に計上しています。

　 　（注）　　　　　　　　同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2) 割引率（％） 2.50 同左

(3) 期待運用収益率（％） 4.11 0.60～4.30

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 10 同左

(5) 会計基準変更時差異の処理年数（年） 7 －
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日） 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

（繰延税金資産） 　  　 　 　  　

退職給付引当金 　 27,463百万円　 　 23,888百万円

固定資産の減損損失 　 18,740　 　 　 16,705　

修繕引当金 　 9,752　 　 　 9,149　

販売価格見積計上 　 4,085　 　 　 5,769　

繰延ヘッジ損失 　 3,659　 　 　 5,717　

ソフトウェア 　 4,088　 　 　 5,569　

税務上の繰越欠損金 　 1,639　 　 　 3,837　

その他有価証券評価差額金 　 －　 　 　 3,770　

賞与引当金 　 3,021　 　 　 2,359　

投資にかかる税効果 　 3,346　 　 　 2,291　

貸倒引当金 　 1,036　 　 　 1,680　

事業税未払計上 　 1,707　 　 　 448　

その他 　 4,873　 　 　 11,573　

繰延税金資産小計 　 83,415　 　 　 92,759　

評価性引当額 　 △7,813　 　 　 △8,792　

繰延税金資産合計 　 75,602　 　 　 83,967　

（繰延税金負債） 　  　 　 　  　

海外における開発費特別償却等 　 △24,132百万円　 　 △26,854百万円

固定資産圧縮積立金等 　 △21,145　 　 　 △19,988　

繰延ヘッジ利益 　 △6,116　 　 　 △8,071　

その他有価証券評価差額金 　 △10,065　 　 　 △4,580　

海外投資等損失準備金 　 △435　 　 　 △555　

その他 　 △7,938　 　 　 △5,834　

繰延税金負債合計 　 △69,834　 　 　 △65,885　

繰延税金資産の純額 　 5,768　 　 　 18,082　

　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

ます。

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日） 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 　 14,663百万円　 　 16,362百万円

固定資産－繰延税金資産 　 21,964　 　 　 31,570　

流動負債－繰延税金負債 　 △1,919　 　 　 △769　

固定負債－繰延税金負債 　 △28,939　 　 　 △29,081　

　 　上記以外に土地再評価に係

る繰延税金負債が103,563百万

円計上されています。

　 　上記以外に土地再評価に係

る繰延税金負債が125,771百万

円計上されています。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日） 　 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

国内の法定実効税率 　 40.69％ 　 国内の法定実効税率 　 40.69％

（調整） 　  　 　 （調整） 　  　

在外子会社の税率差異 　 12.52　 　 在外子会社の税率差異 　 30.84　

交際費等永久に損金算

入されない項目

　 0.18　 　 交際費等永久に損金算

入されない項目

　 4.80　

評価性引当額 　 2.67　 　 評価性引当額 　 3.47　

在外子会社からの配当

等

　 1.14　 　 在外子会社からの配当

等

　 1.05　

外国税額控除等 　 △0.94　 　 外国税額控除等 　 △2.84　

過年度法人税還付 　 △1.42　 　 過年度法人税還付 　 －　
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前連結会計年度

（平成19年３月31日） 　 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

その他 　 △0.06　 　 その他 　 △0.45　

税効果会計適用後の法人

税等の負担率
　 54.79　 　

税効果会計適用後の法人

税等の負担率
　 77.57　
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  当社の子会社であった出光ガスアンドライフ㈱は、平成

18年４月１日付で三菱商事㈱ＬＰガス部門及び三菱液化ガ

ス㈱と次のとおり事業統合を行い、出光ガスアンドライフ

㈱は消滅し、合併会社のアストモスエネルギー㈱に事業を

引継ぎました。

　１．企業再編の概要

　 (1) 事業統合を行った事業の内容及び主な理由

　　     当社及び三菱商事㈱は、両グループのＬＰガス　　　

　　　 事業を輸入・トレーディング、国内物流、販売の

　　　 全ての面で統合しました。これにより事業規模を

       拡大し、シナジー効果を発揮して事業価値の最大

       化を図ります。

 　(2) 企業結合の概要 　

　　   ①三菱商事㈱のＬＰガス事業部門を会社分割し、 

         三菱液化ガス㈱に承継させました。

　     ②三菱液化ガス㈱を存続会社、出光ガスアンドラ

         イフ㈱を消滅会社として、両社が合併しまし

         た。

   (3) 統合日（会社分割日及び合併日）

　　     平成18年４月１日

   (4) 合併会社の名称

  　     アストモスエネルギー株式会社（当社の出資比

       率は51%）

　２．実施した会計処理の概要

　 (1) 個別財務諸表上の会計処理

　　　　 アストモスエネルギー㈱株式の取得原価は、移

       転直前の出光ガスアンドライフ㈱株式の帳簿価額

       に基づいて算定しており、個別財務財務諸表への

       交換損益計上はありません。

　 (2) 連結財務諸表上の会計処理

　　　　 連結財務諸表上、これまで連結していた出光ガ

       スアンドライフ㈱については、共同支配企業（ア

       ストモスエネルギー㈱）の形成時点の持分法によ

       る投資評価額にて共同支配企業へ振替処理し、持

       分法に準じた処理方法を適用します。

 　

────────   
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  (3) 共同支配企業の形成と判定した理由

　　  「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

      する適用指針」第175項に示されている以下の４

      つの判定要件を満たすため、共同支配企業の形成

      と判定しています。

　　   ①共同支配投資企業となる投資企業は、複数の独

         立した企業（当社及び三菱商事㈱）から構成さ

         れていること。

　　   ②共同支配投資企業となる投資企業（当社及び三

         菱商事㈱）が共同支配となる契約等を締結して

         いること。

　　   ③企業結合に際して支払われた対価のすべてが、

         議決権のある株式であること。

　　   ④①から③以外に支配関係を示す一定の事実が存

         在しないこと。 

 

  ３．出光ガスアンドライフ㈱が属していた事業区分の

      名称

　　　　出光ガスアンドライフ㈱は従来石油製品セグメ 

      ントに属していました。

　４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されてい

      るアストモスエネルギー㈱に係る損益の概算額

　      当連結損益計算書に計上した

        持分法による投資利益　　       1,280百万円  
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
石油製品
（百万円）

石油化学
製品
（百万円）

石油開発
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上

高
2,535,934 622,823 87,196 148,784 3,394,738 － 3,394,738

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
3,389 1,649 － 8,235 13,274 (13,274) －

計 2,539,323 624,473 87,196 157,019 3,408,013 (13,274) 3,394,738

営業費用 2,521,582 580,200 50,341 153,131 3,305,256 (13,331) 3,291,925

営業利益 17,741 44,272 36,854 3,888 102,756 56 102,813

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
       

資産 1,562,188 449,645 116,668 153,047 2,281,550 51,578 2,333,129

減価償却費 31,427 14,199 10,669 3,127 59,424 (116) 59,307

減損損失 6,888 － － 1,759 8,648 － 8,648

資本的支出 47,768 14,098 13,234 11,774 86,876 － 86,876

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容

(1) 石油製品　　　：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等

(2) 石油化学製品　：エチレン等石油化学製品

(3) 石油開発　　　：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売

(4) その他　　　　：石炭事業、ＳＳ関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、110,212百万円であり、その主なものは、当社が

保有する現預金等の全社に係る共有資産です。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
石油製品
（百万円）

石油化学
製品
（百万円）

石油開発
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上

高
2,886,212 709,132 105,801 163,116 3,864,263 － 3,864,263

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
3,030 1,834 － 8,665 13,531 (13,531) －

計 2,889,243 710,967 105,801 171,782 3,877,794 (13,531) 3,864,263

営業費用 2,897,087 692,301 62,522 170,036 3,821,947 (13,575) 3,808,372

営業利益又は営業損失

　　　　　　（△）
△7,843 18,665 43,279 1,745 55,847 44 55,891

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
       

資産 1,663,457 413,812 140,045 163,927 2,381,242 38,815 2,420,057

減価償却費 39,999 16,050 16,917 4,111 77,077 (36) 77,041

減損損失 1,593 423 － 5 2,022 － 2,022
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石油製品
（百万円）

石油化学
製品
（百万円）

石油開発
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

資本的支出 49,003 10,842 17,492 4,122 81,460 － 81,460

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容

(1) 石油製品　　　：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等

(2) 石油化学製品　：エチレン等石油化学製品

(3) 石油開発　　　：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売

(4) その他　　　　：石炭事業、ＳＳ関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、104,786百万円であり、その主なものは、当社が

保有する現預金等の全社に係る共有資産です。

４．会計処理方法の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．(2)①」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人

税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平成19年３月30日　法律第６号）及び法人税法施行令の一部

を改正する政令（平成19年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に規定する減価償却方法に変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業費用は石油製品部門で944百万円、石油化学製品部門で252

百万円、石油開発部門で0百万円、その他部門で30百万円それぞれ増加し、営業利益又は営業損失は同額減少又

は増加しました。

５．追加情報

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．(2)①」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人

税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に規定する

減価償却方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業費用は石油製品部門で6,839百万円、石油化学製品部門で

1,861百万円、石油開発部門で0百万円、その他部門で41百万円それぞれ増加し、営業利益又は営業損失は同額減

少又は増加しました。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計と全セグメントの資産の金額の合計に占める日本の割合が、いずれの連結会計

年度も90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
日本

（百万円）

アジア・オ

セアニア

（百万円）

欧州

（百万円）

その他地域

（百万円）

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

 Ⅰ．売上高及び営業損益        

 　　売上高        

 (1)外部顧客に対する売上高 3,591,132 149,882 108,528 14,720 3,864,263 － 3,864,263

 (2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高
17,002 62,501 118 3,252 82,875 (82,875) －

 　　　　　　計 3,608,134 212,383 108,647 17,973 3,947,138 (82,875) 3,864,263

 　　営業費用 3,602,898 207,397 64,602 16,677 3,891,575 (83,203) 3,808,372

 　　営業利益 5,236 4,985 44,045 1,295 55,563 327 55,891

 Ⅱ．資産 2,127,704 127,645 119,403 18,955 2,393,708 26,348 2,420,057

　

 (注)  国又は地域の区分方法及び各区分に属する主な国又は地域

１．国又は地域の区分の方法　　　　　　　　 地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域　　　　　 アジア・オセアニア ： シンガポール・マレーシア・香港・

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オーストラリア

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欧　　　　　　　州 ： 英国・ノルウェー

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そ  の  他  地  域 ： 米国・カナダ等

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、104,786百万円であり、その主なものは、

    当社が保有する現預金等の全社に係る共有資産です。　　　　　　　　
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４．会計処理方法の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．(2)①」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人

税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平成19年３月30日　法律第６号）及び法人税法施行令の一部

を改正する政令（平成19年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に規定する減価償却方法に変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、「日本」の営業費用は1,228百万円増加し、営業利益は同額減少

しました。

５．追加情報

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．(2)①」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人

税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に規定する

減価償却方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、「日本」の営業費用は8,742百万円増加し、営業利益は同額減少

しました。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　海外売上高の合計が、いずれの連結会計年度も連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略してい

ます。
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（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額     13,322円56銭

１株当たり当期純利益      1,268円61銭

１株当たり純資産額       12,404円45銭

１株当たり当期純利益          120円98銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していません。

　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益  (百万円) 41,591 4,837

普通株主に帰属しない金額  (百万円)  　　　　　　　　   　  －  　　　　　　　　   　  －

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 41,591 4,837

期中平均株式数  （千株） 32,784 39,989
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　     ─────────　　

 

　　　　　　　     ─────────　　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

出光興産（株） 第４回国内無担保社債
平成15年

９月30日

10,000

 

10,000

(10,000)
1.04 なし

平成20年

９月30日

出光興産（株） 第６回国内無担保社債
平成15年

12月30日

8,400

 

8,400

(8,400)
1.51 なし

平成20年

12月30日

出光興産（株） 第７回国内無担保社債
平成17年

３月31日
11,500 11,500 0.99 なし

平成22年

３月31日

出光興産（株） 第８回国内無担保社債
平成17年

３月31日
24,000 24,000 1.04 なし

平成22年

３月31日

出光興産（株） 第９回国内無担保社債
平成17年

３月31日
12,500 12,500 1.19 なし

平成22年

３月31日

出光興産（株） 第10回国内無担保社債
平成17年

９月30日
6,600 6,600 1.11 なし

平成22年

９月30日

合計 － － 73,000
73,000

(18,400)
－ － －

（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額です。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりです。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

18,400 48,000 6,600 － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 217,362 195,567 1.09 －

１年以内返済予定の長期借入金 112,450 101,218 1.95 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内返済予定のものを除く） 418,982 438,546 1.57 平成21年～30年

リース債務（１年以内返済予定のものを除く） － － － －

その他の有利子負債

　コマーシャルペーパー（１年以内返済予定）
－ 49,982 0.78  － 

合計 748,795 785,314 － －

　（注）１．平均利率は、当連結会計年度末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．長期借入金（１年以内返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 118,699 124,554 54,299 79,124

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  58,921   59,610  

２　受取手形 ※７  870   546  

３　売掛金 ※５  375,559   360,573  

４　有価証券 　  14,983   －  

５　製品・商品 　  94,238   85,748  

６　半製品 　  53,448   48,321  

７　原油 　  55,436   44,033  

８　原材料 　  1,516   1,555  

９　未着商品及び未着原油 　  84,385   180,129  

10　貯蔵品 　  19,974   24,839  

11　前渡金 　  243   127  

12　前払費用 　  1,417   1,595  

13　短期貸付金 　  395   387  

14　関係会社短期貸付金 ※５　  31,078   32,559  

15　未収入金 ※５  80,588   103,060  

16　繰延税金資産 　  13,627   15,210  

17  その他 　  8,954   15,017  

  貸倒引当金 　  △1,660   △3,166  

流動資産合計 　  893,980 42.4  970,149 44.6
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物 ※1,4  63,627   60,472  

(2) 構築物 ※1,4  63,715   64,192  

(3) 油槽 ※1,4  16,610   17,953  

(4) 機械装置 ※1,4  155,015   143,810  

(5) 車両運搬具 ※1,4  714   668  

(6) 工具器具備品 ※1,4  4,701   4,996  

(7) 土地 ※1,2  625,102   624,726  

(8) 建設仮勘定 　  6,459   8,215  

有形固定資産合計 　  935,948 44.3  925,037 42.5

２　無形固定資産 　       

(1) 特許権 　  1,272   975  

(2) 借地権 　  8,753   8,822  

(3) 商標権 　  92   73  

(4) 意匠権 　  65   52  

(5) ソフトウェア 　  513   339  

(6) その他 　  349   314  

無形固定資産合計 　  11,047 0.5  10,578 0.5

 

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

101/144



　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 ※１  78,932   71,741  

(2) 関係会社株式 　  124,573   126,345  

(3) 出資金 　  334   334  

(4) 関係会社出資金 　  959   1,305  

(5) 長期貸付金 　  2,445   2,056  

(6) 従業員貸付金 　  13   8  

(7) 関係会社長期貸付金 　  9,714   10,595  

(8) 破産更生債権等 　  2,151   1,636  

(9) 長期前払費用 　  9,329   9,580  

(10) 差入保証金 　  19,157   18,555  

(11) 繰延税金資産 　  18,423   24,657  

(12) デリバティブ資産 　  4,256   5,307  

(13) その他 　  564   434  

貸倒引当金 　  △1,358   △871  

投資その他の資産合計 　  269,499 12.8  271,689 12.4

固定資産合計 　  1,216,494 57.6  1,207,304 55.4

資産合計 　  2,110,475 100.0  2,177,453 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 　  264,946   353,226  

２　短期借入金 　  200,288   179,634  

３　１年以内償還予定の社債 　  12,500   18,400  

４　１年以内返済予定の長期
借入金 

※１  110,872   99,792  

５　コマーシャルペーパー 　  －   49,982  

６　未払金 　  294,332   260,904  

７　未払費用 　  3,726   3,511  

８　未払法人税等 　  11,977   1,094  

９　未払消費税等 　  4,743   5,019  

10　前受金 　  13,145   15,794  

11　預り金 ※５　  40,101   42,698  

12　賞与引当金 　  6,465   4,488  

13　デリバティブ負債 　  311   1,919  

14　その他 　  2,672   18,700  

流動負債合計 　  966,082 45.8  1,055,165 48.5

Ⅱ　固定負債 　       

１　社債 　  73,000   54,600  

２　長期借入金 ※１  412,778   434,007  

３　再評価に係る繰延税金負
債

※２  103,563   125,771  

４　退職給付引当金 　  57,652   48,169  

５　修繕引当金 　  26,135   25,586  

６　その他 　  18,839   20,416  

固定負債合計 　  691,969 32.8  708,549 32.5

負債合計 　  1,658,052 78.6  1,763,714 81.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  108,606 5.2  108,606 5.0

２　資本剰余金 　       

(1) 資本準備金 　 57,245   57,245   

(2) その他資本剰余金 　 10,363   10,362   

資本剰余金合計 　  67,609 3.2  67,607 3.1

３　利益剰余金 　       

(1) 利益準備金 　 1,081   1,081   

(2) その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 853   585   

海外投資等損失準備
金

　 634   810   

固定資産圧縮積立金 　 30,748   29,079   

繰越利益剰余金 　 79,254   79,893   

利益剰余金合計 　  112,570 5.3  111,449 5.1

４　自己株式 　  △101 △0.0  △118 △0.0

株主資本合計 　  288,685 13.7  287,545 13.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  14,324 0.7  1,181 0.1

２　繰延ヘッジ損益 　  2,679 0.1  3,163 0.1

３　土地再評価差額金 ※２  146,734 6.9  121,848 5.6

評価・換算差額等合計 　  163,738 7.7  126,192 5.8

純資産合計 　  452,423 21.4  413,738 19.0

負債純資産合計 　  2,110,475 100.0  2,177,453 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  3,107,842 100.0  3,593,193 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　製品・商品期首たな卸高 　 86,950   94,238   

２　当期製品製造原価 　 2,223,801   2,740,699   

３　当期商品仕入高 　 207,236   188,167   

４　揮発油税 　 421,582   437,260   

合計 　 2,939,571   3,460,366   

５　他勘定振替高 　 133   103   

６　製品・商品期末たな卸高 　 94,238 2,845,199 91.5 85,748 3,374,513 93.9

売上総利益 　  262,643 8.5  218,679 6.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　運賃 　 53,651   55,837   

２　販売促進費 　 11,268   12,418   

３　人件費 　 22,851   22,799   

４　役員報酬 　 757   873   

５　賞与引当金繰入額 　 4,737   3,186   

６　退職給付引当金繰入額 　 6,048   4,117   

７　貸倒引当金繰入額 　 448   1,684   

８　賃借料 　 21,152   21,775   

９　作業費 　 43,530   48,700   

10　研究開発費 ※１ 13,051   14,557   

11　減価償却費 　 9,748   10,902   

12　その他 　 17,069 204,315 6.6 19,822 216,674 6.0

営業利益 　  58,327 1.9  2,004 0.1
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 1,144   1,258   

２　有価証券利息 　 0   0   

３　受取配当金 ※２ 5,107   22,410   

４　為替差益 　 8,703   4,861   

５　補助金収入 　 1,451   546   

６　匿名組合出資利益 　 125   2,551   

７　その他 　 1,315 17,846 0.6 2,242 33,871 0.9

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 16,143   14,578   

２　社債利息 　 464   803   

３　その他 　 5,584 22,193 0.8 3,170 18,552 0.5

経常利益 　  53,981 1.7  17,323 0.5

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※３ 877   1,595   

２　投資有価証券売却益 　 178   －   

３　関係会社株式売却益 　 －   270   

４　保険精算額 　 1,253   －   

５　その他 　 496 2,805 0.1 127 1,993 0.1
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失 　       

１　減損損失 ※６ 8,012   1,593   

２　固定資産売却損 ※４ 345   382   

３　固定資産除却損 ※５ 5,193   10,050   

４　関係会社株式評価損 　 2,058   －   

５　その他 　 226 15,837 0.5 1,093 13,120 0.4

税引前当期純利益 　  40,949 1.3  6,196 0.2

法人税、住民税及び事業
税

　 15,008   129   

法人税等調整額 　 3,130 18,138 0.6 △856 △727 △0.0

当期純利益 　  22,811 0.7  6,923 0.2
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費 ※４ 2,151,948 96.7 2,508,273 91.7

Ⅱ　労務費 ※２ 19,475 0.9 21,056 0.8

Ⅲ　経費 　     

減価償却費 　 30,454 1.4 40,193 1.4

その他 ※3,4 21,282 1.0 166,048 6.1

当期総製造費用 　 2,223,161 100.0 2,735,572 100.0

期首半製品たな卸高 　 54,089  53,448  

合計 　 2,277,250  2,789,021  

期末半製品たな卸高 　 53,448  48,321  

当期製品製造原価 　 2,223,801  2,740,699  

　（注）１．原価計算の方法は下記のとおりです。

石油製品は等級別総合原価計算を採用しています。

石油化学製品は工程別原価計算を採用していますが、生産の実情に応じて等級別総合原価計算を併用してい

ます。

電子材料、その他は個別原価計算を採用しています。

　    ※２．労務費のうち、退職給付引当金繰入額及び賞与引当金繰入額は下記のとおりです。

　 前事業年度 当事業年度

退職給付引当金繰入額 2,352百万円 1,794百万円

賞与引当金繰入額 1,728百万円 1,302百万円

　    ※３．経費（その他）のうち、修繕引当金繰入額は下記のとおりです。

　 前事業年度 当事業年度

修繕引当金繰入額 15,261百万円 14,523百万円

　    ※４. 当社は石油製品部門で製造したナフサ等を原料として石油化学製品を製造しています。部門間の内部取引額に

ついては、前事業年度までは「経費その他」より控除していましたが、当事業年度から「原材料費」より控

除しています。なお、前事業年度の内部取引額は130,156百万円、当事業年度は173,917百万円です。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　 株主資本 

株主資本

合計

　

資本金

 資本剰余金  利益剰余金

利益剰余

金合計

自己

株式

　
資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金

　

特別

償却

準備金

海外投資

等損失

準備金

固定資産

圧縮

積立金

優先

配当

準備金

繰越利益

剰余金

平成18年3月31日　残高

（百万円）
51,388 40 10,363 10,403 930 1,551 553 32,663 756 53,972 90,428 － 152,220

事業年度中の変動額              

新株の発行 57,218 57,205  57,205         114,423

剰余金の配当（注）     150     △1,652 △1,502  △1,502

当期純利益          22,811 22,811  22,811

自己株式の取得            △108 △108

自己株式の処分   0 0        6 6

その他利益剰余金の積立

（注）
       3,124  △3,124 －  －

その他利益剰余金の積立       106 2,440  △2,546 －  －

その他利益剰余金の取崩

（注）      
△349 △11 △3,799 △756 4,916 －  －

その他利益剰余金の取崩      △349 △13 △3,680  4,043 －  －

土地再評価差額金の取崩          833 833  833

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額

（純額）              

事業年度中の変動額合計（百

万円） 
57,218 57,205 0 57,205 150 △698 80 △1,915 △756 25,281 22,142 △101 136,464

平成19年３月31日　残高

（百万円）
108,606 57,245 10,363 67,609 1,081 853 634 30,748 － 79,254 112,570 △101 288,685

　 評価・換算差額等

 純資産合計

　

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年3月31日　残高

（百万円）
15,558 － 147,799 163,357 315,578

事業年度中の変動額      

新株の発行     114,423

剰余金の配当（注）     △1,502

当期純利益     22,811

自己株式の取得     △108

自己株式の処分     6

その他利益剰余金の積立

（注）
    －

その他利益剰余金の積立     －

その他利益剰余金の取崩

（注）
    －

その他利益剰余金の取崩     －

土地再評価差額金の取崩   △833 △833 －

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額

（純額）

△1,234 2,679 △231 1,214 1,214

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△1,234 2,679 △1,064 380 136,845

平成19年３月31日　残高

（百万円）
14,324 2,679 146,734 163,738 452,423

 （注）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目です。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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　 株主資本 

株主資本

合計

　

資本金

 資本剰余金  利益剰余金

利益剰余

金合計

自己

株式

　
資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金

　

特別

償却

準備金

海外投資

等損失

準備金

固定資産

圧縮

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年3月31日　残高

（百万円）
108,606 57,245 10,363 67,609 1,081 853 634 30,748 79,254 112,570 △101 288,685

事業年度中の変動額             

剰余金の配当         △8,997 △8,997  △8,997

当期純利益         6,923 6,923  6,923

自己株式の取得           △30 △30

自己株式の処分   △1 △1       13 11

その他利益剰余金の積立      81 200 1,358 △1,641 －  －

その他利益剰余金の取崩      △349 △25 △3,027 3,402 －  －

土地再評価差額金の取崩         953 953  953

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額

（純額）            －

事業年度中の変動額合計（百

万円） 
－ － △1 △1 － △267 175 △1,668 639 △1,121 △16 △1,139

平成20年３月31日　残高

（百万円）
108,606 57,245 10,362 67,607 1,081 585 810 29,079 79,893 111,449 △118 287,545

　 評価・換算差額等

 純資産合計

　

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年3月31日　残高

（百万円）
14,324 2,679 146,734 163,738 452,423

事業年度中の変動額      

剰余金の配当     △8,997

当期純利益     6,923

自己株式の取得     △30

自己株式の処分     11

その他利益剰余金の積立     －

その他利益剰余金の取崩     －

土地再評価差額金の取崩   △953 △953 －

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額

（純額）

△13,143 483 △23,932 △36,592 △36,592

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△13,143 483 △24,885 △37,545 △38,685

平成20年３月31日　残高

（百万円）
1,181 3,163 121,848 126,192 413,738
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用していま

す。

(1) 満期保有目的の債券

同左

 (2) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用してい

ます。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

 (3) その他有価証券

時価のあるもの

　時価法を採用しています。

　時価は、期末前１ヶ月の市場終値の

平均価額をもって算定し、評価差額は

全部純資産直入法により処理してい

ます。なお、時価と比較する取得原価

は移動平均法により算定しています。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

います。

時価のないもの

同左

 匿名組合出資金

　組合の財産の持分相当額を計上して

います。

匿名組合出資金

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品・商品（未着商品を除く）、半製

品

　後入先出法による原価法を採用してい

ます。

(1) 製品・商品（未着商品を除く）、半製

品

同左

 (2) 原油（未着原油を除く）

　後入先出法による低価法を採用してい

ます。

(2) 原油（未着原油を除く）

同左

 (3) 未着商品及び未着原油

　個別法による原価法を採用していま

す。

(3) 未着商品及び未着原油

同左

 (4) 原材料

　総平均法による原価法を採用していま

す。

(4) 原材料

同左

 (5) 貯蔵品

　移動平均法による原価法を採用してい

ます。

(5) 貯蔵品

同左

３．デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ

　時価法を採用しています。

デリバティブ

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しています。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

を採用しています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。

(1) 有形固定資産

同左

 建物及び構築物　　　　　５～50年

油槽　　　　　　　　　　10～25年

機械装置及び車両運搬具　７～13年

工具器具備品　　　　　　２～10年

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．繰延資産の処理方法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

 　 定額法を採用しています。

 　 ただし、自社利用ソフトウェアに

　ついては、社内における利用可能期

　間(５年）に基づく定額法を採用してい

　ます。

 

株式交付費

支出時に全額費用処理しています。

 （会計方針の変更）

　　当事業年度より、法人税法の改正(所

　得税法等の一部を改正する法律(平成19

　年３月30日　法律第６号)及び法人税法

　施行令の一部を改正する政令(平成19年

　３月30日政令第83号))に伴い、平成19

　年４月1日以降に取得した有形固定資産　

　

　については、改正後の法人税法に規定　　

　する減価償却方法に変更しています。

　　この結果、従来の方法によった場合

　と比べて、営業利益、経常利益及び税

　引前当期純利益はそれぞれ1,196百万円　

　　　　　　

　減少しました。

　(追加情報)

　　当事業年度より、法人税法の改正に

　伴い、平成19年３月31日以前に取得し

　た有形固定資産については、改正前の

　法人税法に規定する減価償却方法の適

　用により取得価額の５％に到達した事

　業年度の翌事業年度より、取得価額の

　５％相当額と備忘価額との差額を５年

　間にわたり均等償却し、減価償却費に

　含めて計上しています。

　　この結果、従来の方法によった場合

　と比べて、営業利益、経常利益及び税

　引前当期純利益はそれぞれ8,663百万円

　減少しました。

(2) 無形固定資産

 　　　　　　　同左

 

 

 

 

 

株式交付費

     ────────  
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については過去の貸倒実績

率を考慮して、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しています。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えて将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計上して

います。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職金支出に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しています。

　なお、退職給付信託設定後の会計基準

変更時差異は、７年による均等額を費用

処理し、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り、発生の翌事業年度より費用処理して

います。

　過去勤務債務は発生した事業年度に一

括費用処理しています。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職金支出に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しています。

　なお、数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により、

発生の翌事業年度より費用処理してい

ます。

　過去勤務債務は発生した事業年度に一

括費用処理しています。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4) 修繕引当金

　将来の修繕費用の支出に備えるため、

定期修繕を必要とする油槽及び機械装

置について将来発生すると見積もられ

る点検修理費用のうち、当事業年度の負

担額を計上しています。

(4) 修繕引当金

　　　　　　　 同左

 (5) 役員退職慰労引当金

　将来の役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上

しています。

　なお、平成18年６月27日開催の定時株

主総会をもって役員退職慰労金制度を

廃止しました。これにより、同日以降、新

たな役員退職慰労引当金の繰入を行っ

ていません。

(5) 役員退職慰労引当金
     ────────  

  （表示方法の変更）

　「租税特別措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並びに役員退

職慰労引当金等に関する監査上の取扱

い」（監査・保証実務委員会報告42号　

平成19年４月13日）の改正で役員退職

慰労金制度廃止の場合の会計処理が新

設されたことに伴い、当事業年度より同

取扱いを適用しています。

　当制度の廃止以前から在職している役

員に対する予定支給額1,271百万円につ

いては「長期未払金」として固定負債

の「その他」に含めて計上しています。

 

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンスリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっています。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジを採用しています。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約、通貨オ

プション取引
外貨建債権債務

　 　

外貨建借入金
外貨建投資有価

証券
　 　
原油、石油製品ス

ワップ取引

先物取引 

原油及び石油

製品

　 　
金利スワップ、オ

プション取引
借入金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 
(3) ヘッジ方針

　当社は社内規程に基づきヘッジ対象に

係る価格変動リスク及び金利・為替変

動リスクをヘッジすることを目的とし

て実需の範囲でのみ実施しています。

(3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの有効性評価は、ヘッジ手段

とヘッジ対象の対応関係を確認する

ことにより行っています。なお、ヘッ

ジ対象となる資産・負債又は予定取

引に関する重要な条件が同一であり、

ヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動又はキャッシュ・フロー変

動を相殺するものであることが事前

に想定される取引については、有効性

の判定を省略しています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっています。

消費税等の処理の方法

同左

重要な会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）　

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しています。

　従来の資本の部に相当する金額は449,743百万円です。

　なお、財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しています。

　

─────────

　

 （企業結合に係る会計基準） 

 当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号　平成17年12月27日）を適用していま

す。

　

─────────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（損益計算書） 

１．前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示していた「販売促進費」は販売費及

び一般管理費の100分の5を超えたため、区分掲記しまし

た。

　なお、前事業年度年度の「販売促進費」は10,186百万円

です。

２．前事業年度において区分掲記していた特別利益の

「関係会社清算益」（当事業年度22百万円）は金額的

重要性が減ったため、特別利益の「その他」に含めて表

示しています。

（損益計算書） 

１．前事業年度において区分掲記していた特別利益の

「投資有価証券売却益」（当事業年度28百万円）は金

額的重要性が減ったため、特別利益の「その他」に含め

て表示しています。

２．前事業年度において「その他」に含めて表示してい

た特別利益の「関係会社株式売却益」は特別利益の100

分の10を超えたため、区分掲記しました。

　なお、前事業年度の「関係会社株式売却益」は119百万

円です。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務 ※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。 　担保に供している資産は次のとおりです。

(1) 工場財団抵当                       （百万円） (1) 工場財団抵当                        （百万円）

建物 42,262

構築物 40,091

油槽 13,663

機械装置 138,608

車両運搬具 164

工具器具備品 481

土地 582,522

小計 817,791

建物 27,525

構築物 41,105

油槽 15,646

機械装置 128,954

車両運搬具 172

工具器具備品 419

土地 472,113

小計 685,934

(2) その他担保                         （百万円） (2) その他担保                          （百万円）

投資有価証券 255

小計 255

合計 818,046

投資有価証券 247

小計 247

合計 686,181

　担保付債務は次のとおりです。       （百万円） 　担保付債務は次のとおりです。        （百万円）

長期借入金（含む１年以内返済） 408,206 長期借入金（含む１年以内返済） 358,811

※２　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　法

律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日　法律第19号）に基

づき、当社の事業用の土地の再評価を行い、当該再評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に、これを控除した額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

※２　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　法

律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日　法律第19号）に基

づき、当社の事業用の土地の再評価を行い、当該再評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に、これを控除した額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日　政令第119

号）第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、第４号に定める地

価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額に合理的な調整を

行って算定する方法、及び第５号に

定める不動産鑑定士の鑑定評価に

よって算出しています。

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日　政令第119

号）第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、第４号に定める地

価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額に合理的な調整を

行って算定する方法、及び第５号に

定める不動産鑑定士の鑑定評価に

よって算出しています。

再評価を行った年月日…平成14年３月31日 再評価を行った年月日…平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額　　　△135,776百万円

再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額      △128,648百万円
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

　３　偶発債務

　次の関係会社等の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証又は経営指導念書の差入れを行ってい

ます。

　３　偶発債務

　次の関係会社等の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証又は経営指導念書の差入れを行ってい

ます。

(1) 債務保証 (1) 債務保証

保証先         (百万円)

Idemitsu Canada 

Resources Ltd.

6,659

    (55,500千US$、

        500千CA$)

従業員 3,980

Idemitsu Australia

Resources Pty Ltd

2,688

     (27,615千A$)

Idemitsu Chemicals

(M）Sdn. Bhd.

2,683

     (22,537千US$)

徳山ポリプロ㈱ 2,222

Idemitsu International　

(Asia)Pte.Ltd.

1,473

     (12,376千US$)

天津出光潤滑油有限公司

　

1,024

     (4,600千US$、

   31,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 925

PT.Idemitsu Lube 

Techno (Indonesia)

747

     (6,277千US$)

その他（５社） 244

(1,037千US$、     

4,348千INRを含む)

合計 22,648

保証先         (百万円)

Idemitsu Canada 

Resources Ltd.

6,396

    (61,247千US$、

      2,000千CA$)

Idemitsu Australia            3,766

Resources Pty Ltd

　

従業員

(39,040千A$

       3,394千RM)

           3,219

Idemitsu International　

(Asia)Pte.Ltd.

2,659

     (26,284千US$)

徳山ポリプロ㈱ 1,797

Idemitsu Chemicals

(M）Sdn. Bhd.

           1,368

     (13,519千US$)

出光潤滑油(中国)有限公司

(旧天津出光潤滑油有限公

司）

967

     (6,000千US$、

  25,000千人民元)

PT.Idemitsu Lube 

Techno (Indonesia)

出光清潔能源(煙台)有限

公司

544

  (5,380千US$)

             245

  (17,000千人民元)　

その他（５社） 243

 (1,004千US$、    

   18,500千INR、

  108千GBPを含

む）

合計 21,208

(2) 経営指導念書 (2) 経営指導念書

保証先 　　　　（百万円）

千葉フェノール㈱ 1,839

ひびき灘開発㈱ 1,063

合計 2,903

保証先 　　　　（百万円）

千葉フェノール㈱ 954

ひびき灘開発㈱ 846

合計 1,801

※４　減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、1,556,603百

万円です。

※４　減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、 1,586,687百

万円です。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※５　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

ものの他、次のものがあります。

※５　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

ものの他、次のものがあります。

　  （百万円）

流動資産 　

売掛金 83,721

未収入金 23,402

流動負債  

預り金 33,872

　  （百万円）

流動資産 　

売掛金 77,157

未収入金 25,632

関係会社短期貸付金 32,559

６　特定融資枠契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取

引銀行７行で作られるシンジケート団と特定融資枠

契約を締結しています。当該契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおりです。

６　特定融資枠契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取

引銀行７行で作られるシンジケート団と特定融資枠

契約を締結しています。当該契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおりです。

　  （百万円）

特定融資枠の総額 130,000

借入実行残高 －

差引 130,000

　  （百万円）

特定融資枠の総額 130,000

借入実行残高 －

差引 130,000

※７　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしています。なお、当事業年度末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が事業年度末残高に含まれています。

　　　受取手形　　　161百万円

※７　期末日満期手形

─────────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　研究開発費の総額は、13,051百万円です。 ※１　研究開発費の総額は、14,557百万円です。

※２　　　　　　────── ※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

います。

　 　 （百万円）

受取配当金 11,837

　  

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

　 （百万円）

土地（ＳＳ跡地等） 666

建物等 210

計 877

　 （百万円）

土地（ＳＳ跡地等） 1,455

建物等 140

計 1,595

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりです。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりです。

　 （百万円）

土地 282

建物等 63

計 345

　 （百万円）

土地 319

建物等 63

計 382

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。　　　　　　　　 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。　　　　　　　　

　 （百万円）

建物 707

構築物 397

機械装置 931

撤去工事代等 3,157

計 5,193

　 （百万円）

建物 1,691

構築物 344

機械装置 889

撤去工事代等 7,124

計 10,050
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※６　減損損失 ※６　減損損失

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループと減損損

失の金額及び主な資産の種類ごとの当該金額の内訳

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループと減損損

失の金額及び主な資産の種類ごとの当該金額の内訳

用途 場所
減損損失額
（百万円）

（遊休資産）

製油所
兵庫製油所跡地
（兵庫県姫路市）

土地   
　　　

2,369

　  

計
      

2,369

ＳＳ
徳山ＳＳ
（山口県周南市）
他105件

土地
     

1,544

建物他
   

1,030

計
       

2,575

油槽所他
松山油槽所跡地他
（愛媛県伊予郡）

土地   2,474

建物他
   

592

計 3,067

用途 場所
減損損失額
（百万円）

（遊休資産）

製油所
兵庫製油所跡地他
（兵庫県姫路市）

土地   
　　　

502

建物他 2

計
      

505

ＳＳ
呉中央ＳＳ
（広島県呉市）
他30件

土地
     

162

建物他
   

475

計
       

637

油槽所他
八戸ＬＰガス施設跡
地他
（青森県八戸市）

土地   399

建物他
   

52

計 451

(2) 減損損失の認識に至った経緯について

　当社は、これまで収益力強化と資産効率向上のため

に、供給面においては製油所の閉鎖、他社との物流協

力による油槽所の廃止を行い、販売面では不採算ＳＳ

の廃止を進めてきました。

　これにより生じた遊休資産については、今後の使用

見込みがなく、土地の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を正味売却価額まで減額しました。

　以上の認識に基づく帳簿価額の減少額8,012百万円を

減損損失として特別損失に計上しました。

(2) 減損損失の認識に至った経緯について

　当社は、これまで収益力強化と資産効率向上のため

に、供給面においては製油所の閉鎖、他社との物流協

力による油槽所の廃止を行い、販売面では不採算ＳＳ

の廃止を進めてきました。

　これにより生じた遊休資産については、今後の使用

見込みがなく、土地の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を正味売却価額まで減額しました。

　以上の認識に基づく帳簿価額の減少額1,593百万円を

減損損失として特別損失に計上しました。

(3) 資産をグルーピングした方法

　遊休資産については、個別に取り扱いました。

　資産のグルーピングは、事業の種類別セグメントを

基本にして行い、賃貸ビル他については、継続的な収

支の把握単位である一棟もしくは一施設単位にてグ

ルーピングしました。

(3) 資産をグルーピングした方法

　　　　　　　　　　同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4) 回収可能価額の算定方法

　遊休資産の回収可能価額は、土地の正味売却価額に

より測定しており、重要性の高い資産（製油所等）に

ついては、不動産鑑定評価基準に基づいた評価額を基

準としました。その他の遊休土地については、路線価

及び固定資産税評価額を基準とした評価額により測

定しました。 

(4) 回収可能価額の算定方法

　　　　　　　　　　同左
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） － 9,257 560 8,697

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買増請　　求

による減少分です。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 8,697 2,173 1,110 9,760

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買増請　　求

による減少分です。
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（リース取引関係）

（借主側）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　 　
取得価額

相当額
 

減価償却

累計額相

当額

 
期末残高

相当額

　 　 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及び

運搬具
　 8,163  4,717  3,446

工具器具備品　 11,476  6,597  4,879

その他 　 200  183  16

合計 　 19,840  11,497  8,342

　 　
取得価額

相当額
 

減価償却

累計額相

当額

 
期末残高

相当額

　 　 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及び

運搬具
　 9,070  5,734  3,336

工具器具備品　 13,576  7,628  5,948

その他 　 89  88  1

合計 　 22,736  13,450  9,286

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

　 (百万円)

１年内 3,317

１年超 5,628

合計 8,945

　 (百万円)

１年内 3,514

１年超 6,582

合計 10,097

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　 (百万円)

支払リース料 3,789

減価償却費相当額 3,399

支払利息相当額 237

　 (百万円)

支払リース料 4,038

減価償却費相当額 3,619

支払利息相当額 270

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし各期への配分方法については、利

息法によっています。

５．利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成19年３月31日） 　
当事業年度

（平成20年３月31日）

（繰延税金資産） 　  　 　 　  　

退職給付引当金 　 26,282百万円　 　 22,530百万円

固定資産の減損損失 　 18,482　 　 　 16,667　

修繕引当金 　 9,275　 　 　 9,069　

販売価格見積計上 　 4,085　 　 　 5,769　

繰延ヘッジ損失 　 3,659　 　 　 5,717　

ソフトウェア 　 3,983　 　 　 5,449　

その他有価証券評価差額金 　 －　 　 　 3,770　

投資に係る税効果 　 3,342　 　 　 2,237　

賞与引当金 　 2,630　 　 　 1,826　

その他 　 3,896　 　 　 8,623　

繰延税金資産小計 　 75,636　 　 　 81,661　

評価性引当額 　 △5,906　 　 　 △6,729　

繰延税金資産合計 　 69,730　 　 　 74,931　

（繰延税金負債） 　  　 　 　  　

固定資産圧縮積立金 　 △21,094百万円　 　 △19,949百万円

繰延ヘッジ利益 　 △5,497　 　 　 △7,887　

その他有価証券評価差額金 　 △10,065　 　 　 △4,580　

海外子会社将来合算課税 　 －　 　 　 △1,687　

海外投資等損失準備金 　 △435　 　 　 △555　

特別償却準備金 　 △585　 　 　 △401　

繰延税金負債合計 　 △37,678　 　 　 △35,063　

繰延税金資産の純額 　 32,051　 　 　 39,868　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成19年３月31日）

　
当事業年度

（平成20年３月31日）

国内の法定実効税率 　 40.69％ 　 　 40.69％

（調整）    　    

評価性引当額  5.41 　  12.78 

交際費等永久に損金に算入されない

項目

 1.37 　  15.89 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

 △0.27

 

 　  △57.75

 

 

税額控除  △2.17 　  △19.79 

その他  △0.74 　  △3.55 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  44.29 　  △11.73 
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（企業結合等関係）

 　     連結財務諸表注記（企業結合等関係）において同一の内容を記載していますので、記載を省略します。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 11,313円05銭

１株当たり当期純利益    695円80銭

１株当たり純資産額  10,345円99銭

１株当たり当期純利益    173円14銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していません。

　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 22,811 6,923

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 22,811 6,923

期中平均株式数（千株） 32,784 39,989

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　     ─────────　　 　　　　　　　     ─────────　　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証

券

その他有

価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
7,916,570 6,903

Laffan Refinery Co.,Ltd. 643,000 6,745

㈱日本航空（優先株） 20,000,000 5,000

住友信託銀行㈱ 5,817,671 3,973

MTH Preferred Capital 1(Cayman) 

Ltd.
3,000 3,000

石油資源開発㈱ 436,268 2,986

㈱三井住友フィナンシャルグループ 3,775 2,626

日本風力開発㈱ 6,000 2,594

中央三井トラスト・ホールディングス

㈱
3,855,496 2,425

全日本空輸㈱ 5,393,031 2,345

電源開発㈱ 636,000 2,284

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,030 1,985

三井化学㈱ 2,424,000 1,641

Ethylene Malaysia Sdn. Bhd. 43,750 1,373

関西電力㈱ 520,251 1,305

その他　137銘柄 23,782,560 14,492

　計 71,486,402 61,683

【債券】

投資有価証

券

満期保有

目的の債

権

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円）

千葉県縁故債 75 75

大阪市公債 10 10

計 85 85

【その他】

投資有価証

券

その他有

価証券

種類及び銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資事業有限責任組合出資金 1 9,971

計 1 9,971
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高（百万
円）

有形固定資産        

建物 189,091 3,391 7,367
(333)

185,115 124,642 4,453 60,472

構築物 321,407 7,849 3,300
(94)

325,955 261,763 6,885 64,192

油槽 149,591 4,357 1,229
(16)

152,719 134,765 2,882 17,953

機械装置 1,164,556 24,303 11,249
(34)

1,177,611 1,033,800 34,125 143,810

車両運搬具 4,489 250 217
 (－)

4,522 3,854 286 668

工具器具備品 31,852 2,596 1,591
(5)

32,857 27,860 2,173 4,996

土地 625,102 5,760 6,136
(1,063)

624,726 － － 624,726

建設仮勘定 6,459 65,541 63,785 8,215 － － 8,215

有形固定資産計 2,492,551 114,051 94,878
(1,548)

2,511,724 1,586,687 50,805 925,037

無形固定資産        

特許権 3,248 42 769
(－) 

2,522 1,547 309 975

借地権 8,753 142 73
(44)

8,822 － － 8,822

商標権 196 0 1
(－) 

196 122 19 73

意匠権 92 － －

(－) 
92 39 13 52

ソフトウェア 1,969 7,412 7,496
(－) 

1,885 1,546 296 339

その他 953 16 69
(0)

900 585 48 314

無形固定資産計 15,213 7,615 8,409
(44)

14,419 3,841 687 10,578

長期前払費用 15,239 6,660 5,821
(0)

16,077 6,496 1,656 9,580

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －
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　（注）１．（　）内の数値は内数で減損損失額を示しています。また、差引当期末残高は減損損失累計額控除後簿価を示

しています。

　      ２．機械装置の増加の主な要因は以下のとおりです。

　徳山工場アダマンタン生産装置　　　　　  　 1,380百万円

　北海道製油所ボイラー電気集塵機設置等　  　 1,323百万円

　製造部門の維持更新投資等　　　　　　　　  21,600百万円

　      ３．建設仮勘定の増加の主な要因は以下のとおりです。

　      　　　製造部門の機器更新等　　　　　　　　　　  34,660百万円

　      　　　SS施設等　　　　　　　　　　　　　　　　  30,880百万円
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 3,018 1,684 574 90 4,037

賞与引当金 6,465 4,488 6,465 － 4,488

修繕引当金 26,135 14,523 15,060 12 25,586

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収に伴う取崩額等です。

　　　　２．修繕引当金の「当期減少額（その他）」は、過年度過大計上分の取崩額です。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

ア．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 792

預金  

（当座預金） △43,960

（普通預金） 96,348

（定期預金） 6,430

小計 58,817

合計 59,610

イ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

フタムラ化学㈱ 155

サンユレック㈱ 128

川崎重工業㈱ 53

協同組合金沢トラックステーション給油所 49

富士シリシア化学㈱ 29

その他 130

合計 546

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 268

５月 95

６月 155

７月 12

８月 14

合計 546

ウ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱宇佐美 60,853

全国農業協同組合連合会 58,234

㈱プライムポリマー 32,503

全日本空輸㈱ 17,232

新日本石油㈱ 16,792

その他 174,956
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相手先 金額（百万円）

合計 360,573

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

375,559 4,292,549 4,307,534 360,573 92.2 31.3

　（注）　「当期発生高」には消費税等が含まれています。

エ．たな卸資産

製品・商品

品名 金額（百万円）

ガソリン・ナフサ 25,696

灯油 9,135

軽油 5,745

重油 6,459

潤滑油 10,105

石油化学製品 19,216

その他 9,388

合計 85,748

半製品

品名 金額（百万円）

ガソリン・ナフサ 15,256

灯油 3,467

軽油 7,610

重油 11,474

潤滑油 9,026

石油化学製品 219

その他 1,267

合計 48,321

原油

品名 金額（百万円）

外国原油 44,033

原材料
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品名 金額（百万円）

石油化学製品 1,167

その他 387

合計 1,555

未着商品及び未着原油

品名 金額（百万円）

未着商品 15,725

未着原油 164,404

合計 180,129

貯蔵品

品名 金額（百万円）

製造用資材 21,822

その他 3,016

合計 24,839

②固定資産

関係会社株式

相手先 金額（百万円）

㈱プライムポリマー 37,570

出光オイルアンドガス開発㈱ 16,550

Idemitsu Australia Resources Pty Ltd 10,477

Idemitsu Chemicals (M) Sdn. Bhd. 5,740

Idemitsu Canada Resources Ltd. 5,460

その他 50,545

合計 126,345

③流動負債

ア．買掛金

相手先 金額（百万円）

Saudi Arabian Oil Co. 69,750

新日本石油㈱ 67,936

Abu Dhabi National Oil Co. 20,743

Kuwait Petroleum Co. 18,774

住友商事㈱ 14,557

その他 161,464

合計 353,226

イ．短期借入金
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相手先 金額（百万円）

(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構 96,206

㈱三井住友銀行 20,200

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 15,138

住友信託銀行㈱ 13,500

中央三井信託銀行㈱ 10,500

その他 24,090

合計 179,634
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ウ．一年以内返済予定の長期借入金

相手先 金額（百万円）

農林中央金庫 14,192

㈱三井住友銀行 12,400

住友信託銀行㈱ 11,100

住友生命保険(相) 8,900

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 8,540

その他 44,660

合計 99,792

エ．未払金

区分 金額（百万円）

揮発油税 100,763

原油等トレーディング 37,260

輸入消費税 29,423

石油税 21,143

施設代 17,791

保全費 10,716

運賃 10,252

その他 33,552

合計 260,904

④固定負債

ア．長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 51,150

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 48,784

日本生命保険(相) 29,185

中央三井信託銀行㈱ 28,820

日本政策投資銀行 25,545

その他 250,522

合計 434,007

イ．再評価に係る繰延税金負債

内訳 金額（百万円）

土地再評価に係る繰延税金負債 125,771

合計 125,771

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

有価証券報告書

136/144



（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券及び当社が必

要と認めた株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

 ３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行㈱　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行㈱

取次所 住友信託銀行㈱　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録　　　１件につき10,000円（消費税別）

２．喪失登録株券　１枚につき　 500円（消費税別）

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行㈱　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行㈱

取次所 住友信託銀行㈱　全国本支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告により公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ http://www.idemitsu.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに

単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有していません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第92期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

  （第93期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）      平成19年12月17日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２８日

出　光　興　産　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人
 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　黒　田　　　裕

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　大　黒　英　史

   

 

監 査 法 人 不 二 会 計 事 務 所
 

 
代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　乘　田　紘　一

   

 
代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　利根川　宣　保

   

 

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、出光興産株式会社

及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から企業結合に係る

会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。

 

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害　関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月24日

出光興産株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 黒田　  裕

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 大黒　英史

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 原山　精一

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

出光興産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、出光興産

株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２８日

出　光　興　産　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人
 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　黒　田　　　裕

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　大　黒　英　史

   

 

監 査 法 人 不 二 会 計 事 務 所
 

 
代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　乘　田　紘　一

   

 
代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　利根川　宣　保

   

 

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表

に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討すること

を含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、出光興産株式会社の平

成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

 
追記情報

重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から企業結合に係る会計基準を適用して財務諸表を作成し

ている。

 

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害　関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月24日　

出光興産株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 黒田　  裕

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 大黒　英史

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 原山　精一

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

出光興産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、出光興産株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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